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神戸地方合同庁舎の管理・運営業務 

における民間競争入札実施要項（案） 

 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51号。以下、「法」と

いう。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サービスによる利益を

享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施

について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、

国民のため、より良質かつ低価な公共サービスを実現することを目指すものである。 

前記を踏まえ、財務省近畿財務局神戸財務事務所（以下「神戸財務事務所」という。）は、公

共サービス改革基本方針（平成25年6月14日閣議決定）別表において民間競争入札の対象とし

て選定された「神戸地方合同庁舎」の管理・運営業務（以下、「管理・運営業務」という。）につい

て、公共サービス改革基本方針に従って、本実施要項を定めるものとする。 

 

 

１． 対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき対象公共サービス

の質に関する事項（第14条第2項第1号） 

 

1．1対象公共サービスの詳細な内容 

（１） 対象施設の概要 

  ① 施設概要 

施設名：神戸地方合同庁舎  

所在地：神戸市中央区海岸通２９番地 

構 造：鉄骨鉄筋コンクリート造 地上９階、地下１階（塔屋１階） 

施設規模：敷地面積 5,145 ㎡ 

建築面積 1,689 ㎡ 

延床面積 15,977 ㎡ 

建築年月日：昭和 47 年 2 月 22 日 

② 業務概要 

     神戸地方合同庁舎は、次の 11 官署が入居する行政施設である。入居官署の業

務概要は別紙 1のとおり。 

     入居官署：総務省兵庫行政評価事務所、法務省大阪入国管理局神戸支局、財務

省近畿財務局神戸財務事務所、厚生労働省兵庫労働局神戸東労働基

準監督署、厚生労働省近畿厚生局麻薬取締部神戸分室、農林水産省

近畿農政局神戸地域センター、農林水産省水産庁瀬戸内海漁業調整

事務所、経済産業省近畿経済産業局神戸通商事務所、国土交通省近

畿地方整備局（港湾空港関係）国土交通省近畿地方整備局国営明石

海峡公園事務所、環境省近畿地方環境事務所神戸自然保護官事務所 

テナント：診療所１件、食堂１件、売店（自動販売機３台、公衆電話 1基を含

む）１件（テナントの運営については本業務の対象外とする。） 

※ 入居官署・テナントの内訳は変動する場合がある。 

(２) 業務の対象と実施内容 
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以下の対象業務について、合同庁舎の利用者が快適に施設を利用できるよう適切

に行うこととする。 

【対象業務】 

① 電気・機械・監視制御設備点検等業務 

神戸地方合同庁舎に設置された機械設備（空調・衛生・昇降機・消防設備等）、電 

気設備（受変電・照明・通信設備等）などの運転監視・日常点検、定期点検及び保守等

を行い、庁舎の維持・予防保全等を目的とする管理業務である。 

1）設備機器等運転監視及び点検保守業務 

2）エレベーター設備点検保守業務 

3）中央監視設備点検保守管理業務 

     4）ガス吸収式冷温水機点検保守業務 

5）消防用設備点検保守業務 

6）ばい煙測定業務 

     7）執務室空気環境測定業務 

     8）ゴンドラ設備保守管理業務 

     9）自動扉設備点検保守業務 

     10）電動シャッター保守点検業務 

    11）非常用自家発電設備点検保守業務 

     12）厨房排気設備点検清掃業務 

    13）屋内式ガス瞬間湯沸器点検業務 

    14）害虫等生息調査業務 

    15）害虫駆除業務 

16）樹木管理等業務 

     17）建築基準法第 12 条第 2項に基づく建物点検業務 

     18）建築基準法第 12 条第 4項に基づく建築設備(昇降機を除く）点検業務 

     19）入退館管理システム保守業務 

     20）免震部維持管理点検保守業務 

     内容は別紙 2-1、別紙 2-1-1 から 2-1-20、及び別紙 2-4 を参照する。 

    ② 清掃業務 

衛生的環境の維持と保全の確保を目的に事務室・会議室・ロビー等の清掃及びゴミ 

の収集・分別を行う業務である。 

内容は別紙2-2を参照する。 

③ 警備業務 

庁舎の秩序維持・機密保持の確保、合同庁舎の職員及び利用者の身体・生命の安

全確保等を目的とする業務である。 

1）出入管理（入退館管理システム等運用管理を含む） 

2）施設管理 

3）駐車場管理 

4)火災、盗難及び各種事故の未然防止と早期発見 

5)警備室内防災センター監視業務 

6)その他 

内容は別紙2-3を参照する。 

(3) 用語の定義 
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用語については、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築保全業務共通仕様書

（平成 25 年版）」（（財）建築保全センター発行（以下「共通仕様書」という。））第 1 編総

則、第 1 章総則、一般事項、第 2 節一般事項、1.2.2 用語の定義による。 

なお、本業務は特記なき限り原則として共通仕様書を適用する。 

 

１．１．１ 管理・運営業務全般に係る業務 

 （１） 業務の実施に当たっては、一企業とすることも、複数の企業で構成されるグループ（以

下「入札参加グループ」という。）とすることも可能とする。 

①入札参加グループの管理について 

本業務を実施するに当たり、入札参加グループを構成する場合は、その代表とな

る企業（以下「代表企業」という。）を定め、代表企業はグループに参加するその他の

企業（以下「グループ企業」という。）と密に連携をとり、管理・運営業務を包括的に管

理すること。 

② 発注者との連携について 

代表企業及びグループ企業は、定期的に近畿財務局神戸財務事務所総務課合

同庁舎管理担当係長（以下、「施設管理担当者」という。）と連携を図り、円滑な管理・

運営業務を実施すること。 

③ 代表者の権限 

代表企業は、管理・運営業務の履行に関し、入札参加グループを代表して神戸財

務事務所及び施設管理担当者と折衝する権限及び自己の名義を持って契約代金の

請求、受領並びに入札参加グループに属する財産を管理する権限を有するものとす

る。 

(２) 統括管理責任者 

    民間事業者は、施設管理担当者に対する報告及び調整、各業務従事者（入札参加

グループで参加する場合は、各企業）への指示及び関係者との調整等の管理・運営

業務を円滑に実施するための業務（以下「統括管理業務」という。）を実施する。 

①  民間事業者は、統括管理業務を実施するに当たり、統括管理責任者を選任する

こと。ただし、入札参加グループで参加する場合の統括管理責任者は、代表企業か

ら選出すること。 

なお、統括管理責任者は、業務責任者を兼務することができる。また、統括管理

責任者が欠けた場合の代行者をあらかじめ定めておくこと。 

②  統括管理責任者は、各業務の履行状況を常に把握し、施設管理担当者へ報告す

ること。 

③  施設管理担当者からの指示については、統括管理責任者から速やかに各業務責

任者を通じ実行すること。 

④ 各業務責任者は、統括管理責任者を通じて施設管理担当者に、報告書その他関

係書類を提出し、業務の重要事項に関することを報告すること。 

(３) 副統括管理責任者 

①  統括管理責任者は、副統括管理責任者を置くことができる。 
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②  副統括管理責任者は、統括管理責任者を選出した事業者から選出し、業務責任

者を兼務することができる。 

③  副統括管理責任者は、統括管理責任者を補助し、統括管理責任者が不在の際

は、これに代わる。 

 (４) 業務遂行における注意義務 

    業務にあたっては、善良な管理者の注意をもって誠実にこれを行い、対象施設にお

ける業務に支障のないよう注意すること。特に、廊下、階段、便所等については、職員

及び来客者等の通行に配慮して業務を行うこと。 

 (５) 作業員等 

① 統括管理責任者、副統括管理責任者並びに各業務責任者は、民間事業者の自社

社員（入札参加グループにおけるその業務を担当する者、及び再委託によりその業

務を担当する者を含む。）であること。 

② 全業務の従事者名簿・経歴を事前に提出することとし、従事者の身元、風紀、衛

生及び規律の維持に関して一切の責任を負うこと。 

    ③ 神戸財務事務所が、前記の従事者を不適当と認めたときは、従事者の交替を求

めることができるものとする。 

 

１．１．２ 電気・機械・監視制御設備点検等業務 

（１） 用語の定義 

① 「点検」とは、建築物等の部分について、損傷、変形、腐食、異臭その他の異常の有

無を調査し、保守又はその他の措置が必要か否かの判断を行うことをいう。 

② 定期点検 

「定期点検」とは、当該点検を実施するために必要な資格又は専門的な知識を有す

る者が定期的に行う点検をいい、性能点検、月例点検、シーズンイン点検、シーズン

オン点検及びシーズンオフ点検を含めていう。 

③ 臨時点検 

「臨時点検」とは、当該点検を実施するために必要な資格又は特別な専門的知識を 

有する者が、台風、暴風雨、地震等の震災発生直後及び不具合発生時等に臨時に行

う点検をいう。 

④ 日常点検 

「日常点検」とは、目視、聴音、触接等の簡易な方法により、巡回しながら日常的に

行う点検をいう。 

⑤ 保守 

「保守」とは、点検の結果に基づき建築物等の機能の回復又は危険の防止のために

行う消耗部品の取り換え、注油、塗装その他これらに類する軽微な作業をいう。 

     ⑥ 運転・監視 

「運転・監視」とは、施設運営条件に基づき、建築設備を稼働させその状況を監視し、

制御することをいう。 

    （２）設備機器等運転監視及び点検保守業務 
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別紙2-1-1のとおりとする。 

  

１．１．３ 清掃業務 

    「清掃」とは、汚れを除去すること及び汚れを予防することにより仕上げ材を保護し、快適

な環境を保つための作業をいう。 

 清掃項目については、別紙2-2を参照のこと。 

 

 １．１．４ 警備業務 

   （１）常駐警備業務 

     ① 勤務時間 

       勤務時間は、別紙2-3を参照のこと。 

     ② その他 

       作業に当たっての留意事項（警備員の資格、服装等）、業務内容については、別紙

2-3を参照のこと。 

 

１．１．５ 業務の引継ぎ 

  （１）現行の事業者からの引継ぎ 

      施設管理担当者は当該引継ぎが円滑に実施されるよう、現行の事業者及び民間事

業者に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

      本業務を新たに実施することとなった民間事業者は、本業務の開始日までに、業務内

容を明らかにした書類等により、現行の事業者から業務の引継ぎを受けるものとする。 

なお、その際の事業引継ぎに必要となる経費は、民間事業者の負担となる。 

   （２）本業務終了後の際に民間事業者の変更が生じた場合の引継ぎ 

      施設管理担当者は、当該引継ぎが円滑に実施されるよう、民間事業者及び次回の事

業者に対して必要な措置を講ずるとともに、引継ぎが完了したことを確認する。 

      本業務の終了に伴い民間事業者が変更となる場合には、民間事業者は、当該業務

の開始日までに、業務内容を明らかにした書類等により、次の事業者に対し、引継ぎを

行うものとする。 

      なお、その際の事業引継ぎに必要となる経費は、次回の事業者の負担となる。 

 

１．２ サービスの質の設定 

本業務の実施に当たり、達成すべき質及び確保すべき水準は以下のとおりとする。 

 

１．２．１ 管理・運営業務に関する包括的な質 

     管理・運営業務を通じて、快適な施設利用を可能とするとともに神戸地方合同庁舎にお

ける公共サービスの円滑な実施を可能とすること。 

    (１) 確実性の確保 

管理・運営業務の不備（空調停止・停電・断水・エレベータ停止等）に起因する合庁

における執務及び営業の中断回数（0 回） 
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     ※ 執務及び営業の中断とは、執務及び営業が中断することにより著しく国民及びテナ

ント営業者の利益を損なった場合をいう。 

     ※ 老朽化に起因するものは含めない。 

(２) 安全性の確保 

管理・運営業務の不備に起因する職員及び利用者の災害又は事故の発生（0 回） 

※ 災害又は事故とは、人事院規則 10-4 第 35 条に基づく年次災害報告の対象となる 

災害又は事故をいう。 

(３) 環境への配慮 

「エネルギーの使用の合理化に関する法律」、「地球温暖化対策の推進に関する法

律」を遵守し、合同庁舎の職員及び利用者の業務に支障のないよう配慮するとともに当

庁舎の温室効果ガス削減目標の達成に努めること。ただし、利用者の業務に支障の無

いよう配慮すること。 

      ※ 温室効果ガスの削減目標：各年度において、平成 13 年度比で 8%以上削減 

（削減目標は暫定値であり、随時見直される可能性がある） 

    （４） 快適性の確保 

       施設利用者アンケートの満足度（定量的な指標：70％以上） 

      ① 神戸財務事務所は、合同庁舎に勤務する職員を対象に「施設環境に関するアン

ケート（別紙 6）」を年 1 回実施し、毎年 12 月までの状況を調査するものとする。 

      ② 満足度は、「満足」及び「おおむね満足」に該当する割合を集計（1％未満の端数

が生じるときは、少数点以下を切り捨て）するものとする。 

 

１．２．２ 各業務において確保すべき水準 

    次に整理する要求水準を確保すること。なお、各業務における現行水準は、従来の

実施方法として下記６．で開示する情報に定める内容とする。ただし、従来の実施方

法については、改善提案を行うことができる。 

 （１） 電気・機械・監視制御設備点検等業務 

   ① 点検 

    指定された業務内容を実施し、建築物等の機能及び劣化の状態を調査し、異常又

は劣化がある場合は、必要に応じ対応措置を判断し実行すること。 

   ② 保守 

     建物等の点検を行い、点検等により故障及び不良個所を発見した場合は、速やか

に施設管理担当者に報告すること。 

 （２） 清掃業務 

  指定された業務内容を実施し、施設内外の汚れを除去し、又は汚れを防止すること

により、快適な環境を保つこと。 

 （３） 警備業務 

     施設及び敷地内の秩序及び規則を維持し、盗難、破壊等の犯罪及び火災等の災

害の発生を警戒・防止することにより、施設利用者（職員、公共サービスの利用者等）

の安全かつ円滑な執務環境の確保や保全を図るとともに、安全を守ることを目指し、
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誠意をもって行うこと。 

 

１．３ 創意工夫の発揮可能性 

本業務を実施するにあたっては、以下の観点から法令に反しない限り民間事業者

の創意工夫を反映し、公共サービスの質の確保（包括的な質の確保、効率化の向上、

経費の削減等）に努めるものとする。 

    （１） 管理・運営業務の実施全般に対する質の確保に関する提案 

       民間事業者は、別紙4-5に定める様式に従い、管理・運営業務の実施全般に係る質

の向上の観点から取り組むべき事項等の提示・表明をすることとする。 

    （２） 従来の実施方法に対する改善提案 

        民間事業事業者は、各業務の現行基準として示す従来の実施方法に対し、改善

すべき提案（コスト削減に係る提案を含む）がある場合は、別紙4-6、4-7に定める様

式に従い、具体的な方法等を示すとともに、現行基準レベルの質が確保できる根拠

等を提示・表明をすること。 

 

１．４ 委託費の支払方法 

(１)  施設管理担当者は、事業期間中の監督・検査を行い、各業務において確保すべき

水準（改善提案があった事項を含む）が満たされているか確認したうえで、入居官署は

委託費を支払うものとする。監督・検査の結果、確保すべき水準を満たしていない場合

は、再度業務を行うように指示を行うとともに、民間事業者は速やかに業務改善計画

書を施設管理担当者へ提出することとし、遂行後の確認が出来ない限り、委託費の支

払いは行わないものとする。 

 (２) 委託費の支払いに当たっては、民間事業者は当該月分の業務を完了後、支払い

請求書もって当該月分の支払い請求を行い、入居官署はこれを受領した日から30日

以内に事業者への口座に振込により支払うものとする。 

なお、期限内に支払いがないときは、支払時期到来の日の翌日から起算して支払の

日までの日数に応じ、請求金額に対し政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭

和24年法律第256号）第8条第1項の規定に基づき、財務大臣が定めた遅延利息の率

で計算した遅延利息を、速やかに支払うものとする（ただし、遅延利息の額に100円未

満の端数があるとき又はその金額が100円未満であるときは、その端数金額又はその

全額を切り捨てる）。 

 

１．５ 費用負担等に関するその他留意事項  

(１) 消耗品等 

管理・運営業務を実施するに当たり、施設利用者が使用する消耗品や管理運営業

務を行う上で民間事業者が使用する消耗品や付属品の負担については、別紙2-1～4

において指定する。 

(２) 光熱水費 

民間事業者が本業務を実施するのに必要な光熱水費（電気・ガス・水）については、
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入居官署の負担とする。 

   (３) 法令変更による増加費用および損害の負担 

       法令の変更により民間事業者に生じた合理的な増加費用および損害は、以下の①

から③までのいずれかに該当する場合には入居官署が負担し、それ以外の法令変

更については民間事業者が負担する。 

       ①本業務の類似的又は特別に影響を及ぼす法令変更および税制度の新設 

       ②消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更含む。） 

       ③上記①、②のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制度の新

設・変更（（税率の変更含む。） 

 

２． 実施期間に関する事項（第 14 条第 2 項第 2 号） 

当該業務の実施時期は、平成28年4月1日から平成31年3月31日までとする。 

 

３． 入札参加資格に関する事項（第14条第2項第3号及び第3項） 

(１) 法第10条各号（ただし、第11号を除く。）に該当するものでないこと。 

(２) 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号。以下「予決令」という。）第70条の規定に

該当しない者であること。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結

のために必要な同意を得ている者は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。 

(３) 予決令第71条に該当しない者であること。 

(４) 平成25・26・27年度財務省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提供等」

で「A」及び「B」等級に格付されている者で、近畿地域の資格を有する者、又は、当該競

争参加資格を有していない者で、入札書受領期限までに競争参加資格審査を受け、競

争参加資格名簿に登録された者であること。 

(５) 当該地方支分部局の所属担当官と締結した契約に関し、契約に違反し、又は同担当官

が実施した入札の落札者となりながら、正当な理由なくして契約を拒み、ないしは入札

等当該地方支分部局の業務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の相手方として不

適当であると認められる者でないこと。 

(６) 官庁から指名停止又は一般競争参加資格停止を受けている期間中に該当しない者（分

任支出負担行為担当官が特に認める者に含む。）であること。 

(７) 経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契約の

履行が確保されるものであること。 

(８) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるものとして、

国発注業務等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。 

（９） 各業務の実施に当たり必要な参加資格 

上記1.1.2から1.1.4に示す各業務の実施に当たり法令上必要な次の資格を有している

もの、又は資格等を有している者を業務の実施にあたらせることが出来る者であること。 

なお、各業務において必要な資格は別紙2-1～3の仕様書を参照のこと。 

  (10) 企画書において、業務の実施に必要な要件が満たされていることが確認できること。 

(11) 入札参加グループでの入札参加について 
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① 単独で本実施要領に定める業務の内容の全てが担えない場合は、適正に業務を遂

行できる入札参加グループで参加することができる。その場合、入札書類提出時まで

に入札参加グループを結成し、代表企業及び代表者を定め、他の者はグループ企業

として参加するものとする。なお、代表企業及びグループ企業が、他の入札参加グル

ープに参加、若しくは単独で参加することはできない。また、代表企業及びグループ企

業は、入札参加グループ結成に関する協定書（又はこれに類する書類）を作成するこ

と。 

② 入札参加グループで参加する場合、代表企業については、上記(１)～(８)の要件を満

たすこと、グループ企業については、上記（１）～(３)、（５）～（８）の要件を満たすととも

に、平成25・26・27年度財務省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「役務の提

供等」で「A」、「B」又は「C」等級に格付されている者で、近畿地域の資格を有する者、

又は、当該競争参加資格を有していない者で、入札書受領期限までに競争参加資格

審査を受け、競争参加資格名簿に登録された者であること。（９）、（10）の要件につい

ては、当該業務を実施する者が満たすものとする。 

（12） 中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）に基づき設立された事業協同組合 

又は特別の法律によって設立された組合が入札に参加する場合においては、その組合

員が他の入札参加グループに参加し、又は単独で入札に参加することはできないものと

する。 

 

４. 入札に参加する者の募集に関する事項（第14条第2項第4号） 

（1） 民間競争入札に係るスケジュール 

手続 スケジュール 

官報公告 平成27年12月上旬 

入札説明会 平成27年12月下旬 

現場説明会 平成27年12月中旬～平成28年1月中旬 

入札等に関する質疑応答 平成27年12月下旬～平成28年1月上旬 

入札書類（入札書を除く）受付期限 平成28年1月下旬 

入札書類（入札書を除く）の評価 平成28年1月下旬～平成28年2月上旬 

入札書の提出期限 平成28年2月上旬 

開札・落札予定者等の決定 平成28年2月上旬 

業務の引継ぎ 平成28年2月下旬～平成28年3月下旬 

契約締結 平成28年4月1日 

（2） 入札実施手続き 

  ① 入札説明後の質問受付 

入札公告以降、神戸財務事務所において入札説明書の交付を受けたものは、本実施

要項の内容や入札にかかる事項について、入札説明会後に神戸財務事務所に対して質

問を行うことができる。入札参加グループが質問を行う場合には、代表企業が質問を取

りまとめたうえで行うこと。質問は紙及び電子メールにより行い、質問内容及び神戸財務

事務所からの回答は原則として入札説明書の交付を受けたすべての者に公開することと
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する。 

ただし、民間事業者の権利や競争上の地位等を害するおそれがあると判断される場

合には、質問者の意向を聴取したうえで公開しないよう配慮する。 

② 入札書類の提出 

     民間競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、以下の書類を提出する

こと。 

１） 入札参加資格確認関係書類 

    別途「入札説明書」に記載する入札参加資格を有することを証明する書類及び企

画書を入札書類受付期限までに提出する。 

2） 入札書 

本業務の実施に係る入札金額を記載した書類（以下「入札書」という。）を入札書

提出期限までに提出する。なお、上記入札金額には、本業務に要する一切の諸経費

の108分の100に相当する金額を記載することとする。 

3） 企画書 

    記載内容は③参照。 

4） 法第10条各号に規定する欠格事由の審査に必要な書類。 

   ③ 企画書の内容 

      入札参加者が提出する企画書には、下記「５.」で示す審査を受けるために次の事項を

記載する。 

    1) 企業の代表責任者及び本業務担当者【別紙４－１】 

      入札に参加する民間事業者の代表責任者及び本業務の担当者を記載する。 

なお、入札参加グループで参加する場合は、グループ構成企業の一覧と代表企業、各

企業の代表責任者及び本業務担当者を記載する。（入札参加グループ結成に関する協

定書又はこれに類する書類を記載すること。） 

    2) 業務実績【別紙４－２】 

       １．で示す業務ごと、過去３年間の実績 

    3) 業務実施の考え方【別紙４－３】 

1.で示す業務ごとの年次計画、本業務を確実に実施するための基本的な方針、業

務全般において特に重視するポイント等。 

    4) 業務ごとの実施体制及び業務全体の管理方法【別紙４－４】 

       1.で示す業務ごとに実施体制及び業務全体の管理方法を示す。 

    5) 必要とされる資格を証明する書類の写し【別紙４－４】 

    6) 緊急時の体制及び対応方法【別紙４－４】 

       緊急時（管理・運営業務の実施に当たり、通常の業務実施が困難になる事故・事象

が生じた場合）のバックアップ体制と対応方法を示す。 

    7) 業務に対する提案事項【別紙４－５、別紙４－６、別紙４－７】 

      ア．管理・運営業務の実施全般に対する質の確保に関する提案 

       民間事業者は、別紙４－５に従い、管理・運営業務の実施全般に係る質の向上の観

点から取り組むべき事項等の提案を行うこととする。 
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      イ．従来の実施方法に対する改善提案 

       従来の実施方法（６．で開示された既存の仕様書類に示された内容）に対して提案

を行う場合、別紙４－６及び別紙４－７に従い、提案を行う業務（項目）を明確にし、提

案を行う理由、提案の内容、提案による質の維持向上効果又は経費の削減効果（あ

るいはその両方）を具体的に示すこと。 

 ④ 開札に当たっての留意事項 

  1） 開札は、入札者又はその代理人に立ち会わせて行う。ただし、入札者又はその代理人

が立ち会わない場合は、入札事務に関係の無い職員を立ち会わせて行う。 

2) 入札者又はその代理人は、定刻後においては開札場に入場することはできない。 

3） 入札者又はその代理人は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求め

に応じ競争参加資格を証明する書類、身分証明書又は入札権限に関する委任状を提

示又は提出しなければならない。 

4) 入札者又はその代理人は、入札中は、契約担当官等が特にやむを得ない事情があ

ると認めた場合のほか、開札場を退場することができない。 

 

５． 対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他の対象公共サービ

スを実施する者の決定に関する事項（第14条第2項第5号） 

本業務を実施する者（以下、「落札者」という。）の決定は、一般競争入札方式により行う。 

なお、企画書の審査にあたっては、当局職員で構成する審査員3名が行うものとする。 

（1） 入札参加資格の確認にあたっての質の審査項目の設定（別紙５） 

入札参加資格を確認するための企画書の審査は、提出された企画書の内容が本業務

の目的・趣旨に沿い、提案内容が具体的で実現可能なものであるかについて行うものとす

る。 

審査においては、入札参加者が企画書に記載した内容が、次の①～④までに示す項目

をすべて満たしていることを確認する。すべてを満たした場合は、業務の実施に必要な要

件が満たされている企画書とし、1つでも満たしていない場合は失格とする。 

① 業務に対する認識 

１） 本業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が考えられているか。 

２） 本業務を確実に実施するための基本的な方針が明確となっているか。 

② 実施体制 

１） 各業務の業務水準が維持される体制であるか。 

（グループで参加する場合、代表企業とグループ企業の連携が可能な体制である

か。） 

 ２） 各業務で必要とする資格者が適切に配置されているか。 

３） 質の確保に寄与する資格・経験を有しているか。 

③ 管理業務全般に係る業務に関する提案 

１） 本業務の包括的な質（確実性、安全性及び環境への配慮）の確保に資する提案が

なされているか。 

２） 本業務のコスト削減に資する提案がなされているか。 
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④ 緊急時等の体制及び対応方法 

１） 具体的な事態を想定し、円滑に対応、かつ被害を拡大させないための体制、対策

が提案されているか。 

２） 業務を安定的に履行できる対策が講じられているか。 

（２） 落札者決定にあたっての方法 

① 落札者の決定方法 

上記３．に規定する入札参加資格要件を全て満たした者について、入札価格（予決令

第79条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内であるものに限る。）の

最も低いものを落札予定者として、決定する。 

② 留意事項 

１） 落札予定者の入札価格が予定価格の6割に満たない場合は、その価格によって契

約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められるか否か、次の事項に

ついて改めて調査し、該当するおそれがあると認められた場合には、所要の手続きを

経て、次順位以下の入札者から落札予定者を決定する。 

ア. 当該価格で入札した理由及びその積算の妥当性（当該単価で適切な人材が確保

されるか否か、就任予定の者に支払われる賃金額等） 

イ. 本契約の履行体制（常勤者の有無、人数、経歴、勤務時間、専任兼務の別、業務

分担等が適切か否か等） 

ウ. 本業務契約期間中における他の契約請負状況 

エ. 手持機械その他固定資産の状況 

オ. 国等及び地方公共団体等に対する契約履行状況 

カ. 経営状況 

キ. 信用状況 

２） 開札の結果、落札予定者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者

にくじを引かせ、落札予定者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が

直接くじを引くことができないときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わっ

てくじを引き、落札者を決定するものとする。 

３） 落札者が決定したときは、遅滞なく落札者の氏名若しくは名称、落札金額、落札者

の決定理由並びに提案された内容のうち具体的な実施体制並びに実施方法の概要

について公表するものとする。 

③ 初回の入札で落札者が決定しなかった場合の取り扱いについて 

１) 入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がないとき

は、直ちに再度入札を行うこととし、これによってもなお落札者となるべき者が決定しない

場合には、入札条件を見直し、再度公告入札を付すこととなる。 

２) 再度の公告によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は業務の実施に必要

な期間が確保できないこと等やむを得ない場合は、神戸財務事務所が自ら当該業務を

実施すること等とし、その理由を公表するとともに、官民競争入札等監理委員会（以下、

「監理委員会」という。）に報告するものとする。 
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６． 対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項（第14条

第2項第6号及び第4項） 

（１） 開示情報 

  対象業務に関して、以下の情報は別紙３「従来の実施状況に関する情報の開示」のとお

り開示する。 

 ① 従来の実施に要した経費 

 ② 従来の実施に要した人数 

 ③ 従来の実施に要した施設及び設備 

 ④ 従来の実施における目的の達成の程度 

 ⑤ 従来の実施方法等 

（２）資料の閲覧 

前項⑤「従来の実施方法等」の詳細な情報は、民間競争入札に参加する予定の者から

要望があった場合、所定の手続きを踏まえたうえで閲覧可能とする。 

 また、民間競争入札に参加する予定の者から追加の資料の開示について要望があった

場合は、神戸財務事務所は法令及び機密性等に問題のない範囲で適切に対応するように

努めるものとする。 

 

７． 公共サービス実施民間事業者に使用させることができる国有財産に関する事項（第14条

第2項第7号） 

民間事業者の国有財産の使用については、次のとおりとする。 

(１) 民間事業者は、その業務の遂行に必要な施設・設備として、次に掲げる施設・設備を無

償で使用することができる。 

① 機械室等本業務に必要な施設全て 

② 中央監視室、警備室、清掃員控室等、本業務の実施及びこれに付随する業務を遂行

するために必要な事務スペース 

③ その他施設管理担当者と協議し認められた業務の遂行に必要な施設等 

(２) 使用制限等 

① 民間事業者は本業務の実施及び実施に付随する業務以外に使用してはならない。 

② 民間事業者は予め施設管理担当者と協議し、本業務に支障を来たさない範囲内にお

いて、施設内に本業務実施に必要な機器・設備等を持ち込むことができる。 

③ 民間事業者は設備等を設置した場合は、施設の使用を終了又は中止した後、直ちに

現状回復を行うこと。 

④ 民間事業者は既存の建築物及び工作物に汚損・損傷等を与えないよう十分注意し、損

傷（機器の故障等を含む）が生じるおそれのある場合は養生を行う。万一、損傷が生じた

場合は、民間事業者の責任において速やかに復旧するものとする。 

 

８． 公共サービス実施民間事業者が、対象公共サービスを実施するに当たり、国等の行政機

関等の長等に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その他の対

象行政サービスの適正かつ確実な実施の確保のために契約により公共サービス実施民間
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事業者が講ずべき措置に関する事項（第14条第2項第9号） 

（１）報告書について 

① 業務計画書の作成と提出 

民間事業者は、電気・機械・監視制御設備点検等業務、清掃業務、警備業務の各業

務を行うに当たり各年度の 事業開始日まで年度ごとの管理・運営業務計画書を作成し、

施設管理担当者に提出すること。 

② 業務報告書の作成と提出 

民間事業者は、電気・機械・監視制御設備点検等業務、清掃業務、警備業務の各業

務の履行結果を正確に記載した業務日報、業務月報、年間総括報告書を業務報告書と

して作成する。 

１） 民間事業者は、業務日報を毎日作成し、業務期間中常時閲覧できるように保管、

管理すること。 

２） 民間事業者は、業務期間中、業務月報を、当月分につき、翌月の5日以内に施設

管理担当者に提出する。 

３） 民間事業者は、各事業年度終了後毎年4月10日（ただし、当該日が閉庁日の場合

には直後の開庁日とする。）までに、当該事業年度に係る管理・運営業務に関する年

間総括報告書を施設管理担当者に提出する。 

③ 国等の検査・監督体制 

民間事業者からの報告を受けるに当たり、国の検査・監督体制は次のとおりとする。 

ア．監督職員 

・ 神戸財務事務所総務課 合同庁舎管理係長 

・ 神戸財務事務所総務課 経理係長 

イ．検査職員 

・ 神戸財務事務所     次長 

・ 神戸財務事務所総務課 総務課長 

（2）神戸財務事務所による調査への協力 

神戸財務事務所は民間事業者による業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があ

ると認めるときは、民間事業者に対し、当該管理・運営業務の状況に関し必要な報告を求

め、又は民間事業者の事務所（又は業務実施場所）に立ち入り、業務の実施状況又は帳

簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に質問することができる。 

立入検査をする神戸財務事務所の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第26

条1項に基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明書を

携帯し、関係者に提示するものとする。 

（3）指示について 

   神戸財務事務所は、事業者による本業務の適正かつ確実な実施を確保する必要があ 

ると認めるときは、事業者に対し、必要な措置を講ずべきことを指示することができるものと

し、これらの指示は監督職員から統括管理責任者に対して行うものとする。ただし、故障・

不具合の発生、業務の立会時等（以下「緊急時」という。）において早急な判断、対応を必

要とする場合には、業務責任者等は監督職員に直接報告を行うことができる。 
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   また、緊急時には、監督職員は業務責任者等に直接指示を行うものとする。この場合、

業務責任者等は統括管理責任者に対し、必ず事後報告を行うものとする。 

   なお、上記に加え業務の検査・監督において業務の質の低下につながる問題点を確認

した場合は、追加で指示を行うことができる。 

（4）秘密の保持 

民間事業者は、本業務に関して神戸財務事務所が開示した情報等（公知の事実等を除

く。）及び業務遂行過程で作成した提出物等に関する情報を漏洩してはならないものとし、

そのための必要な措置を講ずること。民間事業者（その者が法人である場合にあっては、

その役員）若しくはその職員その他の本業務に従事している者又は従事していた者は業務

上知り得た秘密を漏らし、又は盗用してはならない。これらの者が秘密を漏らし、又は盗用

した場合には、法第54条により罰則の適用がある。  

（5）契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

① 業務の開始及び中止 

1） 民間事業者は、締結された本契約に定められた業務開始日に、確実に本業務を開

始しなければならない。 

2） 民間事業者は、やむを得ない事由により、本業務を中止しようとするときは、あらか

じめ、神戸財務事務所の承認を受けなければならない。 

   ② 公正な取扱い 

1） 民間事業者は、本業務の実施に当たって、当該施設利用者を合理的な理由なく区

別してはならない。 

2） 民間事業者は、当該施設利用者の取扱いについて、自らが行う他の事業における

利用の有無等により区別してはならない。 

   ③ 金品等の授受の禁止 

民間事業者は、本業務において、金品等を受け取ること又は与えることをしてはなら

ない。 

④ 宣伝行為の禁止 

民間事業者及び本業務に従事する者は、本業務の実施に当たって、自らが行う業務 

の宣伝を行ってはならない。 

民間事業者及び本業務を実施する者は、本業務の実施の事実をもって、第三者に対

し誤解を与えるような行為をしてはならない。 

⑤ 法令の遵守 

民間事業者は、本業務を実施するに当たり適用を受ける関係法令等を遵守しなくて

はならない。また、関係諸法令に基づく官公署等への各種手続・届出等の業務を民間事

業者の負担において代行すること。 

⑥ 安全衛生 

民間事業者は、本業務に従事する者の労働安全衛生に関する労務管理については、

責任者を定め、関係法令に従って行わなければならない。 

⑦ 記録・帳簿書類等 

民間事業者は、実施年度ごとに本業務に関して作成した記録や帳簿書類を、委託事
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業を終了した日又は中止した日の属する年度の翌年度から起算して5年間保管しなけ

ればならない。 

⑧ 権利の譲渡 

民間事業者は、原則として本契約に基づいて生じた権利の全部又は一部を第三者に

譲渡してはならない。 

⑨ 権利義務の帰属等 

1） 本業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵触するときは、民間事

業者は、その責任において、必要な措置を講じなくてはならない。 

2） 民間事業者は、本業務の実施状況を公表しようとするときは、あらかじめ、神戸財務

事務所の承認を受けなければならない。 

⑩ 契約によらない自らの事業の禁止 

民間事業者は、本業務の対象施設において、神戸財務事務所の許可を得ることなく自

ら行う事業又は神戸財務事務所以外の者との契約（神戸財務事務所との契約に基づく事

業を除く。）に基づき実施する事業を行ってはならない。 

⑪ 取得した個人情報の利用の禁止 

民間事業者は、本業務によって取得した個人情報を、自ら行う事業又は神戸財務事務

所以外の者との契約（本業務を実施するために締結した他の者との契約を除く。）に基づ

き実施する事業に用いてはならない。 

⑫ 再委託の取扱い 

1) 民間事業者は、本業務の実施に当たり、その全部を一括して再委託してはならな

い。 

2） 民間事業者は、本業務の実施に当たり、その一部について再委託を行う場合は、原

則としてあらかじめ企画書（別紙4-8）において、再委託に関する事項（再委託先の住

所・名称、再委託先に委託する業務の範囲、再委託を行うことの合理性及び必要性、

再委託先の業務履行能力並びに報告徴収その他業務管理の方法）について記載し

なければならない。 

3） 民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、再

委託に関する事項を明らかにした上で神戸財務事務所の承認を受けなければならな

い。なお、神戸財務事務所は、本契約上の義務の履行に関してなされた、民間事業

者と再委託者との間の契約内容の開示を要求することができるものとする。 

4） 民間事業者は、上記2）及び 3）により再委託を行う場合には、再委託先から必要な報

告を徴収することとする。 

5） 再委託先は、上記の（4）秘密の保持及び（5）②から⑪までに掲げる事項については、

民間事業者と同様の義務を負うものとする。 

6） 民間事業者が再委託先に業務を実施させる場合は、全て民間事業者の責任におい

て行うものとし、再委託先の責めに帰すべき事由については、民間事業者の責めに

帰すべき事由とみなして、民間事業者が責任を負うものとする。 

⑬ 契約内容の変更 

民間事業者及び神戸財務事務所は、本業務の更なる質の向上の推進又はその他や
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むを得ない事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、あらかじめ変更の理由を

提出し、それぞれの相手方の承認を受けるとともに、法第 21 条の規定に基づく手続を適

切に行わなければならない。 

⑭ 設備更新等の際における民間事業者への措置 

神戸財務事務所は、次のいずれかに該当するときは、民間事業者にその旨を通知す

るとともに、民間事業者と協議の上、契約を変更することができる。 

1) 設備を更新、撤去又は新設するとき 

2） 法令改正、施設の管理水準の見直し等により業務内容に変更が生じるとき 

3） 入居官署の変動等により業務量に変動が生じるとき 

⑮ 契約の解除 

神戸財務事務所は、民間事業者が次のいずれかに該当するときは、契約を解除する

ことができる。 

1) 偽りその他不正の行為により落札者となった場合。 

2) 法第10条の規定により官民競争入札（民間競争入札の場合は準用）に参加するもの

に必要な資格の要件を満たさなくなったとき 

3) 本契約に従って本業務を実施できなかったとき、又はこれを実施することができない

ことが明らかになったとき。 

4) 上記3)に掲げる場合のほか、本契約において定められた事項について重大な違反 

があったとき 

5) 法律又は本契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、 

妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をしたと

き。 

6) 法令又は本契約に基づく指示に違反したとき 

7) 民間事業者又はその他の本業務に従事する者が、法令又は本契約に違反して、本

業務の実施に関して知り得た秘密を漏らし、又は盗用したとき 

8) 暴力団関係者を、業務を統括する者又は従業員としていることが明らかになったとき 

9) 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していることが明らか

になったとき 

⑯ 契約解除時の取扱い  

1) 上記⑮に該当し、契約を解除した場合には、入居官署は民間事業者に対し、当該解

除の日までに本業務を契約に基づき実施した期間にかかる委託費を支払う。 

2) この場合、民間事業者は、契約金額から消費税及び地方消費税に相当する金額並び

に上記 1)の委託費を控除した金額の 100 分の 10 に相当する金額を違約金として神戸

財務事務所の指定する期間内に納付しなければならない。 

3) 神戸財務事務所は、民間事業者が前項の規定による金額を神戸財務事務所の指定

する期日までに支払わないときは、その支払期限の翌日から起算して支払いのあった

日までの日数に応じて、年100分の5の割合で計算した金額を延滞金として納付させる

ことができる。 

4) 神戸財務事務所は、契約の解除及び違約金の徴収をしてもなお損害賠償の請求をす
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ることができる。なお、神戸財務事務所から民間事業者に損害賠償を請求する場合に

おいて、原因を同じくする支払済みの違約金がある場合には、当該違約金は原因を同

じくする損害賠償について、支払済額とみなす。 

⑰ 不可抗力免責 

民間事業者は、上記事項にかかわらず、不可抗力により本業務の全部若しくは一部

の履行が遅延又は不能となった場合は当該履行遅延又は履行不能による責任を負わな

いものとする。 

⑱ 契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、民間事業者と神戸財務事

務所が協議するものとする。 

 

９． 公共サービス実施民間事業者が対象公共サービスを実施するに当たり第三者に損害を

加えた場合において、その損害の賠償に関し契約により当該公共サービス実施民間事業者

が負うべき責任（国家賠償法の規定により国の行政機関等が当該損害の賠償の責めに任

ずる場合における求償に応ずる責任を含む。）に関する事項（第14条第2項第10号） 

本契約を履行するに当たり、民間事業者又はその職員その他の当該公共サービスに従事

する者が、故意又は過失により、当該公共サービスの受益者等の第三者に損害を加えた場

合には、次に定めるところによるものとする。 

（1） 神戸財務事務所が国家賠償法（昭和22年法律第125号）第1条第1項等に基づき当該

第三者に対する賠償を行ったときは、神戸財務事務所は当該民間事業者に対し、当該第

三者に支払った損害賠償額（当該損害の発生について神戸財務事務所の責めに帰すべ

き理由が存する場合は、神戸財務事務所が自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部

分に限る。）について求償することができる。 

（2） 当該民間事業者が民法（明治29年法律第89号）第709条等に基づき当該第三者に対す 

る賠償を行った場合であって、当該損害の発生について神戸財務事務所の責めに帰すべ

き理由が存するときは、当該民間事業者は神戸財務事務所に対し、当該第三者に支払っ

た損害賠償額のうち自ら賠償の責めに任ずべき金額を超える部分について求償すること

ができる。 

 

10． 対象公共サービスに係る第 7 条第 8 項に規定する評価に関する事項（第 14 条第 2 項第

11 号） 

（1） 実施状況等に関する調査の時期 

内閣総理大臣が行う評価の時期（平成30年5月頃を予定）を踏まえ、当該業務の実施状 

況については、平成30年3月31日時点における状況を調査するものとする。 

（2） 調査の方法 

神戸財務事務所は、民間事業者が実施した管理・運営業務の内容について、その評価 

が的確に実施されるように、実施状況等の調査を行うものとする。 

（3） 調査項目 

① 1.2.1において、管理・運営業務の質として設定した項目 
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② 1.2.2において、確保すべき水準として設定した項目及び民間事業者から提案のあっ

た項目に関する履行状況 

（4） 実施状況等の提出 

神戸財務事務所は、上記調査項目に関する内容を取りまとめた本事業の実施状況等に

ついて、（1）の評価を行うために平成30年4月を目途に内閣総理大臣及び監理委員会へ提

出するものとする。 

 

11． その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項 

（1）対象公共サービスの監督上の措置等の監理委員会への報告 

神戸財務事務所は、法第26条及び第27条に基づく報告徴収、立入検査、指示等を行っ

た場合には、その都度、措置の内容及び理由並びに結果の概要を監理委員会へ報告する

こととする。 

（2） 神戸財務事務所の監督体制 

本契約に係る監督は、分任支出負担行為担当官が、自ら又は補助者に命じて、立会い、

指示その他の適切な方法において行うものとする。 

本業務の実施状況に係る監督は、上記８により行うこととする。 

（3）主な民間事業者の責務等 

① 民間事業者の責務等 

本業務に従事する者は、刑法（明治40年法律第45号）その他の罰則の適用について 

は、法令により公務に従事する職員とみなされる。 

   ② 法第54条の規定により、本業務の実施に関し知り得た秘密を洩らし、又は盗用した者は、

1年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処される。 

③ 法第55条の規定により、報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を拒み、妨げ、 

若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をした者、あるい

は指示に違反した者は、30万円以下の罰金に処される。 

④ 法第56条の規定により、法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業者が、その法人又は人の業務に関し、法第55条の違反行為をしたときは、行為者が

罰せられるほか、その法人又は人に対して同条の刑が科される。 

⑤ 会計検査について 

民間事業者は、①公共サービスの内容が会計検査院法（昭和22年法律第73号）第22

条に該当するとき、又は②同法第23条第1項第7号に規定する「事務若しくは業務の受託

者」該当し、会計検査院が必要と認めるときには、同法第25条及び第26条により、会計検

査院の実地の検査を受けたり、同院から直接又は神戸財務事務所（発注者）を通じて、

資料・報告等の提出を求められたり質問を受けたりすることがある。 

 

別紙の掲載順序について 

     別紙１・・・各官署業務概要 

     別紙２・・・業務仕様書 

     別紙３・・・従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項 
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 - 20 -

     別紙４・・・管理・運営に関する企画書の様式例 

     別紙５・・・評価書（企画書の適否） 

     別紙６・・・施設環境に関するアンケート 
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別紙１ 

入居官署の業務概要 

 

 

○総務省兵庫行政評価事務所 

政策評価、行政評価・監視、行政相談業務の企画、行政相談の受付・処理等、情報公開・

個人情報保護総合案内所の運営に関する業務を行っている。 

 

○法務省大阪入国管理局神戸支局 

出入国手続に関する業務、外国人の在留の管理に関する業務、入管法違反外国人に関す

る業務を行っている。 

 

○財務省近畿財務局神戸財務事務所 

地方公共団体への財政融資資金貸付業務、法人企業統計調査に関する事務、金融機関等

の監督に関する業務、国有財産の管理処分に関する業務を行っている。 

 

○厚生労働省兵庫労働局神戸東労働基準監督署 

労働条件の確保・改善、事業場に対する監督・指導、労働災害の防止、労災保険の加入・

給付に関する業務を行っている。 

 

○厚生労働省近畿厚生局麻薬取締部神戸分室 

  違法薬物に係る捜査・押収薬物や生体試料の鑑定、薬物中毒者の相談・再乱用防止、医

療麻薬の監督・指導、違法薬物に対する啓発活動、海外機関との国際協力に関する業務を

行っている。 

 

○農林水産省近畿農政局兵庫支局 

  農政全般に関する総合窓口として農業者・消費者・行政関係者からの各種質問・相談の

受付・処理等を行うとともに、経営所得安定対策に係る業務、６次産業化等の推進、統計

調査、旧ＪＡＳ法に基づく表示監視・牛トレーサビリティ法・改正食糧法及び農産物検査

法に基づく流通監視に関する業務を行っている。 

 

○農林水産省水産庁瀬戸内海漁業調整事務所 

瀬戸内海の海面並びに和歌山県、徳島県、愛媛県及び高知県の地先海面における漁業調

整、漁業の指導や取締、大臣許可漁業の許可、水産資源の保護培養や管理、沿岸漁業の振

興及び漁場の保全等に関する業務を行っている。 

 

○経済産業省近畿経済産業局神戸通商事務所 

輸出入の許可・承認等、関税割当に関する業務を行っている。 
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○国土交通省近畿地方整備局（港湾空港関係） 

港湾の整備、航路の整備及び管理、海洋汚染の防除、港湾内の海岸の整備及び管理、空

港の土木施設の整備及び災害復旧、港湾の利用、保全及び管理、港湾内の公有水面埋立及

び干拓の認可、港湾関係補助事業の指導・監督及び助成に関する業務を行っている。 

 

○国土交通省近畿地方整備局国営明石海峡公園事務所 

国営明石海峡公園の淡路地区（淡路市）と神戸地区（神戸市北区）の２地区における国

営公園の整備及び運営維持管理に関する業務を行っている。 

 

○環境省近畿地方環境事務所神戸自然保護官事務所 

瀬戸内海国立公園兵庫県地域の管理（許認可業務、利用者指導、施設の維持管理等）、浜

甲子園国指定鳥獣保護区の管理（保全事業の現場管理等）等の業務を行っている。 
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別紙2-1 

 

電気・機械・監視制御設備点検等業務仕様書 

 
Ⅰ 業務概要 

１．業務場所     神戸市中央区海岸通29番地   神戸地方合同庁舎   

 

２．業務期間     平成28年4月1日から平成31年3月31日まで   

 

３．業務仕様 

    （１）本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「建築保全業務共通

仕様書及び同解説（平成25年版）」（以下、「共仕」という。）による。 

（２）本仕様書及び「共仕」に定めがない事項は、施設管理担当者と協議する。 

（３）業務報告書の作成にあたっては、原則として国土交通省大臣官房官庁営繕部計画課保全指導室監

修の「国の機関の建築物の点検・確認ガイドライン（平成24年版）」による。 

（４）電気工作物の保安業務は「（2-1）別添 神戸地方合同庁舎自家用電気工作物の保安規程」に従う

ものとする。 

 

４．対象業務 

   本仕様書の対象業務は、次のとおりとする。 

    【別紙2-1-1】設備機器等運転監視及び点検保守業務  

【別紙2-1-2】エレベーター設備点検保守業務 

【別紙2-1-3】中央監視設備点検保守管理業務  

【別紙2-1-4】ガス吸収式冷温水機点検保守業務  

【別紙2-1-5】消防用設備点検保守業務  

【別紙2-1-6】ばい煙測定業務  

【別紙2-1-7】執務室空気環境測定業務  

【別紙2-1-8】ゴンドラ設備保守管理業務  

【別紙2-1-9】自動扉設備点検保守業務 

【別紙2-1-10】電動シャッター保守点検業務 

【別紙2-1-11】非常用自家発電設備点検保守業務  

【別紙2-1-12】厨房排気設備点検清掃業務 

【別紙2-1-13】屋内式ガス瞬間湯沸器点検業務 

【別紙2-1-14】害虫等生息調査業務 

【別紙2-1-15】害虫駆除業務 

【別紙2-1-16】樹木管理等業務 

【別紙2-1-17】建築基準法第12条第2項に基づく建物点検業務 

【別紙2-1-18】建築基準法第12条第4項に基づく建築設備(昇降機を除く）点検業務 

【別紙2-1-19】入退館管理システム保守業務 

【別紙2-1-20】免震部維持管理点検保守業務     
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Ⅱ 共通仕様 

 １．業務関係図書 

   （１）次の書類を作成し、定められた期日までに施設管理担当者の承諾を得ること。 

     ① 業務計画書〔「共仕」第1編1.3.1〕（毎年度４月当初提出） 

     ② 作業計画書〔「共仕」第1編1.3.2〕（作業開始前まで） 

     ③ 月間、週間業務予定表（前月、前週末まで） 

     ④ 防災マニュアル〔「共仕」第3編1.1.13〕(協議の上、決定) 

   （２）提出物の所有権 

     ① 受注者が作成して提出した（１）の業務計画書等の書類の所有権については、各業務完了後に

当局に移転する。 

     ② 受注者は、提出物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合は、その使用に必要な費用の

負担及び使用許諾契約等に係わる一切の手続を行うこと。 

 

２．貸与資料〔「共仕」第１編1.3.3〕 

    業務の実施に先立ち、次の関係資料を貸与する。なお、業務終了後速やかに返却すること。 

    （１）諸官庁提出書類控え 

      ・官公署届出書類一覧表 

    （２）工事業者関連簿 

      ・緊急連絡先一覧表    

   （３）設備関連 

     ①設備機器台帳 

     ②備品、予備品台帳 

   （４）運転監視及び点検記録簿関連 

     ①エネルギー消費記録 

     ②事故・修繕・更新記録 

     ③空気環境測定記録 

     ④日常点検・保守記録 

⑤定期点検・保守記録 

   （５）図面等 

     ①完成図、各種施工図 

     ②保全に関する資料（カタログ、取扱説明書） 

 

３．業務の記録〔「共仕」第１編1.3.4〕 

    次の管理用記録書類を整備し、常時閲覧が可能なように保管を行い、業務終了時に提出すること。 

      ①業務計画書、作業計画書〔「共仕」第１編1.3.1、1.3.2〕 

②業務報告書類（修繕作業等における記録写真を含む）〔「共仕」第１編1.5.7〕 

③業務の記録（施設管理担当者との打合せ記録を含む）〔「共仕」第１編1.3.4〕 

④運転監視等の業務日誌等記録〔「共仕」第３編1.1.12〕 

⑤事故・修繕・更新記録 
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４．業務の報告〔「共仕」第１編1.5.7〕 

報告書による報告期限は、原則下記のとおりとする。ただし、緊急性のあるものは適宜報告し、また

履行期間末のものは施設管理担当者の指示に従うこと。 

     ① 日常点検業務  翌開庁日の10時までに提出 

     ② 定期点検業務  翌月の5日までに提出 

     ③ その他業務   原則として、業務完了後、2週間後までに提出 

 

５．業務責任者等の選任〔「共仕」第１編1.4.2、1.4.3〕 

   （１）業務従事者 

   ① 業務従事者は、その業務内容に応じ必要な知識及び技能を有するものとする。 

   ② 業務従事者は、制服を着用し、社名及び氏名を記入した名札を着けるものとする。 

   ③ 業務従事者は中央監視室に24時間常駐すること。要員については、夜間及び開庁日以外の日に

ついても1名以上とし、開庁日昼間（8時30分から17時30分）においては、さらに本業務を円

滑に遂行できる要員、日常発生する設備の不具合、消耗品交換等にも迅速に対応できる人員とし

て5名以上を確保すること。 

④ 業務従事者の資格・経験等 

        ア．電気関係技術者のうち1名は第3種電気主任技術者免状の交付を受けている者、又は同等

以上の免状の交付を受けている者を配置すること。 

        イ．機械関係技術者のうち、冷暖房設備の運転保守及び管理経験5年以上を有する者1名以上、

給排水設備の運転保守及び管理経験5年以上を有する者1名以上、建築物環境衛生管理技術

者1名以上を配置させること。 

ウ．消防法に定める消防設備点検資格を有する者を配置するものとする 

        エ．ＰＣＢ廃棄物の処理に関する業務を適正に行うため、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

に基づく｢特別管理産業廃棄物管理責任者｣を1名以上配置すること。 

オ．上記の資格・経験等は、1人の者が重複して有していることで可とする。 

カ．法令により業務を行う者の資格が定められている場合は、当該資格を有する者が業務を行

うものとする。 

     ⑤ 業務関係者名簿の提出 

      落札後、当該業務に従事する業務関係者について資格等を明示した「業務関係者名簿」を提出し、

施設管理担当者の承諾を得ること。また、提出後に変更があった場合においても同様とする。 

  （２）業務責任者 

     ① 受注者は、業務を円滑に実施するため業務責任者及び代理人（業務責任者不在の場合業務を代

行する者）を選任し、書面をもって施設管理担当者に通知する。 

② 業務責任者は、下記の業務を行うものとする。 

        ア．施設管理担当者との連絡、報告、調整を行う。 

イ．業務従事者の指導及びクレーム処理と整理 

       ウ．業務計画書等の作成 

       エ．別契約の関連業務との調整 

       オ．神戸地方合同庁舎に設置する自衛消防組織における警備監視班長の任務 
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６．施設管理運営事業への参画 

   受注者は、発注者が実施する消防訓練及びその他施設管理運営上必要な事業に参画するものとする。 

 

７．施設・設備の使用等 

    （１）事務室等の貸与 

      ① 業務従事者の事務室（中央コントロール室・中央監視室）、作業室及び資機材置場を、業務実施

期間中無償で貸与する。なお、事務室及び作業現場においては、火気取扱責任者を指定して火気

に十分注意し、常に整理・整頓を心掛けること。 

      ② 業務期間満了後は、現状復旧の上直ちに返却すること。現状復旧に要した費用は、受注者にお

いて負担すること。 

    （２）施設の使用等の留意事項 

        作業実施に際し、建築物、庁舎内の他の設備及び物品等に損害を及ぼすことのないように十分注

意し、万一損害を与えた場合には、直ちに施設管理担当者に報告すること。 

    （３）駐車場の利用  

施設内の駐車場の利用は不可。ただし、作業上止むを得ず駐車する必要がある場合は別途、施設

管理担当者と協議の上、決定する。 

 

８．使用器具・機材等 

    （１）持込備品等 

       業務の管理上必要なパソコン・プリンタ、業務に必要な工具、測定機器、ウエス等の消耗品、作

業着、手袋類その他業務履行上必要となる備品機械器具等については受注者の負担とする。 

    （２）持込備品等の自主管理 

持込みした備品等については、貸与備品等と区別できるようシール等で明確な表示をすること。

また、その一覧表を作成して管理すること。 

    （３）持込備品等の留意事項 

       業務において受注者が持込む作業用仮設及び資機材は、労働安全衛生法、建築基準法、建築工事

公衆災害防止対策要綱その他関係法令等に従い、適切な材料及び構造のものとする。また、作業が

複数日に渡る場合にあっては、施設管理担当者の承諾を得て残置することができる。 

    （４）貸与備品等 

       受注者が業務を履行する上で、発注者が必要と認める机、椅子、ロッカー等は、これを貸与する。 

なお、貸与備品等の使用に必要な電池等の消耗品については、受注者の負担とするほか、貸与備

品等の破損、紛失等については受注者の管理責任で負担すること。 

  

９．受注者の負担の範囲〔「共仕」第１編1.2.3〕 

（１）制服及び事務用品等は受注者の負担とする。 

    （２）蛍光ランプ、電球、スイッチ類、Ｖベルト、油脂類等は発注者の負担とする。 

    （３）水道栓パッキン、絶縁テープ、鋸刃等の雑品（品目明細は別途協議）は、受注者の負担とする。 

    （４）上記に記載のほか、対象業務の仕様書（別紙2-1-1から別紙2-1-20）の業務内容による。 

    （５）支給された消耗品及び予備品は、適切に在庫管理を行うものとする。    
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 10．入居官署に対する調整 

    受注者は、合同庁舎に入居している各官署から施設管理担当者に対し、機械・電気設備等の新設・整備 

等の申請があった場合には、施工に必要な事項について、関係官署に助言して調整を行うものとする。 

   

11．業務に関連する別契約請負者への対応等 

受注者は、本業務に密接に関係する点検・保守等の他社の契約に係る点検・保守、修繕、改修工事があ

る場合は、当該請負業者の調査及び工事の立会等に協力を行うこと。 

 

12．障害対応 

   当庁舎設備で発生した障害※について1次対応を行うほか、障害原因を調査し、障害発生報告書を作成

する。また、障害解消のために必要な修繕の方法を提案し、見積書を提出する。なお、原因調査にあたっ

ては、必要に応じメーカー等にも調査を依頼する。また、軽易な修理は本業務に含む。 

※ 設備概要に記載の設備機器に限らず、当庁舎全体のあらゆる設備にかかる障害を示す。 

（例：扉の開閉不良、厨房機器不具合、配管漏水等） 

 

13．その他 

    （１）官公署への手続き、届出書類に関する事項 

施設管理担当者が関係官公署等に行う届出について、資料作成等の補助業務を行い、施設管理担

当者の指示に基づき官公庁へ提出すること。 

    （２）官公署の検査がある場合は、施設管理担当者の指示により立会等に協力すること。 

（３）業務従事者は制服を着用し、社名及び氏名を記入した名札、当局が発行する神戸地方合同庁舎通

行証を着けること。 

（４）受注者は、業務従事者の労務管理及び健康管理等を適切に行い、業務従事者に事故のあるときは

代替要員を確保し、業務に支障が無いよう留意すること。 

（５）安全衛生等に関する事項 

       受注者は、業務関係者に対して安全衛生及びその他の業務上必要な事項についての指導及び教育

を徹底すること。また、職員及び来庁者等の通行に支障が生じないよう留意するとともに、機器を

操作する際には十分に安全確認を行って事故のないようにすること。 

       万一、作業中に事故が発生した場合は、事故の大小にかかわらず直ちに施設管理担当者に報告す

ること。  

（６）禁止事項 

       ① 業務に関係のない場所、室への入室 

       ② 業務上知り得た施設管理データ、施設資料等の情報の漏洩及び持出し。 

    （７）鍵管理に関する事項 

      ① 業務に必要な鍵は貸与する。業務終了後は、直ちに返却すること。 

       ② 鍵の取扱いについては、施設管理担当者の指示に従い、複製はしないこと。 

（８）業務関係者は、建物内での喫煙を一切行わないこと。喫煙する場合は、庁舎敷地内の所定の場所

で行うこと。 
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（2-1）別添 

保 安 規 程     
 

平成１８年４月１日 
神財総第６４７号 

改正 平成２１年４月１日 神財総第１５２号 
 
 
第１章  総      則 

 
  （目  的） 
第１条 この規程は、神戸地方合同庁舎（以下「合同庁舎」という。）における電気工作物 
の工事維持及び運用に関する安全を確保することを目的とする。 

  （定  義） 
第２条  この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める 
  ところによる。 
（１）「所管庁」とは、 合同庁舎を管理する近畿財務局長をいう。 
（２）「管理庁」とは、 所管庁の権限の委任を受けて合同庁舎を管理する近畿財務局神 

戸財務事務所長をいう。 
  （３）「使用官署」とは、 合同庁舎を使用する者、またはその長をいう。 
  （４）「管理庁等」とは、 管理庁及び使用官署をいう。     
  （適 用 範 囲） 
第３条 この規程の適用を受ける範囲は、神戸地方合同庁舎需要設備構内平面図（別図第 

１）に示す電気工作物及びこれを使用する管理庁等とする。 
２  使用官署は、合同庁舎の電気工作物に対する自家用電気工作物の保安規程について、 
この規程と異なる定めを行おうとするときは、あらかじめ所管庁の承認を受けなければ 
ならない。 

  （法令の遵守） 
第４条 管理庁等及びその職員は、この規程及び電気関係法令を遵守するものとする。 

（細則の制定） 
第５条 管理庁は、この規程を実施するため必要と認められる場合は、細則を別に定める 
ものとする。 
  （規程等の改正） 
第６条 この規程の改正、または前条に定める細則の制定、もしくは改正にあたっては電 

気主任技術者の参画のもとに立案し、これを決定するものとする。 
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第２章  保安業務の運営管理 
 

  （保安業務の監督） 
第７条 電気工作物の工事、維持または運用に関する保安業務は、管理庁が総括管理する 

ものとし、電気主任技術者を総務課に配置し、その監督にあたらせるものとする。 
その組織図は、別紙のとおりである。 
 

（基本的義務） 
第８条 所管庁等は、電気工作物の工事、維持または運用に関する保安を確保することに 

つき基本的に責任を有し、次の各号に定める事項を守らなければならない。 
（１）電気工作物に係る保安に重要な事項を決定または行おうとするときは、電気主任技 

術者の意見を聴取し、その保安に関する意見を尊重するものとする。 
（２）法令に基いて行う関係官庁に提出する書類の内容が電気工作物に係る保安に関係の 

ある場合は、電気主任技術者の参画のもとに立案し、決定するものとする。 
（３）関係官庁が法令に基いて行う検査等には、電気主任技術者を立ち合わせるものとす 

る。 
  （電気主任技術者の義務） 
第９条 電気主任技術者は、総務課を補佐し、電気工作物の工事、維持または運用に関す

る保安監督の業務を分掌するものとする。 
２ 電気主任技術者は法令およびこの規程を遵守し、電気工作物の工事、維持または運用 
に関する保安監督の職務を誠実に行わなければならない。 
（従事者の義務） 

第１０条  電気工作物の維持または運用に従事する者は、電気主任技術者がその保安のた 
めにする指示に従わなければならない。 

  （電気主任技術者不在時の措置） 
第１１条 電気主任技術者が、病気その他やむを得ない事情により不在となる場合に備え、 
その業務を代行する者（以下「代務者」という。）をあらかじめ指定しておくものとする。 

２ 代務者は、電気主任技術者の不在時には、電気主任技術者に指示された職務を誠実に 
行わなければならない。 
 

第３章  保 安 教 育 
 

  （保 安 教 育） 
第１２条 電気主任技術者は、電気工作物の保安に係る従事者に対し、合同庁舎の実態に 

即した必要な知識及び技能の教育を行い、災害その他電気事故が発生したときの措置に 
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ついては、必要に応じ随時もしくは年１回以上の実地指導訓練を行うものとする。 
第４章  工事の計画及び実施 
 

  （工 事 計 画） 
第１３条  電気工作物の建設工事計画を立案するにあたっては、電気主任技術者の意見を 

求めるものとする。 
２ 電気主任技術者は、電気工作物に主要な修繕工事及び改良工事（以下「補修工事」と 

いう。）を必要と認めた場合は、その計画を立案し、管理庁の承認を得て実施しなければ 
ならない。 
第１４条  使用官署が実施する電気工作物の工事等については、あらかじめ管理庁の承認 

を受けるものとする。なお工事の監督者ならびに検査官は事前に通知しなければならな 
い。 

２ 前項の工事等について、近畿財務局所管合同庁舎管理規則第１０条に抵触する場合は、 
管理庁を経由し所管庁の承認を受けるものとする。 

３ 電気主任技術者は、第１項の工事等について必要に応じ立会するものとし、工事が完 
成した場合は、その竣工検査に立会し、必要な指示を行うとともに保安上支障のないこ 
とを確認して引き継ぐものとする。 

４ 電気工作物に関する工事を、他の者に請け負わせる場合には常に責任の所在を明確に 
し、完成した場合には必要に応じ電気主任技術者がこれを検査し、保安上支障のないこ 
とを確認して引き継ぐものとする。 

  （供給の停止） 
第１５条 電気主任技術者は、電気工作物が次の各号に該当する場合は、電気の供給を停 

止することが出来る。 
（１）保安上危険のため、緊急を要すると認めたとき。 
（２）電気関係法令またはこの規程の定めるところに違反し、保安の確保上不適当と認め 

たとき。 
（３）電気主任技術者に無断で合同庁舎の電線路に配線設備または電気機械器具等を接続 

し、保安の確保上不適当と認めたとき。 
（４）電気主任技術者に無断で、電気工作物の補修工事等を行い、電気を使用し、保安の 

確保上不適当と認めたとき。 
 

第５章  保    守 
 

  （巡視・点検・測定） 
第１６条 電気工作物の保安のための巡視・点検及び測定は、別表第１に定める基準に従 

い、電気主任技術者において計画的に実施するものとする。 
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 （技術基準への適合） 
第１７条 点検または測定の結果、法令に定める技術基準に適合しない事項が判明したと 

きは、電気主任技術者の指示に基き、当該電気工作物を修理、改造、移設しまたはその 
使用を一時停止し、もしくは制限する等の措置を講ずるものとする。 

 （事故の再発防止） 
第１８条 事故その他異常が発生した場合には、必要に応じ臨時に精密点検を実施し、そ 

の原因を究明し、事故の再発防止に遺憾のないよう措置するものとする。 
 

第６章  運転または操作 
 

 （運転または操作等） 
第１９条 電気主任技術者は、平常時及び事故時その他異常時における、しゃ断器、開閉 

器等及び主要機器の操作方法をあらかじめ定めておかなければならない。 
２ 前項の操作順序及び方法については、受電室その他必要な機器の設置個所の見やすい 
場所に掲示しておかなければならない。 

３ 電気主任技術者、代務者または従事者は、事故その他異常が発生した場合には事故の 
軽重の区分にしたがい、所定の関係先に迅速に報告し、または指示を受け、適切な応急 
措置をとらなければならない。 

４ 前項の報告、連絡すべき事項ならびに連絡経路は、受電室その他見やすい場所に掲示 
しておかなければならない。 

５ 受電用しゃ断器の操作にあたっては、関西電力㈱神戸営業所に連絡し、給電指令を受 
けたのち操作するものとする。 
 

第７章  災 害 対 策 
 

（防災対策等） 
第２０条 管理庁は、災害時その他非常災害の場合に備えて、電気工作物の保安を確保す 

るために適切な措置をとることができるよう常に体制を整備しておくものとする。 
２ 電気主任技術者は、災害発生その他非常時において、電気工作物に関する保安を確保 
するための指揮監督を行うものとする。 

３ 電気主任技術者は、災害の発生により危険と認められたときは直ちに送電を停止する 
ことができるものとする。 
 

第８章  記     録 
 

  （記  録） 
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第２１条 電気工作物の工事、維持及び運用に関する記録は、別表第２に定めるところに 
より記録し、これを必要な期間保存するものとする。 

２ 主要機器は、別表第３により記録し、これを必要な期間保存するものとする。なお主 
要機器の保修記録についても同様とする。 
 

第９章  責 任 の 分 界 
 
  （責任の分界点） 
第２２条  他の者の設置する電気工作物との保安上の責任分界点は、神戸地方合同庁舎需 

要設備構内平面図（別図第１）に示す開閉器の電源側端子とする。 
  （需要設備の構内） 
第２３条 需要設備の構内は、神戸地方合同庁舎需要設備構内平面図（別図第１）のとお

りとする。 
 

第１０章  雑     則 
 

  （危険の表示） 
第２４条  受電室その他高圧の電気工作物が設置されている場所であって、危険のおそれ 

のあるところには、「立入禁止」の表示を設けるものとする。 
  （測定器具類の整備） 
第２５条  電気工作物の保安上必要とする測定器具類は常に整備し、これを適正に使用し、 
保管するものとする。 

  （設計図類の整備） 
第２６条  電気工作物に関する設計図、仕様書、取扱説明書等については、常に整備し、 

必要な期間保存するものとする。 
  （手続書類等の整備） 
第２７条 関係官庁及び電気事業者等に提出した書類ならびに図面、その他主要文書につ 

いてはその写を必要な期間保存するものとする。 
 

附     則 
 
この規程は、平成１８年４月１日から適用するものとする。 
 
附則（平成２１年４月１日 神財総第１５２号） 
この規程は、平成２１年４月１日から適用するものとする。 
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No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 測定項目

電線及び 1 １ヶ月 電線の高さ及び他 1 １年 電柱、腕木、がい 1 ３年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

支 持 物 の工作物樹木との し、支線、支柱、 ～５年 象を定めて行う（

離隔距離 保護網などの損傷 点検箇所、部位は

2 １ヶ月 標識保護さくの状 腐食 定期巡視点検より

況 2 １年 電線取付状態、弛 抜粋）

受 度

3 １年 その他必要事項

ケーブル 1 １ヶ月 ヘッド、接続箱、 1 １年 ケーブル腐食、き 1 ５年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

分岐箱など接続部 れつ、損傷 象を定めて行う（ 2 １年 接地抵抗測定

の加熱、損傷、腐 2 １年 その他必要事項 点検箇所、部位は

食及びコンパウン 定期巡視点検より

ド油漏れ 抜粋）

2 １ヶ月 布設部の無断掘削 2 ３年 地盤沈下の影響

変 3 １ヶ月 標識、他物との離 ～５年

隔距離

断 路 器 1 １ヶ月 1 １年 1 １年 絶縁抵抗測定

2 １ヶ月 汚損、異物付着

3 １ヶ月 その他必要事項 2 １年 汚損、きれつ

3 １年

電 4 １年 その他必要事項

遮 断 器 1 １ヶ月 外観点検、汚損、 1 １年 停止して外部の損 1 ２年又 停止して内部につ 1 １年 絶縁抵抗測定

開閉器類 油洩れ、きれつ、 傷、腐食、過熱、 は一定 いて接触子の荒れ 2 １年 接地抵抗測定

過熱、発錆、損傷 油量、発錆、変形、 の遮断 具合、ゆるみ、変 3 ３年 絶縁油試験

2 １ヶ月 指示、点灯 ゆるみ 回数に 形、焼損、損傷 4 不定期 必要により動

3 １ヶ月 その他必要事項 2 １年 操作具合、機構 よる 作特性

3 １年 付属装置の状態 2 〃 操作機構及び付属

4 １年 油の汚れ、必要に 装置の各部点検

設 よりその特性調査 3 〃 遮断速度測定（開

5 １年 接地線接続部 極投入時間最小動

6 １年 その他必要事項 作電圧及び電流の

測定を含む）

4 〃 その他必要事項

母 線 1 １ヶ月 必要により特定部 1 １年 母線の高さ、たる 1 ３年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

位のものについて み、他物との離隔 象を定めて行う（

行う 距離、腐食、損傷 点検箇所、ねらい

（点検箇所、ねら 過熱 は定期巡視点検よ

備 いは定期巡視点検 2 １年 接続部分、クラン り抜粋）

より抜粋） プ類の腐食、損傷

過熱、ゆるみ

3 １年 がいし類、支持物

の腐食、損傷、変

形、ゆるみ

4 １年 その他必要事項

　　　　項
目

精密点検手入 測　定

巡視点検測定及び手入基準

停止して受けと刃
の接触、過熱、ゆる
み、荒れ具合

フレ止め装置の機
能

受けと刃の接触、
過熱、変色、ゆるみ

日常巡視点検手入 定期巡視点検手入
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No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 測定項目

　　　　項
目

精密点検手入 測　定日常巡視点検手入 定期巡視点検手入

受 電 用 1 １ヶ月 本体の外部点検、 1 １年 停止して各部の損 1 ５年 停止して内部につ 1 １年 絶縁抵抗測定

変 圧 器 漏油、損傷、汚損、 傷、腐食、発錆、 ～１０年いて点検（コイル 2 １年 接地抵抗測定

変形、ゆるみ、発 ゆるみ、変形、き 接続部、リード線、 3 ３年 必要により絶

錆、腐食 れつ、汚損、油量 鉄心、その他各部） 縁油試験

振動、音響、油量 2 １年 付属装置各部の点

受 温度 検（機能及び状態） 2 ５年 付属装置及び機器

2 １ヶ月 付属装置の点検、 3 １年 油の汚れ、必要に の内部点検

動作状態、取付状 より特性調査 3 ５年 その他必要事項

態 4 １年 接地線接続部

3 １ヶ月 その他必要事項 5 １年 その他必要事項

計 器 用 1 １ヶ月 外部の損傷、腐食、 1 １年 停止して各部の損 1 ３年 油入式について、 1 １年 絶縁抵抗測定

変 変 成 器 発錆、変形、汚損、 傷、腐食、接触、 停止して内部の点 2 １年 接地抵抗測定

油洩れ、油量、温 発錆、ゆるみ、変 検

度、音響、ヒュー 形、きれつ、汚損、 2 ２年 必要により油の汚

ズの異常 油洩れ、ヒューズ れ及び特性調査

2 １ヶ月 その他必要事項 の異常 3 ３年 その他必要事項

2 １年 接地線接続部

電 3 １年 その他必要事項

避 雷 器 1 １ヶ月 外部の損傷、きれ 1 １年 外部の損傷、きれ 1 １年 絶縁抵抗測定

つ、ゆるみ、汚損 つ、ゆるみ、汚損、 2 １年 接地抵抗測定

2 １ヶ月 その他必要事項 コンパウンドの異

常

2 １年 接地線接続部

設 3 １年 その他必要事項

配 電 盤 1 １ヶ月 計器の異常、表示 1 １年 裏面配線の塵埃汚 1 ２年 停止して各部の損 1 １年 絶縁抵抗測定

札表示灯の異常 損、損傷、過熱 傷、過熱、ゆるみ 2 １年 接地抵抗測定

2 １ヶ月 操作、切換開閉器 ゆるみ、断線 断線、接触、脱落 3 ２年 保護継電器の

などの異常 2 １年 接地線接続部 2 ２年 端子、配線符号 動作特性

3 １ヶ月 その他必要事項 3 ２年 その他必要事項 4 ２年 必要により計

備 器校正、シー

ケンス試験

電 力 用 1 １ヶ月 本体外部点検、漏 1 １年 外部の損傷、腐食 1 １年 絶縁抵抗測定

コンデン 油、汚損、音響、 2 １年 接地線接続部 2 １年 接地抵抗測定

サ　　　　　 振動

断 路 器 1 １ヶ月 受変電設備用と同 1 １年 受変電設備用と同 1 ２年又 受変電設備用と同 1 １年 絶縁抵抗測定

配 遮 断 器 じ じ は一定 じ 2 １年 接地抵抗測定

電 開閉器類 の遮断 3 ３年 絶縁油試験

設 回数に 4 不定期 必要により動

備 よる 作特性

（

配 電 用 1 １ヶ月 必要により特定範 1 １年 受変電設備用と同 1 ５年 受変電設備用と同 1 １年 受変電設備用

屋 変 圧 器 囲のもについて じ ～１０年 じ と同じ

外 行う（点検箇所、

電 ねらいは受変電設

線 備用と同じ）

を そ の 他 1 １ヶ月 必要により特定範 1 １年 母線、がいし、ク 1 ３年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

含 付属設備 囲のものについて ランプ、支持物な 象を定めて行う（ 2 １年 接地抵抗測定

む 行う どは受変電設備用 この場合停止して

）

に準じて行う（停 点検する）

止せず） 2 ３年 その他必要事項
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No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 測定項目

　　　　項
目

精密点検手入 測　定日常巡視点検手入 定期巡視点検手入

電線及び 1 １ヶ月 電線の高さ及び他 1 １年 電柱、腕木、がい 1 ３年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

支 持 物 の工作物樹木との し、支線、支柱、 ～５年 象を定めて行う（

配 離隔距離 保護網などの損傷 点検箇所、部位は

2 １ヶ月 標識保護さくの状 腐食 定期巡視点検より

況 2 １年 電線取付状態、弛 抜粋）

電 度

3 １年 その他必要事項

ケーブル 1 １ヶ月 ヘッド、接続箱、 1 １年 ケーブル腐食、き 1 ５年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

設 分岐箱など接続部 れつ、損傷 象を定めて行う（ 2 １年 接地抵抗測定

の加熱、損傷、腐 2 １年 その他必要事項 点検箇所、部位は

食及びコンパウン 定期巡視点検より

備 ド油漏れ 抜粋）

2 １ヶ月 布設部の無断掘削 2 ３年 地盤沈下の影響

3 １ヶ月 標識、他物との離 ～５年

隔距離

電 動 機 1 １日 運転者が音響、回 1 ３ヶ月 音響、振動、温度 1 ３年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

そ の 他 転、過熱、異臭、 2 １年 停止して各部の汚 象を定めて行う 2 １年 接地抵抗測定

回 転 機 給油状況などにつ 損、ゆるみ、損傷 温度上昇等を考慮 3 １年 必要により特

いて注意する 伝達装置の異常な し内部分解点検、 性試験

2 １ヶ月 必要により特定範 ど外部点検を行う コイル、軸受、通

囲のものについて 3 １年 制御装置点検 風、付属装置など

電気担当者が行う 4 １年 接地線接続部 の手入

負 5 １年 その他必要事項 2 ３年 温度上昇等を考慮

し、回転子引出掃

除

3 ３年 その他必要事項

電熱乾燥 1 １日 運転者が温度、変 1 １年 停止して各部の変 1 ３年 必要により特定対 1 １年 絶縁抵抗測定

荷 装 置 形、損傷などにつ 形、損傷、ゆるみ 象を定めて行う（ 2 １年 接地抵抗測定

いて注意する 可燃物との離隔状 点検箇所、部位は

2 １ヶ月 接続部変色、過熱､ 況 定期に準じて内部

熱線の腐食、取付 2 １年 その他必要事項 点検を行う）

点検

設 3 １ヶ月 必要により特定範

囲のものについて

電気担当者が行う

照明設備 1 １日 使用者が異音、汚 1 １年 照明効果、汚損、 1 １年 絶縁抵抗測定

損、不点、温度、 音響、温度、コン 2 １年 接地抵抗測定

備 臭気過熱などに注 パウンド洩れ 3 ３年 必要により照

意する 2 １年 その他必要事項 明測定

配線及び 1 １ヶ月 開閉器の点検、湿 1 １年 開閉器、器具との 1 ２年 許容電流と負荷電 1 １年 絶縁抵抗測定

配線器具 気、じんあい等に 接続 流との確認 2 １年 接地抵抗測定

注意 器具の損傷、腐食､ 3 １年 必要により配

器具の損傷、腐食､ 分電盤スイッチ、 線用遮断器及

分電盤スイッチ、 ヒューズの適正及 び漏電遮断器

ヒューズの適正及 びゆるみ、過熱 の特性試験

びゆるみ、過熱
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No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 点検箇所、ねらい No. 周　期 測定項目

　　　　項
目

精密点検手入 測　定日常巡視点検手入 定期巡視点検手入

原 動 機 1 １ヶ月 燃料系統からの油 1 １年 機関主要部分の分 1 ３年又 内燃機関の分解

関 係 漏及び貯油 解、点検 は一定 点検、測定

発 2 １ヶ月 機関の始動、停止 の運転

時間に

電 3 １ヶ月 始動用空気タンクの よる

圧力

設 その他必要事項は

細則による

備 発 電 機 1 １ヶ月 電動機その他回転 1 １年 電動機その他回転 1 ３年 電動機その他回転 1 １年 絶縁抵抗測定

関 係 機と同じ 機と同じ 機と同じ 2 １年 接地抵抗測定

3 ３年 継電器試験

蓄 電 池 1 １ヶ月 液面、沈殿物、色 1 １年 木台、がいしの腐 1 ３年 充電装置の内部点 1 １ヶ月 比重測定

蓄 相、極板彎曲、隔 食、損傷、耐酸塗 検 2 １ヶ月 液温測定

離板、端子のゆる 料のはくり 2 ３年 必要により対象を 3 １ヶ月 電圧測定

電 み、損傷 2 １年 床面の腐食、損傷 定めて行う 4 １年 絶縁抵抗測定

2 １ヶ月 充電装置の動作状 3 １年 その他必要事項 （充電装置）

池 態

3 １ヶ月 電池の電圧

36 / 198



別表第２－１ 主任技術者確認印

日常巡視点検手入記録

事業場名
　年実施

項目

実　施　月　日 実　施　月　日 実　施　月　日 実　施　月　日

点検対象設備 点　　検　　者 点　　検　　者 点　　検　　者 点　　検　　者

電 線 及 び

支 持 物

遮 断 器

開 閉 器 類

電 力 用

コ ン デ ン サ

断 路 器

遮 断 器

そ の 他

付 属 設 備

電 線 及 び

支 持 物

電 動 機 そ の 他

回 転 機

記事

照 明 設 備

原 動 機 関 係

計 器 用 変 成 器

避 雷 器

配 電 盤

発 電 機 関 係

巡視点検手入結果

ケ ー ブ ル

断 路 器

母 線

受 電 用 変 圧 器

蓄 電 池

受
　
　
変
　
　
電
　
　
設
　
　
備

負
荷
設
備

発
電
設
備

そ
の
他

配
電
設
備

（
屋
外
電
線
路
含
む

）

配 電 用 変 圧 器

ケ ー ブ ル

電 熱 乾 燥 装 置

配 線
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別表第２－２ 主任技術者確認印

事業場名

項　目 実施年月日　　　　年　　　月　　　日天候　　　　気温　     　湿度

点検対象設備 巡視点検手入結果

電 線 及 び 支 持 物

ケ ー ブ ル

断 路 器

遮 断 器 、 開 閉 器 類

母 線

受 電 用 変 圧 器

計 器 用 変 成 器

避 電 器

配 電 器

電 力 用 コ ン デ ン サ

断 路 器 、 遮 断 器

配 電 用 変 圧 器

そ の 他 付 属 設 備

電 線 及 び 支 持 物

ケ ー ブ ル

電 動 機 そ の 他 回 転 機

電 熱 乾 燥 装 置

照 明 設 備

配 線

原 動 機 関 係

発 電 機 関 係

蓄 電 池

記事

そ
の
他

点検責任者

負
荷
設
備

発
電
設
備

定期
精密 巡視点検手入記録

 
受
変
電
設
備

配
電
設
備
（
屋
外
電
線
路
含
む

）
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別表第２－３

　　　年　　　月　　　日　実施
点検責任者
事 業 場 名

製 造  者

型式番号 動作状態 特性 耐電圧 酸価

記　　事

機器精密点検測定記録

主任技術者確認印

機器名 定格 その他
点検測定結果

及び適要(処置)

動作及び特性試験 絶縁油試験
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別表第２－４

絶縁抵抗測定記録

事業場名

測定器具 測定責任者

良
番号 使用電圧 線　　　間 大　地　間 否

記　事

主任技術者確認印

測定値　メガオーム
適要（処置）

区　　　　　　　　分
回路名

測   定　日

天　　　　候

気温、湿度

　　年　　月　　日
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別表第２－５

事業場名

年　　月　　日

番 良
否

号

接地線系統図（接地線の種類及び太さ記入のこと）

接地抵抗測定記録
主任技術者確認印

測   定　日

天　　　　候

気温、湿度

測定責任者測定器具

接地極詳細

埋設位置
接地
種別

適　　　　　要
 （処　　　置）

法定最高
抵  抗 値

測定値
オーム

当該接地極にて
接地させる機器
及び電気施設の
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別表第２－６

　　電気事故記録
　軽　　　重
（何れか抹消） 年　　　月　　　日

記録作成者

速報提出 詳 報 提 出

提 出 先 提 出 先

所属 氏名 性別 年齢
作業

経験年数

発電電力 kW 発電電圧 V
受電電力 kW 受電電圧 kV

年　月　日　時 年　　月　　日
事業場名

提出方法 提 出 方 法
備　　　考

件 名

事 故 の 状 況

保護装置の種類及び
動 作 の 適 否

事 故 の 原 因

事 故 発 生 の 日 時

事 故 発 生 の 場 所

被害電気工作物の概要

事故発生の電気工作物

天　　　　　　候

使　用　電　圧

他 に 及 ぼ し た 障 害

供 給 支 障 電 力 及 び
供 給 支 障 時 間

発電支障電力及び
発 電 支 障 時 間

復旧に要する費用復 旧 の 日 時

事故再発の防止対策

被 害 者
被害の内容

自家用電気工作物の概
要

業種
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別表第２－７

　　　補修工事記録

事業場名

年月日 改修改良移設 補修目的 補修場所 補修記録 担当者
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別表第2－8

（１）　電力使用記録
　年　　　　　月　　　　　日　　　　　曜日

天候　　　　　気温　　　　℃　　　　湿度　　　　パーセント

　　　　　　線

Ｒ・Ｓ Ｔ・Ｒ Ｒ Ｓ Ｔ 読み
差×
　200

電力
量

電流
（アン
ペア）

電力
（キロ
ワット）

電力
（キロ
ワット）

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

22

24

（キロ
ワット
アワー

（キロ
ワット
アワー

（キロ
ワット）

（キロ
ワット）

（パー
セント）

電流
（アン
ペア）

電力
（キロ
ワット）

検
印

　　　　　線

電流
（アン
ペア）

配　　　電　　　盤

勤
務
者

　　　　　　線

記事

　記　　　　事

電力

（キロ
ワット）

電　　　力　　　量
（キロワットアワー）

記事

受 電

受　　　　　　電　　　　　　盤

負 荷 率

電
　
力
　
量

時
刻

力率

（パー
セント）

受 電 日 誌

電圧（ボルト） 電流（アンペア）

月累計

最 大

平 均

Ｓ・Ｔ
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別表第３

　　設備台帳（補修記録）

　　　　　　台帳作成者

設置場所 事業場名

使用種別 整理番号

所
定
略
図

記　事

定　　　格 （銘板写し）

年月日

機器名

主要記事（移動・修理・その他）

年月日 負荷明細 年月日 主要記事（移動・修理・その他）

製作年月日

製 　作 　者

製 作 番 号
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別紙 

神戸地方合同庁舎保安業務組織図 

 

神戸地方合同庁舎所管庁 
近畿財務局 

 
神戸地方合同庁舎管理庁 
近畿財務局神戸財務事務所 

兵庫行政評価事務所 
 

大阪入国管理局神戸支局 
 

麻薬取締部神戸分室 
 

神戸東労働基準監督署 
 

近畿農政局兵庫支局 
 

瀬戸内海漁業調整事務所 
 

総務課 

電気主任技術者 

電気設備保守員 

３．図面、書類、備品の管理

１．受電設備主要機器の運転

及び保守 

２．保守工事の施工監督 

神戸財務事務所 
 

神戸通商事務所 

国営明石海峡公園事務所 

近畿地方整備局 
 

神戸自然保護官事務所 
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別紙 2-1-1 

 

設備機器等運転監視及び点検保守業務仕様書 

 

Ⅰ 業務概要 

この業務は、神戸地方合同庁舎において、建物・電気・機械設備等の各規定に基づき運転・

監視及び日常点検・保守を常駐して実施することにより、庁舎の業務に支障をきたすことのな

いように措置するものとする。 

 

Ⅱ 業務内容 

１．業務種目  電気機器等保守業務（放送設備保守管理業務を含む）   

機械設備保守業務（レジオネラ属菌検査業務を含む）  

水槽清掃業務（飲料水水質検査業務を含む）    

その他設備等保守業務 

 

２．空調運転日時 

  （１）空調設備の運転については、開庁日に行う。（原則） 

     また、冷房、暖房の時期については以下のとおりとする。（原則） 

①冷房実施期間  7 月 1 日 ～ 9 月 30 日 

        〃   時間  8：00～17：00 

     ②暖房実施期間  12 月 1 日 ～ 3 月 31 日 

        〃   時間  8：30～17：00 

（２） 冷房、暖房の実施時間は当方の都合により変更することがある。 

（３） 冷房、暖房の実施期間は天候等の状況により若干変更することがある。 

（４） 当該期間外等においても、機器の試験又は調整のため施設管理担当者の承認があったと

きは、運転することができる。 

 

３．運転監視の範囲 

運転・ 監視の範囲は次による。 

（１）設備機器の起動・停止の操作 

（２）設備運転状況の監視又は計測・記録 

（３）室内温湿度管理と最適化のための機器の制御、設定値調整 

（４）エネルギー使用の適正管理及び各諸法に定められているエネルギー管理員の登録、報告

書類の作成 

（５）季節運転切り替え、本予備機運転切り替え 

（６）運転時間に基づく設備計画保全の把握 

（７）電力積算計（売店、MDF 室…2個所）の計測・記録 

（８）ＰＣＢ廃棄物の適正管理 

（９）その他「本仕様書」で定めた事項 

 

４．点検の範囲 

（１）点検の対象部分は、【（2-1-1）別添】「神戸地方合同庁舎建築・設備概要」による。 
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（２）建物、電気室、機械室等の主要な施設は、１日１回巡視して異常の有無を点検する。な  

お、定められた対象部分以外であっても、異常を発見した場合には施設管理担当者に報告

する。 

 

５．保守の範囲 

運転・監視及び日常点検の結果に応じて実施する保守の範囲は次のとおりとする。 

（１) 汚れ、詰まり、付着等がある部品又は点検部の清掃 

（２) 取り付け不良、作動不良、ずれ等がある場合の調整 

（３) ボルト、ねじ等で緩みがある場合の増締め 

（４) 建築物等の機能回復又は消耗部品の補充及び交換 

（５） 次に示す消耗部品の交換及び補充 

ア．潤滑油、グリス、充填油等 

イ． ランプ類、ヒューズ類 

ウ． パッキン、Ｏリング類 

エ． 精製水の補充 

オ． フィルター類 

カ． 感知器類 

（６) 接触部分、回転部分等への注油 

（７) 軽微な損傷がある部分の補修 

（８) 塗料、その他の部品補修（タッチペイント）、その他これらに類する作業 

（９) 消耗品の在庫管理 

（10) 省エネ・節電のためのランプ類の取付取り外し、水栓類の流量調整、その他これらに類

する作業 

（11) その他特記で定めた事項 

 

６．支給材料 

 保守に用いる次の消耗品、附属品等は、神戸財務事務所が負担する。 

（１）ランプ類（照明用ランプ、表示灯を含む） 

（２）ヒューズ類 

（３）パッキン、Ｏリング類 

（４）蓄電池用精製水 

（５）発電機用燃料（オイルを含む） 

（６）フィルター類 

（７）乾電池類 

（８）塗料 

（９）配管材料等 

（10）圧力計類 

（11）感知器類 

（12）便座類 

（13）自動制御機器（検出器、調節器、操作器、DDC、モジュール、インバータ類） 

（14）その他小規模修理に必要な消耗品、材料等 

 

48 / 198



  

７．運転・監視の記録及び報告 

（１） 日常業務における作業日誌を作成し、記録整理するものとする。業務の報告は毎日行

うものとし、業務において正常ではないことが認められた場合は、直ちに受注者に報告

するものとする。 

（２）運転・監視の作業の記録には、次の事項を記載する。 

①機器の運転開始時刻及び終了時刻 

②熱源機器運転中の外気温湿度 

③電気、ガス、油、水道、下水道等の光熱水の使用量（子メーターを含む。） 

④その他「本仕様書」に定める事項 

（３）定期点検又は整備を実施したときは、その結果を記録のうえ、施設管理担当者に提出し

承認を受けるものとする。 

 

８．臨機の措置 

（１）災害発生に対する措置について受注者と協議の上、次の事項をまとめた防災マニュアル

を作成し、施設管理担当者の承認を得ること。 

①緊急事態への準備 

②緊急事態発生後の対応 

③業務の早期復旧 

（２）災害発生に伴う重大な危険が認められる場合は、直ちに必要な措置を講じるものとする。

この場合、直ちに施設管理担当者に連絡するとともに、警備室等との連絡調整を行うもの

とする。 

 

９．機器等に異常を認めた場合の措置 

受注者は、機器等に異常が認められた場合の連絡体制、対応方法について、施設管理担当

者と予め協議して定めておくものとする。なお、緊急を要する場合は、受注者は必要な措置

を直ちに講ずるものとする。 

 

10．資料等の整理、保管 

業務期間中は、次に示すものの整理及び保管を行うものとする。 

（１）機器の取扱説明書等 

（２）機器台帳等 

（３）工具、器具、備品とその台帳 

（４）各設備図面（施工図、完成図） 

 

11．設備室の清掃 

電気室、機械室等の設備室の整理整頓及びはき掃除程度の清掃を行うものとする。 

 

12．障害等の排除 

設備の運転中、点検及び操作・使用上の障害となるものの有無を点検するものとする。 

 

13．その他保守作業等 

（１）別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上する機器等の取り替えるものとする。 

49 / 198



  

14．注意事項 

（１）神戸地方合同庁舎設置の電気設備については、電気事業法第 38 条第 1 項で事業用電気工作

物とされることから、経済産業省原子力安全・保安院長通達（平成 17 年３月 28 日付）に則り、請負

契約と併せて「電気保安に関する付帯契約書」を締結するものとする。 

（２）フロン類を使用している機器類は、フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律及

び特定家庭用機器再商品化法を遵守し点検等を行い、漏洩防止に努めるものとする。 

 

  15．その他 

    特記なき事項については、「共通仕様書」第 2 編第 1 章による。 

 

Ⅲ 業務要領 

・「平成 25 年版建築保全業務共通仕様書及び同解説」（以下「共仕」とする。）に従い、 

施設の点検及び保守等を実施する。また、下記を追加する。 

 

第１編第１章 

一般共通事項 

 

1 業務計画書 

(1.3.1) 

 

2 作業計画書 

(1.3.2) 

 

3 環境衛生管理体

制 

(1.4.5) 

 

4 業務の報告 

(1.5.7) 

5 その他 

 

 

 

1 業務計画書は、発注者に提出する。 

 

 

1 作業計画書は１か月毎に作成し、発注者に提出する。 

 

 

1 履行場所の建築物環境衛生管理技術者として、受注者が雇用する者 

の中から有資格者を選任し、官公署への届出を行う。 

 

 

1 仕様書（別紙以外）Ⅱ.の４.のとおり。 

 

1 業務の履行に関して官公署等へ届出等を行う必要がある場合は、受 

注者において代行して行う。 

 

第３編第１章 

一般事項 

 

1 業務の条件 

(1.1.3) 

 

 

 

2 運転監視の範囲 

(1.1.5) 

 

 

 

1 閉庁日は、行政機関の休日に関する法律（昭和 63 年法律第 91 号） 

第１条第１項に規定する行政機関の休日とする。 

2 冷房時期、暖房時期、始業就業時間及び設備運転時間は上記「空調運転

日時」のとおりとする。 

 

1 運転・監視の対象設備はⅣ点検等内容のとおりとする。 

2 運転・監視の範囲は、共仕に規定する。 
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3 点検の範囲 

(1.1.6) 

 

 

 

 

4 保守の範囲 

(1.1.7) 

 

 

5 運転・監視の記

録 

及び報告 

(1.1.12) 

 

6 設備室の清掃 

(1.1.16) 

 

  

1 日常点検の対象部分は次のとおりとする。 

(1) 庁舎内の電気室、機械室及び廊下等の共用部分 

(2) 専用部分に存置されている各階制御装置等部分 

(3) 庁舎敷地の外構部分 

(4) その他受注者が指定する部分 

 

1 運転・監視及び日常点検の結果に応じ、実施する保守の範囲は、共 

仕に規定するほか、次による。 

(1)  蛍光灯安定器の取替等、軽微な電気工事 

 

1  運転・監視の業務の記録には、共仕で規定する事項の外に次の事項 

を記載する。 

(1)  施設管理担当者が指定する執務室の温湿度（原則毎時） 

 

 

1 共仕に規定するほか、次による。 

（1） 半期毎 

①各階空調機械室床、壁、ガラリ等清掃 

②外気取入ファン室清掃 

③消火ポンプ室清掃 

（2） 年 1 回以上 

①倉庫清掃 

②バッテリー室清掃 

③受水槽室清掃 

④汚水ポンプ室清掃 

⑤電気室清掃 

⑥発電機室清掃 

 

第３編第２章  

建築 

 

1  建築の点検項目及び点検内容は、共仕 3 編表 2.1.1 による。 

  ただし、該当項目のないものについては実施しない。 

 

第３編第３章 

電気設備 

 

1 電気設備の点検項目及び点検内容は、共仕 3 編第 3 章による。 

  ただし、該当項目のないものについては実施しない。 

2  照明器具の清掃を行う。（随時） 
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第３編第４章 

機械設備 

 

1 機械設備の点検項目及び点検内容は、共仕 3 編第 4 章による。 

  ただし、該当項目のないものについては実施しない。 

 

2 各室内床式・天吊り式ファンコイルフィルター、各階空調機プレフィ

ルターの交換、洗浄を行う。（床式及びプレフィルターは毎月、天吊

り式は四半期毎） 

 

3 下記設備清掃を年 1回以上行う。 

(1) 消火ポンプ、冷却水ポンプ、冷温水ポンプ等外観清掃 

(2) トイレ排気ガラリ清掃 

(3) 各空調機ベアリンググリスアップ 

(4) 各階電気温水器槽内清掃 

(5) 各階湯沸室、雑用室照排気ガラリ清掃等 

(6) 各階空調機電気集塵機セルの薬品洗浄及び内部清掃 

(7) 各階空気清浄装置エアフィルターの巻き取り及び交換 

 

4 湯沸し器、ウォータークーラーうがい器の点検を随時行う。 

 

5 受水槽の給水管系統の切り替えを行う。（１Ｍ） 

第３編第５章 

監視制御設備 

 

 中央監視制御装置の点検項目及び点検内容は、共仕第３編第５章に 

よる。 

  ただし、該当項目のないものについては実施しない。 

   

 

 

Ⅳ点検等内容 

 

１．設備等点検項目 

 

番号 設 備 種 目 定期点検 日常点検 摘 要 

1  建物  ○  付帯設備を含む 

2  受電設備 ○ ○  

3  予備電源設備 ○ ○  

4  電灯設備 ○ ○  

5  動力設備 ○ ○  

6  電気時計設備 ○ ○   

7  拡声設備 ○ ○  

8  表示設備 ○ ○  

9  火災報知設備  ○  定期点検は別途 

52 / 198



  

10  インタ－ホン設備  ○  

11  テレビ共同聴視設備  ○  

12 構内外線設備  ○    

13 避雷針設備  ○  

14  昇降機設備  ○  定期点検、整備は別途 

15  空気調和設備 ○ ○  

16  冷温水機設備  ○ 定期点検、整備は別途 

17  換気設備 ○ ○  

18  給水設備 ○ ○  

19  排水設備 ○ ○  

20  洗面・湯沸・便所 ○ ○  

21  ガス設備 ○ ○  

22  消火設備  ○  定期点検は別途 

23  泡消火設備 ○ ○  〃 

24  防火扉 ○ ○  〃 

25  避難階段 ○ ○  〃 

26  防犯カメラシステム  ○  

27  その他設備  ○  発注者の指示するもの 

 

 

２．機械設備の清掃・点検等 

 

機械名 適 用 数量 実施回数 作 業 概 要 

外気処理空調機 DH-50 41500 ㎥/h×15kw 1 年 1  

 

各機器の内部に

つ い て 点 検 ､ 掃

除､注油､及び整

備を入念に行う

こと｡ 

  〃 DH-12 10000 ㎥/h×3.7kw 1 〃 

各階空調機 FY-25UCV 12200～14100 ㎥/h×5.5kw 9 〃 

  〃 FY-25UCV 11800 ㎥/h×3.7kw 1 〃 

  〃 FY-20UCV 10300～11500 ㎥/h×5.5kw 4 〃 

各階空調機 FY-10UCV 5400 ㎥/h 1 〃 

各種ポンプ 揚水 2・雑排水 4・汚水 2・消火 1・泡 1 10 〃 

  〃 冷却水 2・冷温水 5・加圧 1 8 〃 

給排気ﾌｧﾝ 360～13086 ㎥/h×0.4～5.5kw 25 〃 

ﾌｧﾝｺｲﾙﾕﾆｯﾄ 

  〃 

BV-205RK×5 BV-305RK×6 BV-405RK

×3 BV605RK×17 

BV-805RK×10 BV-1205RK×4 （床置

式 45台） 

45 

〃 

 

 

 

 

各機器(エアフィ

ルター等)を取り

外し洗浄のこと。 

BV-315CSK × 78  BV-305CFK × 1 

RF208CIB×1 

RF408CIB×3 RF608CIB×2 SCR200×1

（天吊式 86 台） 

86 

冷却塔 ASS-SDW250×5.5kw×2 ｾﾙ 2 年 2 
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ﾌｧﾝｺｲﾙ用ﾌｨﾙﾀ

ｰ 

A：66 枚 B：79 枚 
145 ※1 

各階空調機ﾌﾟﾚﾌ

ｨﾙﾀｰ 

400×600（24 枚）400×900（24 枚） 

500×600（6 枚） 500×900（4枚） 
58 月 1 

ｱﾈﾓﾏｽﾀｰ ・EV ﾎ-ﾙ 14  ・1 階廊下 10 

・共用会義室  7 
31 年 1 

ﾚﾀﾝｸﾞﾘﾙ 各階空調機 15 〃 

ｶﾞﾗﾘ 便所各 4・湯沸各 1（1～8F 40 個）・

共用会議室 10・階段 10・BF 通路 2・診

療所 6・MDF 室 1・駐車場 12 

81 〃 

 

  注：付属電動機及び制御盤等の電気設備を含める。 

 

  ※１：ファンコイル用フィルターについては、A は、３か月に一回、B は、月一回、取外し洗浄すること。 

※２：定期交換が必要なロールフィルター等の交換業務については、本業務に含めこととする。但し、

当該材料の購入費用は委任者の負担とする。 

※３：フロン排出抑制法による簡易点検 

パッケージエアコン 8 基については、法令等に基づき 3 か月に 1 回以上点検する。具体的な

点検内容については、環境省「簡易点検の手引き」を参照すること。 

 

３．レジオネラ属菌検査について 

下記要領に基づいて第三者機関の検査を受けること。また、当該検査機関の検査報告書を提出

すること。 

（１） 本館冷却塔（CT-1、-2）の水を採取し、レジオネラ属菌検査を行う。 

（２） 水の採取は、気温の上昇する７～８月の間とし、８月 31 日までに検査結果報告書を 

２部提出すること。 

（３） 検査方法は「新版レジオネラ症防止指針」（厚生省監修）によること。 

 

４．電気設備の点検・整備等 

 

機 械 名 適      用 数量 回数等 作 業 概 要 

受変電設備 全館停電作業 1 年 1 

各機器の定期点検、内

外部の掃除、注油、整

備を行うこと。 

機器､幹線､分岐回路

の測定を行う｡ 

絶縁抵抗・接地抵抗 
電気設備全般一式 

（分電盤を含む） 
 〃 

照明器具掃除  967 〃 

保護継電器動作試験

（発電機） 
  

平成２９年度 

に１回 

保護継電器動作試験

（受変電設備） 
  

平成２８年度及び 

平成３０年度に 

各１回 
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放送設備 

320Ｗデジダルパワーアンプ 2 

年 2 

 

機 器 ・ 附 属 設 備 の 定

期 点 検 及 び 調 整 ・ 整

備を行う。 

レピーター 5 

スピーカー（ＢＯＸ型） 110 

スピーカー（天井埋め込み型） 68 

その他付属一式  

 

（１）保護継電器動作試験については、発電機部分と受変電設備部分の動作試験を隔年で交互に

行っている。 

（２）放送設備保守管理業務に際しては、特に次のとおりとする。 

① 神戸地方合同庁舎管理規則及び消防法並びに関係法令を遵守し、上記機器及び附属設 

備の保守管理業務を行うこと。 

②保守点検は年２回以上実施し、機器並びに附属設備を常に正常に作動するよう調整及 

び整備を行うこと。なお、業務実施に際しては、日程等事前に施設管理担当者へ連絡し、 

その指示を受けること。 

③不時の故障等により施設管理担当者から要請のあったときは、その指示に従うこと。 

④業務完了後は、施設管理担当者に別途点検報告書を提出のうえ、承認を受けること。 

⑤保守管理業務に必要な書類（法定書類、設計図面等）の整備、保管及び関係官署への手続き等

は、受注者が行う。 

⑥保守管理業務に要する消耗品等（主要部品の取替は除く）は、受注者の負担とする。 

 

５．水槽の清掃・点検等 

 

機械名 適 用 数量 実施回数 作 業 概 要 

受水槽 5.0m×6.0m×2.0mH（60ｔ） 1 基 年 1  

 

 

各水槽の内外部の掃

除、点検及び軽微な補

修を行うこと 

高置水槽 2.5m×3.0m×2.5mH（18ｔ） 〃 〃 

雑 排 水 槽 （ 機 械

室） 

1.0m×1.0m×1.0m 
〃 〃 

汚水槽（B・WC） （4.82m×0.295m×1.48m）+ 

（1.02m×3.26m×1.48m）  （7

ｔ） 

〃 年 2 

雑水水槽（厨房） 3.0m×1.65m×1.95H（9.65ｔ） 〃 〃 

膨張水槽 1.0m×1.0m×1.0mH（1ｔ） 〃 年 1 

消化水槽 （12.3ｔ） 〃 〃 

ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯﾌﾟ（車庫） 52 ㎡（9.83ｔ） 〃 〃 

 

（１）水質検査 

以下のとおり第三者機関の検査を受けること。また、当該検査機関の検査報告書を提出すること。 

 

水質検査要領 （精密検査 2 検体、特殊及び簡易検査各 1 検体） 
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①ビル管理法施行規則第 4 条第 1 項第 3 号の規定に基づき、水道法第 4 条の規定する項目を検

査すること。 

②貯水槽の清掃直後（６月１日から９月 30 日まで）に精密検査 15 項目を２検体、特殊項目 12 項

目を 1 検体について検査を行い、その６ヵ月後に簡易検査 10 項目 1 検体を行うこと。ただし、第

1 回目の検査で鉛、亜鉛、鉄、銅、及び蒸発残留物について基準に適合していない場合は、当

該項目を第２回目の項目に加えて実施すること。 

③取水箇所は、精密検査については本館の末端給水栓口及び受水槽内とし、また、特殊検査及び

簡易検査については、本館の末端給水栓口とする。 

 

（２）水道法第 34 条の 2 第 2 項に基づく簡易専用水道検査業務 

     厚生労働省令の定める基準により「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」の適用が

ある施設の設置者が実施しなければならない簡易水道検査について、発注者に代わって、地方公

共団体の機関（（財）兵庫県予防医学協会で実施）に検査を申し込み、求められる書類の提出等受

検業務を行い、検査機関が発行する「簡易専用水道」定期検査報告書を発注者に引き渡すこと。 

なお、検査機関が請求する検査費用は、受注者が負担するものとする。 

 

（３）各水槽清掃について 

①ボールタップＦ号弁、フード弁、電極の整備及び槽内の各配管を点検し、必要に応じて防錆処置

を行うこと。汚水槽、雑排水槽はバキューム処理を行うこと。 

②汚水槽、雑排水槽の清掃により発生した汚泥等（年間の汚泥発生予定量：７ｔ）の廃棄物について

は、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」「下水道法等」の規定に基づき適切に処分するもの

とし、廃棄物処理を行う前に、本契約の受注者、受注者が廃棄物処理（運搬含む）を委託する者

及び当局の3者で「産業廃棄物処理委託契約書」を取り交わすものとする。 

ただし、受注者が廃棄物処理を委託した業者について、義務違反等が生じた場合の当局に対

する責任は、受注者が負うものとする。 

 

６．その他建物設備等にかかる主な日常管理業務 

  （１） 建物及び外構の維持保全業務                          

①外来者案内看板作成、補修、取り付け                       （都度） 

②玄関・ホール高所部清掃（看板・天井・風除室）               （1 回／６ヶ月） 

③排水溝点検及び清掃（落葉、汚泥の除去）                    （６～９月） 

④東西ベランダ清掃（野鳥の糞の除去）                        （適宜） 

⑤各官署専用部分におけるアネモ等調整業務                    （都度） 

（２）各会議室使用準備対応 

スクリーン及び音響設備の設置及びテスト                      （都度） 

（３）諸設備の点検及び修理                                  （適宜） 

①浴槽用簡易ボイラー点検及び不具合修理 

②管球交換及び浴室設備の補修 

③その他、発注工事にかかる仕様等調査業務                   

（４）設備関連工事概要図、レイアウト変更図の作成及び提出             （都度） 

   要請に基づき、CAD 及び PC を活用し、設備工事及びレイアウト変更図を作成、提出する。 

（５）営繕業務 
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①ブラインドの修理及び交換                               （都度） 

②１階合同庁舎管理室サーバー室空調フィルター清掃           （1 回／６ヶ月） 

③Ｂ１階階従業員ロッカー不具合修理                         （都度） 

④食堂厨房器具の修理                                  （都度）                

⑤各会議室（第１～第９、計９室）備品の修理                     （都度） 

・机（折畳式 154 台）、椅子（410 脚）の点検整備及び調整を行う。 

（６）建物維持管理に関わる工事並びに法定点検等の立会い業務  

①建築工事、建築設備工事及び各官署の施工する工事の立会い業務    （適宜） 

建物安全管理、維持保全の観点から年間を通じ建築工事、建築設備工事及び（土・日・祝祭

日を問わず）各官署が施工する諸工事の立会い業務を行う。 

②消防設備法定点検の立会業務 （機器点検・総合点険）           （２回／年）               

（７）防災・消防等教育・訓練参加と自然災害への対応   

自主防災・消防訓練を定期的に実施し、管理従事者の習熟を図るとともに、訓練実施計画に基

づく訓練に参加する。 また、台風等自然災害が懸念される場合は、受注者と事前打ち合わせを

行い、必要な処置を執ること。 

①防災訓練（浸水・台風・地震・落雷・停電）                    （１回／年） 

②消防訓練                                        （１回／年）  

（８）免震部分の目視による点検等 

  ①庁舎外回りの免震部分の点検及び清掃（側溝、屋根、鉄柵内等）      （月１回） 

  ②免震装置設置階の点検及び清掃（フロア、側溝）                （月１回） 

（９）ＰＣＢ廃棄物の適正管理                     （適宜） 

  庁舎地下 1 階に金属容器にて保管している PCB を含む PCB 廃棄物ついて、関係法令に従い、

引続き適正に保管すること。                                
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７．機械・衛生設備等の点検等 

 

番 

号 
区  分 

日常点検 定期点検 定期手入れ 
注意事項及び備考 

週 月 年 年 1 年 2 ３月 ６月 年 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

 空気調和器 

 送風器及び排風機 

 風道 

 同上付属機械 

 ポンプ類 

 煙道 

 煙突 

 冷温水機 

 冷却塔 

 給排水設備 

 各種水槽 

 衛生器具類 

 ガス設備 

 消火栓 

 泡消火設備 

 非常扉.防火扉 

 建物及び付帯設備 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

 

14､15､16 の定期点検

は【別紙 2-1-5】に記載 

（１）日常点検 ：主として外部から五感及び点検器具により良否を判定し、適切な処理を講ずるもの。 

（２）定期点検 ：主として機器を停止して、上記を精密に実施するもの。 

（３）定期手入れ：主として機器に給油､給水､洗浄､取替等の措置を定期的に行うもの。 

（４）保守者が日常運転又は操作する機器については、毎日始業前に簡単な点検を行うとともに機器の

掃除を適時実施すること。 

（５）日常点検・定期点検・精密点検・定期手入れの実施周期に等については、受注者の承認を得て実

施し、その結果は速やかに報告すること。 
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（2-1-1）別添 

 
神戸地方合同庁舎建築・設備概要 

 
■建築概要 

所在地  神戸市中央区海岸通 29 番地 
敷地面積 5,146㎡ 
建築面積 1,689㎡ 
延べ面積 15,977㎡ 
階数   地下 1 階 地上 9 階 塔屋 2 階 
構造   鉄骨鉄筋コンクリート造（SRC） 

 
■施工業者 

建築          佐藤工業株式会社 
電力通信構内交換設備  大栄電気株式会社 
電気設備        山陽電気株式会社 
空調・衛生設備     三晃空調株式会社 
エレベーター設備    日本エレベーター製造株式会社 

 
■電気設備 
【受配電設備】 

受電方式     CB 形  3 相 3 線式 6.6KV 60Hｚ 三宮変電所 F32  

受電容量      1050KVA  

契約電力      500Kw  

引込むケーブル   高圧ケーブル CVT150 1系統 

閉鎖型受配電盤   高圧 11面 

          低圧 10面 

変圧器       電灯  乾式 エポキシモールド  単相150KVA 3台 

          動力  乾式 エポキシモールド  三相300KVA 2台 

高圧真空遮断器   7.2KV  600A 12.5KA 

手動式  3P 7.2KV 400A 

6.6KV  4KA 限流ヒューズ（3本）付 

7.2KV  700A 限流ヒューズ（2本）付 

6600/110V 200A 

6600/110V 50A 

150/5A   40VA 

60/5A   40VA 

50/5A   40VA 

40/5A   40VA 

7台 

断路器       2組 

高圧真空開閉器   4台 

高圧気中開閉器   3台 

計器用変圧器    2台 

          8台 

計器用変流器    2台 

          2台 

          6台 

          2台 
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力率改善装置    高圧進相コンデンサー モールド 6.6KV 50KVar 4台 

          直列リアクトル  6.6KV  L=13％ 4台 

避雷器       断路形  8.4KV  2500A 1台 

接地端子盤     接地極ＥA ＥＡＥＤ ＥＢ 1面 

 

【保護継電器】 

不足電圧継電器   静止形 AC100V 60～100V 2台 

過電流継電器    電圧引き外し静止形 3～6A  ロック  20～60A ７台 

高圧地絡方向継電器 AC110V 0.1A～1.0A 5タップ 2台 

過電圧継電器 DC110V  80～165V 1台 

地絡過電圧継電器 DC110V  40～80V 1台 

 

【自家発電設備】 

ディーゼル発電機  非常用 3 相 3 線式 6.6 KV 60Hｚ 500KVA 685PS 1 組 

始動装置      圧縮空気始動方式  圧縮空気槽 150 ㍑（主、副） 2 基 

燃料タンク     特Ａ重油 地上式 主タンク 3000 ㍑ サービスタンク 900 ㍑ 2 基 

配電盤  2 面 

 

【直流電源設備】 

AC/DC切替変圧器     モールト変圧器  50KVA                            1台 

整流装置      アルカリ蓄電池用                            1組 

蓄電池                シール型 焼結式アルカリ蓄電池  1.2V/ｾﾙ     

 

86セル 

【避雷設備】 

受雷部       突針  棟上導体7ｍ 1基 

接地極  4個所 

 

【構内配電線路・通信線路】 

マンホール                                        12 基 

 

【電灯・動力設備】 

照明器具                       共用部分のみ  蛍光灯      967台 

 ﾐﾆﾊﾛｹﾞﾝ                        17台 

分電盤       20回路以上 37面 

動力制御盤     10回路未満 46面 
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■空調設備 

【熱源設備】 

ｶﾞｽ焚吸収式冷温水機 220RT 3φ200V14VA 冷房能力725,760Kcal/h 加熱能力660,000 Kcal/h 2基 

冷温水一次ポンプ  片渦巻き式3φ200V 15Kw  インバーター制御 2台 

冷温水二次ポンプ  片渦巻き式3φ200V 11Kw  インバーター制御 3台 

冷却水ポンプ    片渦巻き式3φ200V 26Kw 2台 

冷却塔       超低騒音開放型  冷却能力 1,320,000Kcal/h 2基 

冷却塔ファン    三相誘導電動機 3φ200V  5.5Kw×4台 4台 

加圧ポンプ     3φ200V 0.75W 1基 

開放型膨張タンク  鋼板製1000㍑ 1.0×1.0×1.5h 内面処理ｱﾙﾐﾆｳﾑ溶射＋ｴﾎﾟｷｼ樹脂塗装 1基 

 

【空調機】           中央管理（AHU単一ダクト＋FCU）方式 

1F～8F南北系統                             各階ユニット形  15系統 

          三相誘導電動機  3φ200V  5.5Kw×13台 2.2Kw×1台 3.7Kw×1台 15台 

外気処理系統    2F～8F系統用、BF､1F系統用 2系統 

          三相誘導電動機  3φ200V 15Kw×1台 3.7Kw×1台 2台 

   

【空気洗浄装置】  

電気集塵器     濾材併用静電式 ダスト凝集部       各階南北系統 58セル 

 600×500×220mm 6ｾﾙ、600×400×220mm 24ｾﾙ  

 900×500×220mm 4ｾﾙ、900×400×220mm 24ｾﾙ  

ロールフィルーター  各階南北系統 ダスト凝集部一定時間自動巻き1.4m×14本 1.35m×1本  15本 

  外気処理系統 ダスト凝集部自動巻き 1.6m×2本 L型          2本 

          外気取り入れ口 ダスト凝集部自動巻き 1.6m×1本 R型          1本 

プレーフィルター 1F～８F空調機 58枚 

600×500 6枚、600×400 24枚  

900×500 4枚、900×400 24枚  

 

【ファンコイル】 

床置きタイプ    ユニット型 40台 

フィルター     フィレドン・フィルター 59枚 

天吊りタイプ    ユニット型 86台 

フィルター     プレフィルター 86枚 

 

【個別空調機】 

パッケージエアコン 床置形 2.5/3.1kw 1 台  6.52/7.9kw 3 台 20/22.4kw 1 台 5 台 

ルームエアコン 3.6/4.0kw 1 台  0.86/1.13kw 1 台 5 台 

パッケージエアコン 天吊り形   7.1/8.0kw 1 台 5.62kw 1 台 3.39kw 1 台 3 台 
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■換気設備 

給気ファン     電気室、機械室、発電機室、厨房。 片吸込みﾏﾙﾁｴｰｱ型 4系統 

   三相誘導電動機 3φ200V  2.2Kw×3台 1.5Kw×1台  4台 

排気ファン     電気室、機械室、発電機室、厨房、EV機械室、喫茶厨房、乾燥室、湯沸室、

便所、8F浴室、8F雑居室、6F喫煙室、4F喫煙室、1F会議室、診療所、1Ｆ旧喫

煙室、BF浴室、車庫、BF倉庫。片吸込みﾏﾙﾁｴｰｱ型 

19系統 

          三相誘導電動機 3φ200V  5.5Kw×1台 3.7Kw×1台2.2Kw×3台 1.5Kw×

4台 0.75Kw×3台 0.4Kw×6台 0.3kw×1台 

18台 

 

■給排水設備 

給排水方式     重力給水方式、分流排水方式。  

揚水ポンプ     陸上多段式 3φ200V 15Kw 2台 

排水ポンプ     水中式   11Kw×2台 5Kw×2台 3.7Kw×2台 6台 

飲料用水槽     高架水槽  FRPﾊﾟﾈﾙ型複合板型   18.75m3 （有効13㌧） 1基 

          受水槽   FRPﾊﾟﾈﾙ型複合板型2槽式 65m3  （有効41㌧） 1基 

衛生水槽      雑排水槽（機械室） ｺﾝｸﾘｰﾄ  1㌧  1×1×1(h)（H26耐震工事により変更） 1槽 

          汚水槽  ｺﾝｸﾘｰﾄ 12㌧ 2.6×1.65×1.75（h）m 2.0×1.25×1.95（h）m 1基 

 雑排水槽（厨房）   ｺﾝｸﾘｰﾄ  9.65㌧ 3.0×1.65×1.95（h）m 1基 

          ｶﾞｿﾘﾝﾄﾗｯﾌﾟ ｺﾝｸﾘｰﾄ  2.7㌧ 1基 

 

■給湯設備 

ガス湯沸器     瞬間式 5号 9500 Kcal/h 2台 

電気湯沸器     貯湯式 20㍑ 1φ200V 1.5Kw 8台 

ガス給湯器     排気フード対応屋内壁掛け形 AC100V 76W 24L/分 1台 

 

■衛生設備 

洗面器 はめ込楕円型（大形）（アンダーカウンター式） 44台 

清掃流し             バック付 560×456×683(h)  11台 

台所流し ステンレス製 23台 

和式大便器                                  ＦＶ洗浄弁方式（共用24、喫茶1、入管6） 31個 

洋式大便器     ＦＶ洗浄弁方式                               16個 

小便器                         ストール式 （センサー付自動洗浄） 34個 

身障者ﾄｲﾚ呼出設備                            押しボタン、ブザー 1組 

 

■監視･制御設備 

監視制御機器                                集中制御方式  1 組 

ｸﾞﾗﾌｨｯｸﾊﾟﾈﾙ ＷＹ3052Ａ2016 1台 
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電源･整流装置 ＵＰＳ ＱＹＹ-ＳＢ20 1組 

無停電電源装置                           蓄電池  Ni-Cd 2000A 1 組 

 

■防災設備 

【放送設備】                           

電力増幅器                 80W×2ﾁｬﾝﾈﾙ 総合160W×1台  80W×4ﾁｬﾝﾈﾙ 総合320W ×1台 2台 

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾀｲﾏー                     ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑﾁｬｲﾑ 1台 

業務操作器 

主制御ユニット         

20回線 DC24V 480ｍA 

DC24V 580ｍA     

1台 

1台 

ﾏﾙﾁ業務ﾘﾓｺﾝ  5台 

スピーカー                              出退表示付41 時計付59 天井付66 壁付7 173台 

アッテネータ  28 

 

【その他】 

消火水槽 

消火充水槽              

 

 

コンクリート 1 槽 12.3 ㌧ 

鋼板製  200 ㍑  内面処理ｱﾙﾐﾆｳﾑ溶射＋ｴﾎﾟｷｼ樹脂塗装 

 

 

1基 

1 基 

屋内消火ポンプ                3φ200V60Hz  11Kw  270～450L/min     1台 

泡消火ポンプ                  3φ200V60Hz  37Kw  900～1400L/min    1台 

非常照明                                バッテリ外置き型432 バッテリ内蔵型60 492台 

 

■消防設備 

【消火器】   

粉末加圧式、蓄式  196本 

二酸化炭素式  2本 

 

【屋内消火栓】     

消火栓       1号消火栓 20組 

加圧送水装置    ポンプ式 1組 

操作盤       自立型  専用 1面 

呼水槽       鋼板製  100㍑ 1基 

 

【泡消火設備】       固定式 

泡タンク      （水成膜泡消火薬剤）300㍑ 1基 

混合装置      ポーショナー方式  原液濃度3％ 1組 

加圧送水装置    ポンプ式 1組 

起動装置      圧力タンク100㍑ 1組 

泡ヘッド         フォームヘッド116個 116個 

感知用ヘッド    閉鎖型上向スプリンクラーヘッド  72℃動作 68個 

操作盤       自立型  専用 1面 
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流水検知装置 湿式  自動警報弁型  使用圧力1.5～14kgf/cm2 不動作流量5L/min 1組 

圧力スイッチ 4kgｆ/cm2 動作 1個 

一斉開放弁     界面活性剤用 10個 

手動開放弁     レバー操作式 10個 

呼水装置 鋼板製  100㍑ 1基 

 

【自動火災報知設備】 

受信機 GP1級 (55回線） 1組 

副受信機  (55回線) 1組 

発信機 P型1級 21個 

音響装置 ベル 22個 

差動式感知器 ｽﾎﾟｯﾄ型 43個 

定温式感知器 ｽﾎﾟｯﾄ型 84個 

煙式感知器 ｽﾎﾟｯﾄ型(一信号光電式)  2種413及び3種29 442個 

煙式感知器 ｽﾎﾟｯﾄ型(二信号光電式)  2･3種 17個 

 

【ガス漏れ火災警報設備】  

受信機       壁掛型  20回線 1台 

受信機       自立型  GP1級  5回線 1面 

ガス漏れ検知器  19個 

中継器  4組 

 

【漏電火災警報装置】 

受信機       1級 5組 

変流器       30mv/50mA 5組 

音響装置 受電盤 中央監視盤 2組 

漏電電流検出状況  2組 

 

【誘導灯･誘導標識】 

誘導灯       C級（避難口27、通路29） 56灯  BL級 2灯 58灯 

誘導標識  2枚 

 

【避難器具】 

避難はしご       金属製折畳み式 7.9m×4台 5.6m×2台 6台 

 

【連結送水管】 

送水口       壁埋め込み型  双口  65φ 1組 

放水口       65マルチ    東側3F～9F テスト放水口1組 7組 

 

【防排煙設備】 
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防火連動制御盤      32回線 1面 

ダンパー      感知器連動 29台 

防火扉       ドア式S型  2感度式 18面 

シャッター     駐車場用5720（w）×2420（h）mm  区画連動 1面 

 

■昇降機設備 

【エレベーター設備】 

管制方式      地震管制運転、火災管制運転、自家発管制運転、浸水管制運転。  

乗用エレベーター 可変電圧可変周波数交流式1250kg 速度105ｍ/min 18.5Kw 19名   3基 

人荷用エレベーター 可変電圧可変周波数 交流式 850kg 速度60ｍ/min 13名 7.5Kw 1基 

ダムウェータ 小荷物専用 100kg 29.8ｍ/min 0.75kw 1基 

【ゴンドラ設備】 

ゴンドラ       ｱｰﾑ俯仰型（無軌道式）2人乗 荷重200kg  0.163m/s ﾜｲﾔﾛｰﾌﾟφ8mm×2本 1台 

 

■通信情報設備 

【電子時計】 

時刻表示装置    水晶式親時計（主、副自動切替）  AC100V DC24V 2台 

配線モニター    10回路 （予備1台を含む） 10台 

子時計       （執務室、EVホール等用）  DC24V 136台 

直流電源装置     1組 

蓄電池     PS型 鉛蓄電池(48Ah)   6V 48 Ah 12セル 12セル 

 

【出退表示設備】 

出退表示総合盤          電気ランプ点灯表示方式 AC100V DC24V  自立型  40窓  1組 

出退表示器            窓表示付（子時計一体）壁掛型 39台 

 

【電話交換設備】 

電話装置      デジタル式 1組 

直流電源装置    蓄電池GS PE24-12R 4セル 1組 

MDF配置        （各階）  

 

【ＴＶ受信設備】 

衛星アンテナ・マスト BS1～BS15 1基 

UVアンテナ  1基 

BS/UV ブースター  5基 

BS/UV混合分波器  4基 

AMアンテナ  1基 
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■防犯、駐車管制設備 

【監視カメラ設備】 

カラーCCDカメラ   固定式 768×494画数 4台 

レンズ       単焦点･自動絞り 4個 

ハウジング     屋外型  ワイパー等無 4台 

カメラ電源     AC100V 30W 4入力 1台 

モニター      カラー液晶15型 1台 

VTR         デジタルレコーダー 250GB MPEG4 1台 

 

【入退館管理設備】 

入退館管理ｻｰﾊﾞｰ  1組 

ｾｷｭﾘﾃｨｹﾞｰﾄ     2通路3筺体 2台 

ｶｰﾄﾞﾘｰﾀﾞｰﾗｲﾀｰ   非接触型  電気錠用 4台 

           非接触型  ｾｷｭﾘﾃｨｹﾞｰﾄ用 10台 

電子錠       火災信号自動開錠 2台 

 

【駐車場】 

自走式平面駐車場  地上 43 台収容  

 地下 25 台収容 （高さ 2.2ｍ以内）  

信号制御盤     壁掛型 AC100V 操作回路 DC24V 1面 

発光受光器設備   埋込型 赤外線方式（変調波使用）12V 3組 

片面2位信号灯   スタンド型 1台  壁付型 1台 2台 

 

■その他設備 

【外灯設備】 

庭園外灯システム  電子式ソーラータイムスイッチ 1台 

外灯       （掲示板照明含む） 電球、蛍光灯 3基 

 

 

【シャッター設備】 

シャッター     北玄関5940（w）×3150（h）mm 南玄関 59400（w）×3150（h）mm 

地下駐車場5590×2400 

3面 

 

【自動扉設備】 

自動扉       二重扉 引分型 4台 

 

【ダクト・配管】 

ダクト        2796ｍ 
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ダンパー        112個 

吹出口又は吸込口       547個 

配管   1970ｍ 

弁又は伸縮継ぎ手      50mm未満 154個 

  50～100mm未満 38個 

       100～200mm未満 79個 

       200mm以上 13個 

        

 

 

■照明器具明細 

【直管蛍光灯】 

FHF32 

FLR40 

FL20 

事務室 

会議室、倉庫、通路、一部事務室、機械室、湯沸し室、ﾄｲﾚ等 

湯沸し室、ﾄｲﾚ等 

1645台 

1044台 

114台 

【ﾂｲﾝ蛍光灯】 

FDL13 

FDL18 

FPL27 

FML27 

FDL27 

FPL55 

FHT16 

雑用室、ﾄｲﾚ等 

自動扉防風室 

西EVホール 

東EVホール 1F 41、8F 15 

湯沸し室8、喫茶室38 

食堂 16、EVホール 39 

玄関庇 

39台 

30台 

21台 

56台 

46台 

55台 

22台 

【ﾐﾆﾊﾛｹﾞﾝ電球】 

JD110V 85      東EVホール 17、食堂 15                      32台 
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別紙 2-1-2     

 

エレベーター設備点検保守業務 

 

１．業務概要 

この業務は、建物内に設置されたエレベーター設備において点検・保守業務を適切に実

施し、早期に故障の発見、修理若しくは復旧を行って当庁舎の業務に支障の来すことのな

いよう措置するものとする。  

 

２．業務内容 

（１) この業務は、下記（２）設備種目の昇降機について、点検、清掃、注油、調整並び

に部品の取替又は修理を行うものとし「フルメンテナンス契約」方式とする。 

また、以下の点検を行い、その結果報告を行うこと。 

・建築基準法第 12 条第４項に基づく昇降機に関する点検結果について、平成 20

年国土交通省告示第 283 号に定める調査結果報告表の形式に従い２部作成し、提

出すること。 

・一般乗用エレベーター（1～３号機）について、人事院規則 10-4 32 条に定める

性能検査を実施し、「人事院規則 10-4 の運用について（通知）」に定める様式に

記録し、２部提出すること。 

・来庁者や職員等が、エレベーター籠内や扉の隙間等に物を落とした場合は、庁舎

から連絡を受けた後、速やかに処置すること。 

 

（２）設備種目 昇降機設備  一式 

        ・一般乗用エレベーター 

（１号機）     全自動、定員 19 名        １台 

                   1,250kg×105m/min  ９停止 

（２・３号機）   全自動普通群管理方式、定員 19 名 ２台 

                   1,250kg×105m/min  ８停止 

付加装置 地震時管制運転装置 

火災時管制運転装置 

自家発管制運転装置 

                         停電時自動着床装置 

・人荷用エレベーター 

（４号機）     全自動、定員 13 名        １台 

                   850kg×60m/min  10 停止 

        ・小荷物専用 

（ダムウェーター）                  １台 

                   100kg×30m/min   ２停止 

               

（３） 保守基準及び要領 

   ①受注者は、年１回昇降機の性能評価を行い、昇降機を効率よく運行させるため、運

行状態を把握し、管理の性能を維持すること。 

   ②受注者は安全確保のため、本契約に従い、昇降機の種類に応じた点検・整備等にお
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ける調整値（又は良否判断の判定値に関する資料）、及び修理の記録を保管し、契

約満了日から 10 日以内に施設管理担当者へ全て引継がなければならない。 

     ア．計測データ 

        受注者は、定期保全、法定検査（法定検査同等の自主検査）の際の運転状

態、特性、及び性能基準を保持し、施設管理担当者の提示要求に応じこれら

のデータ（又は判定値に関する資料）、修理の記録を提出しなければならない。

特に安全に関して定めた以下の項目データは結果報告書を提出すること。 

      ［エレベーター］ 

        a. 着床レベル精度 

        b.ブレーキ（ライニング残存、ストローク）寸法 

          c.ドアロック機構 

          d.ドアロックカムのギャップ寸法 

          e.絶縁値定値 

          f.その他別途指示の要求項目 

       イ．計測技術員の派遣について 

        昇降機の正常な運転機能と安全を確保するため、稼動頻度などの稼動デー

タや、故障を的確に把握するための対策を講じ、適切な保全プログラムを構

築して計画的に技術員を派遣すること。 

       ウ．故障データ 

        受注者は、故障データ及び故障の問題点を除去するためにとった修正記録

を保管しなければならない。また、これらの記録は施設管理担当者の要求に

応じ提出しなければならない。 

   ③安全教育 

     施設管理担当者は、受注者が効果的な安全管理システムを有し、その体制、教育

などを定めた資料の提示を求める事ができる。 

     ア．安全作業経歴 

        a.公共施設の安全性が重用であることに鑑み、受注者は安全作業を実施させ

るための指示書などを保持しなければならない。 

          b.受注者は、災害を防止するための危険予知教育を実施すること。また、安

全規定などを見直す災害防止策を有していること。これは、受注者の永続

するシステムの一部とならなければならない。 

④技術者などの必要条件 

   ア．要員 

受注者は、本契約に明記する昇降機の装置を点検・整備するための確かな

技術と業績を有し、また要求する役務を提供するための管理技術者、専門技

術者は必要な専門知識を有すること。 

a.管理技術者の資格 

   契約上の作業管理、及び日程設定などに責任を負う管理技術者は、昇降

機のメンテナンスに関し、平成 13 年度以降に少なくとも５年を超える経験

を保持していなければならない。 

b.専門技術者 

   専門技術者については、15 年以上の経験を保持していること。 
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   ⑤ 交換部品等について 

受注者は、最小の運転停止時間での昇降機の整備や適切な修理を実施するため、

及び故障等（除く広域災害）の緊急時においても、最小の運転停止時間で昇降機を

整備し復旧する緊急処置のために、倉庫に必要な最新の交換用部品、消耗品等を保

管していなければならない。なお、この主旨は、整備作業にも適用する。 

さらには、点検、調整・整備における予防保全の実施や、故障解析を行うための専

用工具を保有していること。 

⑥ 営業拠点と緊急対応 

        故障時等の緊急時（除く広域災害）の対応は、原則として通報受信後概ね、「１時

間以内」に技術員を派遣し、復旧対策を実施できる体制を有すること。 

     また、広域災害時については、その対応などに関し具体的説明ができること。 

⑦ 昇降機の運行と安全を確保するために、施設管理担当者の要求により次の資料や

マニュアル等を提示しなければならない。 

     ア．施設管理担当者の要求により、対象昇降機の「点検、診断、調整、整備等」

の設計書 

     イ．機種毎の点検、診断、整備、調整全項目を網羅した保守用マニュアル 

     ウ．保守用マニュアルを考慮した教育計画及び教育実績 

⑧ 受注者は、施設管理担当者に対し当該設備の稼動頻度、経年などを考慮し修理や

取替が必要な部位の年度計画表を速やかに提出し、必要に応じその根拠等に関し説

明を行なうこと。 

 ⑨ 保守作業 

この保守作業は、定期的に巡回点検・調整・手入れを行い機器に正常でないと認

められるような物、又は耐用年数を経過した場合は速やかに取替又は修理工事を行

うものとする。 

ア．点検（点検・整備・特別整備） 

        全装置の機構について、毎月２回以上定期的点検作業（整備１回、点検１回、

他特別整備を含む）及び年１回の定期（性能）検査を行うものとし、作業終

了後、施設管理担当者に報告しその承認を受けるものとする。 

イ．随時点検又は修理 

         施設管理担当者より要請のあったときは随時来庁し点検又は修理を行うも

のとする。 

ウ．清掃範囲 

        清掃の範囲は塵埃及び余分な油脂の除去とする。 

エ．調  整 

        全装置の機構について、毎月１回以上調整を行うものとする。 

オ．消耗部品 

        コッパーコンタクト、カーボンコンタクト及びフィンガー、カーボン刷紙、

ヒューズ類、リード線、インジゲーターランプ・アナウンセーターランプ等

のランプ類、スイッチ・接点類、ギャー油、洗油、その他各種油類、ウエス、

ドアシュー等とし受注者の負担とする。 

        カ．作業日時等 

        a.原則、８時 30 分から 17 時までの間に点検保守作業を実施すること。 

ただし、故障等緊急を要する場合は、直ちに修理等に着手すること。 
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        b.騒音を伴う作業や長時間の運行休止を伴う作業等については、予め、施設

管理担当者に作業予定日時を届出し、事前了解を得ること。なお、当日の

状況等により業務・試験等に支障が生じると施設管理担当者が判断し、作

業日時等の変更を指示した場合は、当該指示に従うこと。 

      キ．受注者は、作業の安全及び危険防止に万全の策をとり、事故等のないよう作

業するものとし、万が一、事故等が生じた場合は、二次災害防止に努めつつ

請負者の責任において、速やかに措置し、施設管理担当者へ報告すること。

なお、人身に関わるものなど、特に重大な事故等については、発生後直ちに

施設管理担当者へ緊急報告を行う事。 

ク．取替修理工事 

     内容は、下記のものとし、受注者の負担とする。 

              a.電動機（巻線、メタル、刷子、ベアリング等） 

          b.巻楊機（ウォ－ムギヤ、ウォ－ムホイル、各メタル、スラストベアリン

グ、オイルシ－ル、シ－プ等） 

         c.調速機（シャフト、メタル、プ－リ－、スイッチ、ピン等） 

         d.制動器（ブレ－キコイル、ブレ－キライニング、プランジャ－、ロット、

スリ－プ等） 

         e.ロアコントロ－ラ（ギヤ－、メタル、スイッチ、ネジ棒、スライダ－、

スチ－ルテ－プ、プ－リ等） 

         f.受電盤、制御盤、信号盤（計器類、リレ－､コイル､フィンガ－､コンタク

トリ－ド線、抵抗ヒュ－ズ類等） 

         g.ワイヤ－ロ－プ（主ワイヤ－ロ－プ、ガバナロ－プ、セフティロ－プ等） 

         h.かご（運転操作釦、各スイッチ類、戸開閉装置、ドア－ハンガ－シュ－、

ガイドシュ－、非常止め、ロック外し装置、照明、ランディング

スイッチ等） 

         i.昇降路（つり合錘、各スイッチ類、緩衝器、主レ－ル等）  

 j.乗り場（戸レ－ル、ハンガ－シュ－、ドアロックスィッチ、インヂゲ－

タ－、ホ-ル釦等） 

         k.配線（一般管配線、制御用ケ－ブル等） 

         l.その他（電話、換気扇、保守に必要な材料等 ただし、昇降かご、かご床

ゴムタイル、各階出入口戸、三方枠、敷居意匠部品の塗装、メ

ッキ直し、修理、取替及び清掃は別途とする｡） 

ケ．契約除外項目 

        下記の項目については、本業務に含まないものとする。 

a.管理上の過失、仕様変更、天災による修理工事 

b.昇降路周壁、ケージドア、ハッチドア及び三方枠の塗装 

c.篭（ゴムタイルを含む）シール関係、化粧部分の取替及び修理 

 

３．その他保守作業等 

  別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上した資材等の取替え。 

           

４．その他 

（１）月末までに、翌年度交換が必要となる主要部品のリストを提出すること。 

71 / 198



（２）作業終了後２週間以内に当局当て報告書２部作成し、提出すること。また、改善

等を必要とするものについては、対策を検討のうえ施設管理担当者に別途報告するも

のとする。 

（３）当該設備に関する図面及び法定書類並びに保守管理に必要な書類は受注者の責任

において常に整備し保管すること。 
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別紙 2-1-3 

中央監視設備点検保守管理業務仕様書 

 

１．設備種目        中央監視設備 

                   （対象機器）  中央監視システム(SAVIC-NET11)センタ-装置一式 

 

２．業務概要        

この業務は、建物内に設置された中央監視設備において点検・保守業務を適切に実施し、

早期に故障の発見、修理若しくは復旧を行って当庁舎の業務に支障の来すことのないよう

措置するものとする。 

 

３．業務内容等 

（１）業務内容 

 ① 空調自動制御設備保守業務 

  ア．業務対象の範囲は、【（2-1-3）別添 別表-1】のとおり。 

  イ．定期点検は、年２回（冷暖房のシ－ズンイン時）の実施とすることとする。 

 ② 中央監視装置保守点検業務 

  ア．業務対象の範囲は、【（2-1-3）別添 別表-2】のとおり 

  イ．総合点検は、年１回実施するものとする。 

（３）故障時の呼出しに対しては、直ちに係員を派遣し､点検.調整並びに応急措置を講ず

るものとする。 

（４）点検、調整の結果は、施設管理担当者に報告しその承認を受けるものとする｡  

（５）業務上、対象機器等に関する不明又は疑問が生じた場合は、当該製造業者等から必

要な支援を受け、速やかに解決し、常に適正な業務が実施できる体制を維持しておく

こと。 

なお、製造業者等からの支援に関する費用については、受注者の負担とする。 

（６） 下記事項については本作業に含まないものとする。 

① 付帯設備の保守 

② 主要部品、機器の取替え（但し、下記４．に計上する機器を除く） 

 

４．その他保守作業等 

  別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上する資材等の取替え。 
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（2-1-3）別添

（別表－１）空調自動制御設備点検対象範囲

ア 熱源制御系統 1 組

イ 冷却塔制御系統 2 組

ACU-1，２空調機制御系統 1 組

ACU-３，４空調機制御系統 1 組

ACU-５，６空調機制御系統 1 組

ACU-７，８空調機制御系統 1 組

ACU-９，１０空調機制御系統 1 組

ACU-1１，１２空調機制御系統 1 組

ACU-1３，１４空調機制御系統 1 組

ACU-1５空調機制御系統 1 組

外気処理空調機制御 1 組

エ ファンコイルユニット制御 64 組

オ ＥＶ機械室ファン発停制御 1 組

（別表－２）中央監視装置点検対象範囲

カ 中央監視制御システムsavic-net11 1 組

キ 分電ユニット 1 組

ク マウス 1 組 点検項目表（ク）　による

ケ キーボード 1 組 点検項目表（ケ）　による

コ ＣＲＴ 1 組 点検項目表（コ）　による

サ グラフィックパネル 1 組 点検項目表（サ）　による

シ メッセージプリンター 1 組 点検項目表（シ）　による

ス ロギングプリンター 1 組 点検項目表（ス）　による

セ ＵＰＳ 1 組 点検項目表（セ）　による

ソ リモートステーション 1 組 点検項目表（ソ）　による

点検項目表（カ）　による

点検項目表（キ）　による

点検項目表（エ）　による

系統名 組数 点検項目及び内容

点検項目表（オ）　による

ウ 点検項目表（ウ）　による

組数 点検項目及び内容系統名

点検項目表（ア）　による

点検項目表（イ）　による
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点検内容 備考

１． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

２． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

e. 接続部 水漏れの有無を点検する。

３． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

４． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

f. ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ 作動の良否を確認する。

５． a. ｸﾞﾗﾝﾄﾞ部 ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟｯｷﾝ部からの漏れの有無を確認する。

b. ｼｰﾄﾘｰｸ 弁を閉じた場合の流れがないことを確認する。

制御弁
（二方弁）

c. 接続ﾘﾝｸ機構 組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。

点検項目

c.

電磁流量計

c.

d. 基本機能

操作器
（各電動弁ﾓｰﾀ）

c. 音

流量ﾚﾝｼﾞ、表示機能、出力仕様等が最適値
であることを確認する。

各設定値を記録
し提出する。

伝送電源電圧 電圧の変動が規定の許容範囲内にあることを
確認する。

点検項目表（ア）　熱源制御系統

圧力発信器

c.

d.

伝送電源電圧

較正記録を提出
する。

配管挿入形温度
検出器

出力値又は指
示値

運転時に全ｽﾄﾛｰｸにわたって音に異常がな
いことを確認する。

接触面が滑らかであること又は、ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ指
示に異常がないことを確認する。

実測により出力又は指示値が規定の精度内
にあることを確認する。

較正記録を提出
する。

e. ﾌﾙｽﾄﾛｰｸ

g. 接続ﾘﾝｸ機構

電圧の変動が規定の許容範囲内にあることを
確認する。

実測により出力又は指示値が規定の精度内
にあることを確認する。

出力値又は指
示値

d. ﾎﾟﾃﾝｼｮﾒｰﾀ

入力信号に比例して作動することを確認す
る。

組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。
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点検内容 備考

６． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

７．

b. 適合性 各制御動作が適合していることを確認する。

c. ｲﾝﾀｰﾛｯｸ 制御弁等のｲﾝﾀｰﾛｯｸ動作を確認する。

検出器～操作器における一連の動作を確認
する。

熱源ｺﾝﾄﾛｰﾗ

各制御ﾙｰﾌﾟの動
作確認

a. ﾙｰﾌﾟ動作

ｺﾈｸﾀの緩み及びｹｰﾌﾞﾙの挟みこみ・損傷の
有無を確認する。

d. 供給電源電圧
及び制御用電
源電圧

点検項目表（ア）　熱源制御系統

点検項目

c. ｺﾈｸﾀ及びｹｰ
ﾌﾞﾙ

f. 運転状況機能 機器の運転状態及び関連ﾃﾞｰﾀの表示確認
を確認する。機器の発停操作を確認する。

内部ﾃﾞｰﾀ、ﾊﾟﾗﾒｰ
ﾀを記録し提出す
る。

電圧の変動が規定の許容範囲内にあることを
確認する。

e. 台数制御機能 各運転ﾓｰﾄﾞ・台数制御ﾊﾟﾗﾒｰﾀ設定が最適値
であることを確認する。

h. 通信機能 中央監視制御設備と正しく通信されているこ
とを確認する。

g. ﾒﾓﾘ保護機能 ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾊﾞｯﾃﾘｰの確認及び異常の有無を
確認する。

有効期限を表示
する。
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点検内容 備考

１． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

２． a. 清掃 外部の清掃を行う。

b. 端子、ｿｹｯﾄ 緩みの有無を点検する。

c. 作動 作動の良否を確認する。

３． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

４． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

d. ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ 作動の良否を確認する。

５． a. ｸﾞﾗﾝﾄﾞ部 ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟｯｷﾝ部からの漏れの有無を確認する。

b. ｼｰﾄﾘｰｸ 弁を閉じた場合の流れがないことを確認する。

６．

b. 適合性 各制御動作が適合していることを確認する。

c. ｲﾝﾀｰﾛｯｸ 制御弁等のｲﾝﾀｰﾛｯｸ動作を確認する。

各制御ﾙｰﾌﾟの
動作確認

a. ﾙｰﾌﾟ動作 検出器～操作器における一連の動作を確認す
る。

点検項目表（イ）　冷却塔制御系統

音

e. 供給電源

設定部

補助ﾘﾚｰ

導電率調節器

点検項目

配管挿入形温
度調節器

d.

c.

c.

電圧の変動が規定の許容範囲内にあることを
確認する。

運転時に全ｽﾄﾛｰｸにわたって音に異常がない
ことを確認する。

操作器
（各電動弁ﾓｰ
ﾀ）

組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。

組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。

制御弁
（ﾎﾞｰﾙ弁）

c.

e. 接続ﾘﾝｸ機構

接続ﾘﾝｸ機構

c.

各設定値を記録
し提出する。

較正記録を提出
する。

設定を変更し、制御動作が正常であることを確
認する。

電極 設置状態を点検する。
電極を水槽から取り出し、洗浄する。

設定値 設定値の許容範囲内にあることを確認する。
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点検内容 備考

１． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

２． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

３． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

４． a. 清掃 外部の清掃を行う。

b. 端子、ｿｹｯﾄ 緩みの有無を点検する。

c. 作動 作動の良否を確認する。

５． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

d. 発熱 異常な発熱がないことを確認する。

較正記録を提
出する。

ﾃﾞｰﾀﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ 制御ﾃﾞｰﾀのｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞを行い、保存する。

ﾀﾞｲﾚｸﾄ・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ
ｺﾝﾄﾛｰﾗ

g. 記録したﾒﾃﾞｨｱ
を提出する

ｆ.

ﾀﾞｸﾄ挿入形温湿
度検出器

c. 出力値又は指
示値

実測により出力又は指示値が規定の精度内に
あることを確認する。

d.

点検項目表（ウ）　空調機制御系統

補助ﾘﾚｰ

ﾄﾗﾝｽ

c. 供給電源及び
出力電圧

電圧の変動が規定の許容範囲内にあることを
確認する。

通信機能 中央監視制御設備と正しく通信されていること
を確認する。

ﾒﾓﾘ保護機能

内部ﾃﾞｰﾀ、ﾊﾟﾗ
ﾒｰﾀを記録し提
出する。

有効期限を表
示する。

e.

比例帯、積分及び微分時間並びに各設定値が
最適値であることを確認する。

供給電源

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾊﾞｯﾃﾘｰの確認及び異常の有無を点
検する。

電圧の変動が規定の許容範囲内にあることを
確認する。

基本機能c.

点検項目

c.

ﾀﾞｸﾄ挿入形温度
検出器

較正記録を提
出する。

出力値又は指
示値

実測により出力又は指示値が規定の精度内に
あることを確認する。
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点検内容 備考

６． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

f. ﾘﾐｯﾄｽｲｯﾁ 作動の良否を確認する。

７． a. ｸﾞﾗﾝﾄﾞ部 ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟｯｷﾝ部からの漏れの有無を確認する。

b. ｼｰﾄﾘｰｸ 弁を閉じた場合の流れがないことを確認する。

８．

b. 適合性 各制御動作が適合していることを確認する。

c. ｲﾝﾀｰﾛｯｸ 制御弁等のｲﾝﾀｰﾛｯｸ動作を確認する。

c.

ﾌﾙｽﾄﾛｰｸ

g.

操作器
（電動弁ﾓｰﾀ及
びﾀﾞﾝﾊﾟﾓｰﾀ）

d. ﾎﾟﾃﾝｼｮﾒｰﾀ

e.

c.

点検項目表（ウ）　空調機制御系統

点検項目

音 運転時に全ｽﾄﾛｰｸにわたって音に異常がない
ことを確認する。

接触面が滑らかであること又は、ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ指
示に異常がないことを確認する。

入力信号に比例して作動することを確認する。

組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。

各制御ﾙｰﾌﾟの
動作確認

a. ﾙｰﾌﾟ動作 検出器～操作器における一連の動作を確認す
る。

接続ﾘﾝｸ機構

接続ﾘﾝｸ機構 組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。

制御弁
（二方弁）
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点検内容 備考

１． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

２． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

３． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

４． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

５． a. ｸﾞﾗﾝﾄﾞ部 ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾊﾟｯｷﾝ部からの漏れの有無を確認する。

b. ｼｰﾄﾘｰｸ 弁を閉じた場合の流れがないことを確認する。

６．

b. 適合性 各制御動作が適合していることを確認する。

c. ｲﾝﾀｰﾛｯｸ 制御弁等のｲﾝﾀｰﾛｯｸ動作を確認する。

e. 運転ﾓｰﾄﾞ

手元ﾘﾓｺﾝ

操作器
（電動弁ﾓｰﾀ）

開閉動作

e. 接続ﾘﾝｸ機構

b. 表示及びｷｰ操
作

ﾙｰﾌﾟ動作

内部ﾃﾞｰﾀ、ﾊﾟﾗ
ﾒｰﾀを記録し提
出する。

電圧の変動が規定の許容範囲内にあることを
確認する。

較正記録を提出
する。

配管温度による運転ﾓｰﾄﾞ（冷・暖・送風）が正常
であることを確認する。

実測により出力又は指示値が規定の精度内に
あることを確認する。

較正記録を提出
する。

ｄ.

検出器～操作器における一連の動作を確認す
る。

還気温度検出
器

c. 出力値又は指
示値

c. 指示値 実測により指示値が規定の精度内にあることを
確認する。

各制御ﾙｰﾌﾟの
動作確認

a.

音

組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。

入力信号に応じて作動することを確認する。

点検項目

c. 基本機能 各設定値が最適値であることを確認する。

d. 供給電源

FCUｺﾝﾄﾛｰﾗ

運転時に全ｽﾄﾛｰｸにわたって音に異常がない
ことを確認する。

発停、設定等のｷｰ操作による各運転ﾓｰﾄﾞの表
示を確認する。

点検項目表（エ） 　ファンコイルユニット制御系統

制御弁
（二方弁）

c. 接続ﾘﾝｸ機構 組付け状態の良否及び破損の有無を点検す
る。

c.
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点検内容
備考

１． a. 清掃 外部及び内部の清掃を行う。

b. 端子 緩みの有無を点検する。

２．

b. 適合性 各制御動作が適合していることを確認する。

c. ｲﾝﾀｰﾛｯｸ 制御弁等のｲﾝﾀｰﾛｯｸ動作を確認する。

設定値 設定値の許容範囲内にあることを確認する。

点検項目表（オ）　EV機械室ファン発停制御系統

室内形温度調
節器

点検項目

c.

各制御ﾙｰﾌﾟの
動作確認

a. ﾙｰﾌﾟ動作 検出器～操作器における一連の動作を確認
する。

較正記録を提出
する。
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点検内容 備考

１． ｾﾝﾀｰﾌｧｲﾙを、FDにｾｰﾌﾞする。

ｻﾏﾘｸﾞﾗﾌﾌｧｲﾙを、FDにｾｰﾌﾞする。

ﾘﾓｰﾄﾕﾆｯﾄのﾌｧｲﾙを、FDにｾｰﾌﾞする。

点検内容 備考

１．

点検内容 備考

１．

分電ユニット

ＭＣＵ
中央処理装置

供給電源

a. 端子

j.

点検項目

HDD

e. 清掃

f. 防塵ﾌｨﾙﾀｰの
清掃

伝送電圧調整

l.

ｋ. FDD

g.

MCU内部電源

冷却ﾌｧﾝ

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾊﾞｯﾃ
ﾘｰ

冷却ﾌｧﾝの動作を確認し、異常な音や風がな
いことを確認する。

点検表（カ-６）

防塵ﾌｨﾙﾀを取り出し、清掃する。

点検表（カ-８）

PSU1及びPS1の各電圧を測定する。

リード/ライト機能の確認を行う。

点検項目表(カ)　中央監視制御システム　savic-net11（ＭＣＵ）

a.

端子の緩みの有無を確認する。

ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸの作動を確認する。

MCU内部の点検清掃を行う。

ｂ. MCU機能 MCUの各システム機能を確認する。

ｈ.

ｉ.

点検項目

d.

MCUのﾗﾍﾞﾙにてMCU番号、S/W図番等を確
認する。

ﾃﾞｰﾀﾌｧｲﾙ
ｾｰﾌﾞ

c. MCU形番

S/Wﾊﾞｰｼﾞｮﾝ S/Wのﾊﾞｰｼﾞｮﾝを確認する。

記録したﾒﾃﾞｨｱを提
出する

点検表（カ-３）

点検表（カ-７）

点検表（カ-２）

点検表（カ-１）

点検表（カ-４）

点検表（カ-５）

Nc-busの伝送電圧を調整する。

点検項目表（キ）　中央監視制御システム　savic-net11（分電ユニット）

b.

ＭＳ
ﾏｳｽ

ａ. 清掃 点検表（ク-１）

ﾒﾓﾘﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾊﾞｯﾃﾘｰの電圧、交換時期等を
確認する。

点検表（カ-９）

電源電圧の変動が許容範囲内にあることを確
認する。

点検表（カ-１１）

点検表（カ-１０）

点検項目表（ク）　中央監視制御システム　savic-net11（マウス）

点検項目

本体、ｹｰﾌﾞﾙを点検し、清掃する。

点検表（キ-１）
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点検内容 備考

１．

点検内容 備考

１． 外部の清掃を行う。

ﾘﾔｶﾊﾞｰを外し内部を清掃する

点検内容 備考

１．

点検内容 備考

１．

a. 清掃

b. 配線、ｺﾈｸﾀ 配線及びｺﾈｸﾀを確認する。

c. ﾗﾝﾌﾟ ｾﾙﾌﾃｽﾄにより、ﾗﾝﾌﾟﾃｽﾄを行う。

ｾﾙﾌﾃｽﾄ及びMCUからの印字操作を行い、
印字が正常であることを確認する。

ﾗﾝﾌﾟ表示に異常がないことを確認する。

外部の清掃を行う。

操作ｷｰにて輝度、ｺﾝﾄﾗｽﾄ、位置を調整す
る。

b.

c.

a.

c.

b.

点検項目表（シ）　中央監視制御システム　savic-net11（メッセージプリンター）

点検項目

冷却ﾌｧﾝの動作を確認し、異常な音や風がな
いことを確認する。

外観の状態確認を行う。

グラフィックパ
ネル

外観の点検

ＫＢ
ｷｰﾎﾞｰﾄﾞ

MＰＲＴ
ﾒｯｾｰｼﾞﾌﾟﾘﾝﾀ
(ﾄﾞｯﾄｲﾝﾊﾟｸﾄ）

冷却ﾌｧﾝ

ｲﾝｼﾞｹｰﾀ表示

d. 清掃 ｶﾊﾞｰを外し、内部の点検及び清掃を行う。

ｅ. 印字

ｲﾝﾀｰﾎﾝの通話確認を行う。

点検表（ケ-1）本体、ｹｰﾌﾞﾙﾙを点検し、清掃する。

b. ｲﾝﾀｰﾎﾝ

ａ. 清掃

点検項目

点検項目表（ケ）　中央監視制御システム　savic-net11（キーボード）

点検項目表（コ）　中央監視制御システム　savic-net11（ＣＲＴ）

点検項目

点検項目表（サ）　中央監視制御システム　savic-net11（グラフィックパネル）

点検項目

画面

ＣＲＴ
ディスプレイ

a.

配線、ｺﾈｸﾀ 配線及びｺﾈｸﾀを確認する。

清掃 点検表（コ-１）

点検表（サ-１）

点検表（シ-１）
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点検内容 備考

１．

点検内容 備考

１．

点検内容 備考

１．

a. 外観の点検 外観の状態確認を行う。

d. 清掃 ｶﾊﾞｰを外し、内部の点検及び清掃を行う。

ｲﾝｼﾞｹｰﾀ表示b.

外観の状態確認を行う。

点検項目表（ス）　中央監視制御システム　savic-net11（ロギングプリンター）

c.

LＰＲＴ
ﾛｷﾞﾝｸﾞﾌﾟﾘﾝﾀ
(ﾄﾞｯﾄｲﾝﾊﾟｸﾄ）

ケースを外し、内部の点検及び清掃を行う。

点検項目

ＵＰＳ
無停電電源装
置

a. 外観

d. 清掃

点検項目表（セ）　中央監視制御システム　savic-net11（ＵＰＳ）

点検項目

ﾗﾝﾌﾟ表示に異常がないことを確認する。

b. ｲﾝｼﾞｹｰﾀ表示 ﾗﾝﾌﾟ表示に異常がないことを確認する。

冷却ﾌｧﾝ 冷却ﾌｧﾝの動作を確認し、異常な音や風がな
いことを確認する。

ｅ. 印字 ｾﾙﾌﾃｽﾄ及びMCUからの印字操作を行い、
印字が正常であることを確認する。

c. 冷却ﾌｧﾝ 冷却ﾌｧﾝの動作を確認し、異常な音や風がな
いことを確認する。

点検表（ソ -１）

b. ｲﾝｼﾞｹｰﾀ表示 ﾗﾝﾌﾟ表示に異常がないことを確認する。

ｃ. 清掃 ｶﾊﾞｰを外し、内部の点検及び清掃を行う。

供給電源

ｅ. 供給電源 ＡＣ入力電圧及び出力電圧の変動が規定の
範囲内であることを確認し、入力電源ＯＦＦに
よるﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟ動作を確認する。

ｆ. 端子 端子の緩みの有無を点検する。

ｆ. 端子 端子の緩みの有無を点検する。

点検項目表（ソ）　中央監視制御システム　savic-net11（リモートステーション）

点検項目

ＲＳ
ﾘﾓｰﾄﾕﾆｯﾄ

a. 外観 外観の状態確認を行う。

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾊﾞｯﾃ
ﾘｰ

点検表（ス-１）

点検表（セ -１）

e.

AC200Vの入力電圧の変動が規定の許容範
囲内にあることを確認する。

ﾊﾞｯﾃﾘｰの交換時期の確認を行う。

ｄ.
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点検表（カ－１）　ＭＣＵ機能

（１）機器総覧及び一覧機能の確認

1

2

3

（２）制御機能の確認

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

（３）システム管理機能の確認

1

2

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

タイムスケジュール

イベントプログラム

年月日・時刻の表示、設定機能の確認

NO,

カレンダー

トレンドグラフ／バーグラフ表示

火災制御の確認

グラフ表示機能の確認

機器総覧画面表示機能の確認

停復電制御の確認

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

一覧表示の確認

項　　　　　　　目 結　果 備　　考

リモートユニット状態監視機能の確認

操作状態変化ヒストリの確認

力率改善制御の確認

警報インストラクション表示

サマリグラフ作成機能の確認

警報ヒストリの確認

電力デマンド制御の確認
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（４）運用パターン設定の確認

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

1 ﾆｭｰｱﾗｰﾑ

2 ﾌﾞｻﾞｰ

3 重故障移報

4 軽故障移報

（５）プリンタ印字機能の確認

1

2

3

4

5

6

備　考

登録／削除

結　果NO, 備　考

画面ｺﾋﾟｰ

登録／削除

登録／削除

登録／削除

登録／削除

日報／月報

一覧印字

施設管理

ﾄﾚﾝﾄﾞ／ﾊﾞｰﾃﾞｰﾀ印字

●：登録
○：削除

登録／削除

ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟﾌﾟﾘﾝﾀ指定

一般ﾒｯｾｰｼﾞ

平日昼時間 平日夜時間 休日

0:00 から 0:00 から

ﾌﾟﾘﾝﾀ用途

NO, 結　果
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点検表（カ－２）　ＭＣＵ形番

［ラベルにて確認する］

1

2

3 V HZ VA

4

5

点検表（カ－３）　ＭＣＵ　Ｓ／Ｗバージョン

［プリンタ印字にて確認する］

1

点検表（カ－４）　ＭＣＵ清掃

［ＭＣＵ電源をＯＦＦし、カバーを開いて内部機器の清掃を行う］

1

HDU ﾊｰﾄﾞﾃﾞｨｽｸﾕﾆｯﾄ

FDU ﾌﾛｯﾋﾟｰﾃﾞｨｽｸﾕﾆｯﾄ

PSU1 電源ﾕﾆｯﾄ

点検表（カ－５）　ＭＣＵ防塵フィルタの清掃

［ファンカバーを引き出し、防塵ﾌｨﾙﾀｰを清掃する］

1

点検表（カ－６）　ＭＣＵ冷却ファン

［ファンカバーを引き出し、ファンユニットを取り出す］

1

2

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　考

MCU周辺に付着している埃をハケ、電気掃除機などで取り除く

ｶﾊﾞｰを開いて内部のｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟと機器・
ｹｰﾌﾞﾙ類の取り付け状態を確認する

2

備　　考

DATE

ファンの回転状態の確認　（正常に回転すること及び異音がないこと）

バージョン

NO,

　V　   　    .            

NO, 項　　　　　　　目 結　果

ファンの清掃及び端子の増し締めを行う

フィルターの清掃　（フィルターの状態が悪ければ交換する）

MODEL

ＰＡＮＥＬ　ＮＯ.

POWER

ＳＥＲＩＡＲ　ＮＯ.

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

項　　　　　　　目 結　果 備　　考

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考
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点検表（カ－７）　ＭＣＵ各電源電圧測定

［システム作動状態にて電源プリント板の出力電圧を測定する］

NO, 名称 電源 定格値 結果

+ : CN3-1
- : CN3-5
+ : CN3-8
- : CN3-5
+ : CN6-2
- : CN6-1
+ : CN6-4
- : CN6-3
+ : CN6-6
- : CN6-5
+ : CN6-8
- : CN6-7
+ : CN3-10
- : CN3-5
+ : CN2-1
- : CN2-2
+ : CN2-3
- : CN2-4
+ : CN2-6
- : CN2-5

点検表（カ－８）　ＭＣＵ　ＮＣ－ｂｕｓ伝送電圧調整

［CBCプリント板テストスイッチをＯＮにし、ライン電圧の調整を行う］

1

2

点検表（カ－９）　ＭＣＵバックアップバッテリー

［フロントカバーを外し、バッテリーを取り出す］

NO, 結果

1 定格値 ： 3.6～4.35V

2

3

点検表（カ－１０）　ＭＣＵ　ＦＤＤ

［データファイルのセーブ又は、ロード操作を行い正常に作動することを確認する］

1

2

電池電圧 3.6～4.35V V 

V 

ﾌｧｲﾙの読み出し／書き込み

ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ実施の有無　（ﾄﾞﾗｲﾌﾞのｴﾗｰ発生時にのみ実施し、通常は実施しないこと）

ユニット名

20.4～27.6V

＋５Ｖ

－１２Ｖ -12.6～11.4V V 

ＰＤＵ ＰＳ１ ＋１２Ｖ 10.2～13.3V V 2

＋５Ｖ
（HDD,FDD）

4.75～5.25V V 

1

V 

V 

60～90V

＋７５Ｖ（３） 60～90V

確認箇所

4.75～5.25V V 

V 

ＰＷＳ２

実測値

ＰＳＵ１

＋２４Ｖ

V 

ライン１の伝送電圧調整　（LINE 1  ADJ／TESTｲﾝｼﾞｹｰﾀ　で調整）

備　　考

＋２８Ｖ 23.8～32.2V

＋７５Ｖ（１） 60～90V

＋７５Ｖ（２）

NO, 項　　　　　　　目 結　果

ライン２の伝送電圧調整　（LINE 2  ADJ／TESTｲﾝｼﾞｹｰﾀ　で調整）

項　　　　　　　目 実測値

外観点検

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

バッテリー有効期限 　　　　　　　　　年　　　　　月 　　　　　年　　月

備　　考

バッテリー電圧 V 
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点検表（カ－１１）　ＭＣＵ　ＨＤＤ

［サマリグラフの画面移行により確認する］

1

2

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

異常な騒音がないことを確認する

CRT画面の表示により、アクセスが正常であることを確認する
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点検表（キ－１）　分電ﾕﾆｯﾄ

1

測定値

V  

V  

V  

3

4

点検表（ク－１）　マウス

1

点検表（ケ－１）　キーボード

1

2

点検表（コ－１）　CRT

1

2

3

4

5

 90 ～ 110V

 90 ～ 110V

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

ローラーボールを外す

電源ランプの点灯を確認する

各端子の緩みの有無を点検し、増し締めを行う。

分電ユニットの端子にて供
給電圧を測定する

確認箇所

 0V

周辺機器電源コンセントの差込み状態を確認する

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

2

マウス本体、ケーブルの点検及びクリーンアップ

インターホンの通話確認

キーボード本体、各キー、ケーブルの点検及びクリーンアップ

外部の清掃と、カバーを外して内部の清掃を行う

コネクタ類の差込み、ケーブルの損傷の有無を確認する。

輝度を調整する。

コントラストを調整する。

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

端子台　Ｈ－Ｇ

端子台　Ｈ－Ｅ

端子台　Ｇ－Ｅ

画面位置を調整する。
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点検表（サ－１）　グラフィックパネル

1

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

3

ON ／ OFF

ON ／ OFF

2
IO-Aプリント板にて設定値
を確認及びﾗﾝﾌﾟﾃｽﾄを行う

ON:ﾒｲﾝﾃﾝ　　OFF:ﾌﾘｯｶ

ON:GDR

ON ／ OFF

ON ／ OFF

ON ／ OFF

ON ／ OFF

ON ／ OFF

ON ／ OFF

ANN／GDR

ｱﾄﾞﾚｽ

ｱﾄﾞﾚｽ

ｱﾄﾞﾚｽ

基本部／拡張部切替

基本部／拡張部切替

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

ｾﾙﾌﾃｽﾄ

GDR移報ﾕﾆｯﾄ指定

ON ／ OFF

ON ／ OFF

コネクタ類の差込み、ケーブルの損傷の有無を確認する。

ｾﾙﾌﾃｽﾄを行う

ﾃﾞｨｯﾌﾟｽｲｯﾁ　DS1

ﾌﾞｻﾞｰ出力指定

ﾛｸﾞｲﾝ操作指定
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点検表（シ－１）　メッセージプリンター

1

電源 点灯

用紙切れ 消灯

高速 消灯

オンライン 点灯

3 ファンの回転状態の確認

フロント・リヤカバー・透明カバー

用紙ガイド

印字ヘッド・インクカートリッジ

連帳／単票切替えレバー

用紙圧調整レバー位置

用紙送りトラクタ、ロックレバー

冷却ファン

プラテン・プラテンノブ

5

6 一覧印字操作等による手動印字 印字記録を添付

1　２　３　４　５
A　Ｂ　Ｃ　Ｄ

プリンタ本体のセルフテストによる印字 印字記録を添付

連帳　／　単票

ｲﾝｼﾞｹｰﾀｰ表示の確認を行う

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

コネクタ類の差込み、ケーブルの損傷の有無を確認する。

2

清掃
ｶﾊﾞｰを開けて内部及び
ｶﾊﾞｰの目視点検・清掃
を行う

4
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点検表（ス－１）　ロギングプリンター

1

電源 点灯

用紙切れ 消灯

高速 消灯

オンライン 点灯

3 ファンの回転状態の確認

フロント・リヤカバー・透明カバー

用紙ガイド

印字ヘッド・インクカートリッジ

連帳／単票切替えレバー

用紙圧調整レバー位置

用紙送りトラクタ、ロックレバー

冷却ファン

プラテン・プラテンノブ

5

6 一覧印字操作等による手動印字 印字記録を添付

プリンタ本体のセルフテストによる印字

4

清掃
ｶﾊﾞｰを開けて内部及び
ｶﾊﾞｰの目視点検・清掃
を行う

連帳　／　単票

1　２　３　４　５
A　Ｂ　Ｃ　Ｄ

ｲﾝｼﾞｹｰﾀｰ表示の確認を行う

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

2

コネクタ類の差込み、ケーブルの損傷の有無を確認する。

印字記録を添付
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点検表（セ－１）　ＵＰＳ

1

交流入力 点灯

インバータ 点灯

バイパス 消灯

トラブル 消灯

3 ファンの回転状態の確認

フロント・リヤカバー・サイドカバー

冷却ファン

バッテリー

プリント基板

ケーブル・コネクター

基準値 測定値

入力電圧 100±15Ｖ V  

出力電圧 100±2Ｖ V  

6

本体の変形・変色、ケーブルの損傷の有無を確認する。

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

4

各端子の緩みの有無を点検する

前面ﾊﾟﾈﾙの表示ﾗﾝﾌﾟを確認する

ｶﾊﾞｰを外し、清掃及
び各部の目視点検を
行う

入力電源ＯＦＦ
によるバックアッ
プ確認

100±2Ｖ V  交流入力消灯、ﾌﾞｻﾞｰ断続

端子台にて入力及び
出力電圧を測定する

2

5
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点検表（ソ－１）　リモートステーション

1

電源 点灯

送信 点滅

受信 点滅

軽故障 消灯

重故障 消灯

バッテリー

プリント基板

ケーブル・コネクター

基準値 測定値

入力電圧 200±20Ｖ V  

5 バッテリー有効期限を確認する

6

 

NO, 項　　　　　　　目 結　果 備　　考

2

リモートユニットの取付状態、Ｉ／Ｏスロットの接続状態を確認する

各端子台の増し締めを行う

ベーシックユニット表示ランプを確認する

カバーを外し、清掃及び各部の点検を行う。

端子台にて測定

　　　　　　　　　年　　　　月

3

4
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  別紙 2-1-4 

 

ガス吸収式冷温水機点検保守業務仕様書 

 

 

１．設備種目   ガス吸収式冷温水機 

エバラ ＲＡＤ－ＧＯ２５型    ２台（付属品を含む） 

 

２．業務概要 

この業務は、建物内に設置されたガス吸収式冷温水機において点検・保守業務を適切に

実施し、早期に故障の発見、修理若しくは復旧を行って当庁舎の業務に支障の来すことの

ないよう措置するものとする。 

 

３．業務要領 

⑴ 冷房シ－ズンイン作業 

委託者の指示に基づき下記の作業を実施する。冷房シ－ズンイン作業については、

５月末までに行うものとする。 

① 冷房運転前整備作業 

（ア）本体附属バルブ確認 

ａ．濃度制御電磁弁動作点検 

ｂ．希釈電動弁動作点検 

（イ）保安装置確認 

ａ．サ－モスタット関係確認 

ｂ．圧力スイッチ関係確認 

ｃ．炎検出器清掃 

（ウ）気密状況確認 

（エ）高温再生器ガス関係漏洩確認 

ａ．遮断弁 

ｂ．テストコック 

ｃ．パイロット部及びジョイント部 

（オ）各フランジ部増締 

（カ）操作盤並びに電気関係点検 

② 冷房試運転調整 

（ア）各保安装置設定 

（イ）自動制御装置調整 

（ウ）燃焼調整、フレ－ム電流測定及び空燃比調整 

（エ）真空ポンプに依る抽気 

（オ）アブソ－バ－ロスの測定  

（カ）吸収溶液調整 

（分析結果にて判定・メーカー濃度基準によること） 
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（キ）総合運転調整及びデ－タ－採取 

⑵ 冷房シ－ズン中作業 

委託者の指示に基づき定期巡回を行い運転状況を調査し、必要がある場合は各機

器の調整を行うものとする。 

     ① シ－ズン中の期間は下記のとおりとする。 

7 月 1日から 9月 30 日までとする。 

② 定期巡回は、運転状況調査、運転日誌に依る異常有無確認及び指導、溶液サン

プリング及び分析試験（簡易分析）等を行うものとする（２回以上）。 

⑶ 暖房シ－ズンイン作業 

委託者の指示に基づき下記の作業を実施する。暖房シ－ズンイン作業については、

１１月末までに行うものとする。 

① 暖房運転前整備 

（ア）本体附属バルブ確認 

ａ．濃度制御電磁弁動作点検 

ｂ．希釈電動弁動作点検 

（イ）保安装置点検 

ａ．サ－モスタット関係確認 

ｂ．圧力スイッチ関係確認 

ｃ．炎検出器清掃 

（ウ）気密状況確認 

（エ）高温再生器ガス関係漏洩確認 

ａ．遮断弁 

ｂ．テストコック 

ｃ．パイロット部及びジョイント部 

（オ）各フランジ部増締 

（カ）操作盤並びに電気関係点検 

（キ）冷却水水室内水抜き作業 

② 暖房試運転調整 

（ア）各保安装置設定 

（イ）自動制御装置調整 

（ウ）燃焼調整、フレ－ム電流測定及び空燃比調整 

（エ）真空ポンプによる抽気 

（オ）総合運転調整及びデ－タ採取 

⑷ 暖房シ－ズン中作業 

委託者の指示に基づき定期巡回を行い運転状況を調査し、必要がある場合は各機器

の調整を行うものとする。 

① 期間 12 月１日から翌年 3月 31 日まで 

② 定期巡回は、運転状況調査、運転日誌による異常状況有無確認及び指導を行う

ものとする（２回以上）。 

⑸ 冷房シ－ズンイン作業中において、下記のとおり冷却水系統（吸収器、凝縮器及び 
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蒸発器）のチュ－ブ掃除を行うこと。 

①吸収器水室内カバ－開放、水室及びチュ－ブ内面毛ブラシ洗浄  

②凝縮器水室内カバ－開放、水室及びチュ－ブ内面毛ブラシ洗浄 

③蒸発器水室内カバ－開放、水室及びチュ－ブ内面毛ブラシ洗浄 

⑹ 対象機器に不具合が生じた場合は、速やかにサービスマンを派遣し、復旧・点検等

必要な業務を行うものとする。 

⑺ 点検・調整の結果は委託者に報告しその承認を受けるものとする。 

⑻ 業務上、対象機器等に関する不明又は疑問が生じた場合は、当該製造業者等から必

要な支援を受け、速やかに解決し、常に適正な業務が実施できる体制を維持してお

くこと。 

なお、製造業者等からの支援に関する費用については、受注者の負担とする。 
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     別紙 2-1-5 

 

消防用設備点検保守業務仕様書 

 

 

１. 設備種目等   

   神戸地方合同庁舎に設置する消防用機器・・・一式 

   【（2-1）別添】「神戸地方合同庁舎建築・設備概要」のとおり。 

 

２. 業務概要     

施設内に設置された消防設備の点検保守業務を実施し、常に関係法令に適合するよう

当該設備を維持管理するものする。 

 

３. 業務要領  

（１）点検業務は、消防法第 17 条の３の３の規定に基づき、消防用設備等の構造、機能

等に応じ作動、外観及び機能点検を６ヶ月毎に１回以上、総合点検を年１回以上、連結

送水管等の耐圧性能点検を３年に１回以上実施し、機能並びに附属設備を常に正常に作

動するよう調整及び整備を行うこと。 

原則として、１回の点検作業は閉庁日及び開庁日に分けて行うこと。 

なお、業務実施に際しては、事前に施設管理担当者へ連絡し、その指示を受けること。 

（２）不時の故障等により施設管理担当者から要請のあったときは、速やかに来庁し、そ

の指示に従うこと。 

（３）業務完了後は、委託者に報告書を提出のうえ、承認を受けること。 

（４）点検業務に必要な書類（法定書類、設計図面等）の整備、保管及び関係官署への手

続等は、受注者が行うこと。 

（５）点検業務に要する必要な消耗品（主要部品の取替、泡消火原液及び消火器原液は除

く。）は受注者の負担とする。 

 

４．その他保守作業等 

  別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上した資材等の取替え。 
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   別紙 2-1-6 

 

ばい煙測定業務仕様書 

 
１.  業 務 種 目   ばい煙測定業務 

 

２.  業 務 概 要  

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」等に基づき、実施するものとする。 

 

３．測定施設 

 ガス吸収式冷温水機  エバラ ＲＡＤ－ＧＯ２５型    ２台 

 

４ .  業 務 内 容   

（１）ばい煙測定（ダスト濃度、窒素酸化物、排ガス組成分析検査） 

①大気汚染防止法第 16条の規定により測定・記録すること。 

②測定は、夏期・冬期の年２回とする。 

③測定箇所は、冷温水発生機煙道とする（冷温水発生機は２台）。 

④測定時は、冷温水発生機稼働中とし、施設管理担当者の指示した日とする。 

（２）ばい煙測定（ダスト濃度、窒素酸化物、排ガス組成分析検査） 

①大気汚染防止法第 16条の規定により測定・記録すること。 

②測定は、夏期・冬期の年２回とする。 

③測定箇所は、冷温水発生機煙道とする(冷温水発生機は２台)。 

④測定時は、冷温水発生機稼動中とし、施設管理担当者の指示した日とする。 

（３）報告等 

① 上記各業務完了後１週間以内に報告書を２部提出すること。また、改善等を必要と

するものについては、検討のうえ施設管理担当者に別途報告する。 

② 関係法令等に基づく測定記録及び諸関係帳簿を整備し、関係官署への報告にいつで

も応じることができるようにしておくこと。 

⑷ その他 

・執務環境測定は、開庁日の執務時間中に執務に支障がないように実施する。 
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別紙 2-1-7 

    

執務室空気環境測定業務仕様書 

 
１.  業 務 種 目   空気環境測定業務 

 

２.  業 務 概 要     

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」に基づき、実施するものとする。 

 

３  業 務 内 容   

（１）空気環境測定 

① 測定項目 

（ア）浮遊粉じん量 

（イ）一酸化炭素含有率 

（ウ）炭酸ガス含有率 

（エ）気流 

（オ）相対湿度 

（カ）気温 

（キ）照度 

② 測定期日は、2カ月間に１回（年６回）に実施すること。 

③ 測定個所は、21 個所とし、測定点は施設管理担当者と協議のうえ決めるものとし、

各項目につき 1日 2回（始業時、中間時）測定すること。 

④ 測定時には、必ず外気取入口に近い位置で外気を同時に測定すること。 

（２）報告等 

① 上記各業務完了後、報告書を２部提出すること。また、改善等を必要とするものに

ついては、検討のうえ施設管理担当者に別途報告する。 

② 関係法令等に基づく測定記録及び諸関係帳簿を整備し、関係官署への報告にいつで

も応じることができるようにしておくこと。 

（３）その他 

・執務環境測定は、開庁日の執務時間中に執務に支障がないように実施すること。 
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  別紙 2-1-8 

 ゴンドラ設備保守管理業務仕様書   

 

１．業 務 種 目   ゴンドラ設備保守管理業務     

 

２．業 務 概 要     

この業務は、関係法令を遵守し下記機器及び附属設備のフルメンテナンス方式による保

守管理業務を行うものとする。 

 

３．機 器 概 要    ワッシングゴンドラ 

（サンセイ株式会社製      ＡＫＦ－２００型） 

種類      アーム俯仰型ゴンドラ(無軌道式・ケージ式) 

荷重          ２００㎏   

作業床        １６５０Ｌ×６５０Ｗ×９０３．５Ｈ 

定格速度       ０．１６３ｍ/ｓ（６０Ｈｚ） 

許容下降速度  ０．１７３ｍ/ｓ（６０Ｈｚ） 

設置年月    平成 18年５月 

 

４．業 務 要 領   

（１）定期保守点検は、年間６回以上とし、監督技術者及び技術者を派遣すること。 

なお、不時の故障等により施設管理担当者から要請のあったときは、速やかに来庁

し、その指示に従うこと。（実施月  ５月、７月、９月、１１月、１月、３月） 

（２）保守点検の結果、不良部分若しくは耐用年数を経過した部品は取替えること。 

（３）業務完了後は、施設管理担当者に報告書を提出のうえ、承認を受けること。 

（４）保守管理業務に必要な書類（法定書類、設計図面等）の整備、保管及び関係官署へ

の手続等は受注者が行うこと。 

（５）保守管理業務に要する消耗品及び下記の取替えについては、受注者の負担とする。 

       ① ワイヤーロープ 

      ② 駆動用ローラーチエン 

      ③ 給電用キャプタイヤーケ－ブル 

      ④ 操作用キャプタイヤーケーブル 

      ⑤ 各種電磁開閉器．押ボタン開閉器 

      ⑥ 機械回転部．軸受 

      ⑦ 本体、ケージ、制御盤並びに押ボタンカバーの塗装及び取替は別途とする。 

（６）当該設備は性能検査の対象外である。 

 

５．その他保守作業等 

  別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上した資材等の取替え。 
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       別紙 2-1-9 

 

自動扉設備点検保守業務仕様書 

 

１ . 業 務 種 目        自動扉設備点検保守業務 

 

２.  業 務 概 要  

この業務は、建物内の自動扉設備において点検・保守業務を適切に実施し、早期に故障

の発見、修理若しくは復旧を行って当庁舎の業務に支障の来すことのないよう措置するも

のとする。  

 

３ . 設 備 種 目    ナブコ製オ－トドア  ＤＳ－７５引分型   ４台 

                  （本館１階：南、北玄関 二重扉） 

 

４ . 業 務 要 領  

（１）定期保守点検は、4ケ月に 1回以上実施すること。 

        （点検、整備、清掃、注油、調整等） 

（２） 不時の故障等により発注者から要請のあった時は、速やかに来庁し、その指示に従う

こと。 

（３）受注者は保守業務を実施するにあたり、あらかじめその日時について施設管理担当者

の承認を受けること。 

（４）業務完了後は、速やかに報告書に必要事項記入のうえ施設管理担当者に提出し、業務

履行の確認を受けること。 

なお、不良箇所はその原因を究明し、その改善策等を施設管理担当者に報告すること。 

（５）現在取付中の装置各部品について、軽微な消耗品（ビス、ボルト、ナット、オイル等）

は、受注者の負担とする。 

（６）装置部品代は発注者の負担とする。但し、取替修理費は無料とする。 

（７）受注者の都合による改造、移設に伴う工事費は受注者の負担とする。 

（８）使用上の不備、誤りによる故障修理及び天災不測の事故、不可抗力による故障修理、

復旧工事費は発注者の負担とする。 
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  別紙 2-1-10 

 

電動シャッター保守点検業務仕様書 

 
１ . 業 務 種 目        電動シャッター保守点検業務 

 

２.  業 務 概 要          

この業務は、建物内の電動シャッターにおいて点検・保守業務を適切に実施し、早期に

故障の発見、修理若しくは復旧を行って当庁舎の業務に支障の来すことのないよう措置す

るものとする。  

 

３．仕    様 

（１）庁舎南北玄関及び地下駐車場入口の電動シャッターについて、機能点検を行う

こと。 

 東洋シャッター製 

   北玄関   6,070(w)×3,150(h)ｍｍ 

   南玄関   6,100(w)×3,150(h)ｍｍ 

   駐車場   5,720(w)×2,420(h)ｍｍ 

（２）業務完了後は、施設管理担当者へ報告書を提出のうえ、承認を受けること。 

（３）本作業は、毎年 1 月から 2 月の間における閉庁日に実施するものとする。 

（４）作業終了後、動作確認し、直ちに養生、使用機器を回収撤去すること。 
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別紙 2-1-11 

 

 非常用自家発電設備点検保守業務仕様書 

 

１．設 備 種 目      非常用自家発電設備 

                 （対象機器）６ＮＨＬ－ＳＴＰ×５００ＫＶＡ 

                      発電機    明電舎製 

                      機関部    ヤンマ－製 

 

２．業 務 概 要  

     この業務は、建物内に設置された非常用自家発電設備において点検・保守業務を適切に

実施し、早期に故障の発見、修理若しくは復旧を行って当庁舎の業務に支障の来すこと

のないよう措置するものとする。 

 

３．業 務 要 領   

（１）委託者の指示に基づき、下記の作業を実施する。 

      ① 原動機点検作業 

        ・実負荷運転を 60 分間行う 

        ・バッテリ－電解液点検 

        ・燃料・潤滑油コシ器分解掃除 

        ・吸排気弁バネ点検及びすき間調整 

        ・本体及び本体内部の清掃 

        ・燃料移送ポンプの作動点検 

     ② 発電機点検作業 

        ・本体及び本体内部の清掃 

        ・冷却水温調弁の作動確認及び分解点検 

        ・冷却水汲上ポンプ作動・水漏れ点検 

        ・冷却水減圧水槽内部点検及び給水弁作動確認 

        ・濃度制御電磁弁動作点検 

        ・始動空気系統諸弁の点検 

        ・シリンダヘッド弁及びカム軸の点検、調整 

        ・ランク軸のデフレクション計測 

        ・調速リンク点検、調整 

        ・過給機ブロワ－フィルタ－洗浄            

（２）その他付属装置 

       ・各配線タ－ミナルの増締及び作動確認調整 

       ・ラジエ－タ－冷却水入替及び清掃 

        ・煙道背圧測定 

        ・ルモ－タ－点検 

        ・クラッチ各部の点検清掃 

（３）定期点検と総合点検を各年 1回実施するものとする。 

（４）故障時の呼出しに対しては、直ちに係員を派遣し、点検、調整並びに応急措置を講
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ずるものとする。 

（５）点検、調整の結果は委託者に報告し、その承認を受けるものとする。 

（６）主要部品及び機器の取替は、本作業には含まないものとする。 

 

６．その他保守作業等 

  別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上した資材等の取替え。 
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    別紙 2-1-12 

 

厨房排気設備点検清掃業務仕様書 

 

１. 業務概要 

この業務は、建物内に設置された地階及び１階厨房における排気設備について、排気

機能が円滑に行われるよう点検をするとともに、整備清掃を行うこと。 

 

２. 業務内容 

厨房排気設備及び清掃対象範囲は【（2-1-12）別添 1】のとおり。設備については【（2-1-12）

別添 2】を参照のこと。 

（１）ステンレス排気フード内部薬液洗浄 

（２）上記以外の排気フード内部ケレンがけ清掃耐熱塗装仕上げ 

（３）排気ダクト内部のケレンがけ清掃 

（４）排気ファン点検清掃 

 

３．業務要領 

（１）本業務は、毎年１月から２月の間の閉庁日に行うこと。 

（２）作業実施日については、少なくとも 1ケ月前までに施設管理担当者と日程調整し、

作業日時の調整を行うこと。 

  （３）作業終了後、動作確認し、直ちに養生、使用機器を回収撤去すること。 
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     別紙2-1-13 

 

屋内式ガス瞬間湯沸器点検業務仕様書 

 

１．業務概要 

この業務は、建物内に設置された屋内式ガス瞬間湯沸器において点検・保守業務を適切に実施し、早

期に故障の発見、修理若しくは復旧を行って当庁舎の業務に支障の来すことのないよう措置するものと

する。 

 

２．対象機器 

  パーパス㈱ ＧＳ－Ｓ2400ＧＥ-Ｈ（都市ガス用）・・・1基 

  ハーマン㈱ ＹＳ-526（都市ガス用）・・・1基 

  大阪ガス㈱ ＹＲ-546（都市ガス用）・・・1基 

  ハーマン㈱ ＹＲ-532（都市ガス用）・・・1基 

 

３．業務内容 

庁舎内に設置している屋内式ガス瞬間湯沸器４基について、長期使用製品安全点検制度（消費生活

用製品安全法第２条第４項に指定された特定保守製品の法定点検）に基づいた法定点検を年１回以上

実施すること。 

111 / 198



        別紙 2-1-14 

 

害虫等生息調査業務仕様書 

 

 

１ . 業 務 種 目        害虫等の生息調査及び防除作業の提案 

 

２ .  業 務 範 囲        この業務は、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（以

下「ビル管理法」という。）に基づき、神戸地方合同庁舎に発生す

る害虫及びねずみの生息調査及び防除作業の提案を行うものであ

る。 

 

３ .  業 務 要 領      ビル管理法及びその他関係法令による、ねずみ・昆虫等の生息調査を 

下記により実施する。なお、本業務にあたっては、「建築物における維

持管理マニュアル（平成 20 年 1 月建築物環境衛生維持管理要領等検討

委員会作成）」を遵守すること。 

（１）対象生物  ねずみ、昆虫等（ゴキブリ、蚊、ハエ、チョウバエ、ダニ） 

（２）実施要領 

① 環境調査 

ねずみ  建物周辺敷地の状況（植え込み、側溝、駐車場、ゴミ置場他）を調査

する。 

昆虫等  水廻り、厨房、塵芥場、排水溝、汚水槽等発生源や栄巣箇所となり得

る場所を調査する。 

② 生息調査 

ねずみ  ねずみによる汚染（ねずみの出入り場所、パイプ、梁、電線、柱、地

階の床の隅、端などラットサインと呼ばれる黒ずんで油っぽくなって

いる箇所）、脱糞状態、かじり跡、足跡、無毒餌消失調査などを行い、

ねずみの種類、侵入経路、餌場、栄巣場所を把握する。 

ゴキブリ   ゴキブリによる汚染（ローチスポットと呼ばれるゴキブリが群れを 

しているところに表れる独特のしみ）、糞、臭い、脱皮殻、卵鞘など

の有無を確認し、ゴキブリの存在と行動を把握する。 

 

カ、ハエ（チョウバエ）   

汚水・雑排水・湧水槽等のマンホールを開け、中からカ、チョウバエ

が飛び出してくるかどうかを点検する。 
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③ トラップ調査 

ねずみ  ねずみ用粘着トラップを設置し、捕獲があればその種類、場所を確認

する。 

ゴキブリ ゴキブリ用粘着トラップを設置し、捕獲があればその種類、捕獲数、

場所を確認する。 

④ 聞き取り調査  各階利用者からねずみ、昆虫等の目撃、物的･身体的被害について

の情報を収集する。特に、ダニの被害については、実際にダニを発

見したか、どこで発見したか、皮膚炎があるか、ある場合には、過

去にあったか、被害を受けた時間、場所はどこか、皮膚炎のある箇

所、状態など、慎重に調査する。 

 

（３）調査回数   

全館調査・・・1年に 2回（5月、11 月） 

特定個所調査・・・1年に 6回（5月、7月、9月、11月、1月、3月） 

※ 特定個所とは、食堂、9 階旧喫茶室、食品庫、グリーストラップ、湯沸

場、トイレ、ゴミ置場、地下駐車場、機械室、汚水・雑排水・湧水槽他ね

ずみ、昆虫等が発生しやすい箇所をいう。 

 

（４）提出書類  調査結果を取りまとめた上で報告書を提出すること。また、調査結果

を基に防除作業方法の提案書を提出することとする。 
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      別紙 2-1-15 

 

害虫駆除業務仕様書 

 

１. 業 務 種 目        害虫駆除業務 

 

２. 業 務 範 囲        この業務は、神戸地方合同庁舎に発生する害虫（ゴキブリ、カ、 

ダニ、チョウバエ）の駆除及び防止処置のため、下記要領に従って、

期間中に各箇所 1回の薬剤散布を行うもの。 

 

３ . 業 務 要 領       

（１）対象生物   昆虫等（ゴキブリ、カ、ダニ、チョウバエ） 

（２）実施要領   

①施工方法 

・各階湯沸し場・トイレ及び地下階浴室・雑排水槽室・汚水槽室は残留噴霧法と

超微粒子空間噴霧法の併用とする。 

・上記以外は残留噴霧法とする。 

・残留噴霧法の対象面積は約 15,000 ㎡であり、空間噴霧法の対象面積は約 500

㎡である。 

②使用薬剤 

使用薬剤は、厚生労働省の許可を受けたもので、次の事項に留意し選定すること。 

・人的に安全性が高いこと。 

・悪臭、刺激、汚染、引火性がないこと。 

・抵抗性害虫にも効果があること。 

・超微粒子空間噴霧法で使用する薬剤はフラッシング効果を有すること。 

 

③養生処理 

事務機器及び湯沸し場の厨房用品等、直接手を触れるものについては、受注者に

おいて養生処理をすること。 

④作業日程 

・作業実施日までに施設管理担当者と日程調整の上、作業届を提出すること。 

・残留噴霧法は平日に行うこととし、一部の執務室・食堂の作業開始時間について

は、施設管理担当者と打合せすること。また、入居官署等の専用部分の作業につ

いては、入居官署等の担当者とも打合せすること。 
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・超微粒子空間噴霧法は閉庁日に行うこととする。 

⑤注意事項 

・対象場所及び物品の安全を点検し、作業中であっても安全を常に留意して作業を

行うこと。 
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別紙 2-1-16 

 

樹木管理等業務 
 

 

１ .業 務 種 目     樹木管理等業務 

 

２．業務内容等 

（１）樹木剪定及び枝処分 

庁舎敷地内の下記樹木について普通剪定を行うこと。なお、配置等については【（2-1-16）

別添】を参照のこと。 

高木：年1回（10月下旬から11月中旬）クス（幹周60㎝未満）16本 

低木及び芝 743㎡ 

（２）除草及び集草・処分 

庁舎敷地内の除草を行うこと。 

年2回（5月から6月頃及び10月下旬から11月中旬頃） 

低木及び芝 743㎡ 

（３）病害虫防除 

庁舎敷地内の樹木等の病害虫防除を行うこと。 

薬剤は、ディプテレックス乳剤（同等品以上）を使用するものとする。 

年2回（5月から6月頃及び10月下旬から11月中旬頃） 

高木（幹周60㎝未満）16本 

低木及び芝 743㎡ 

    

３.作業上の注意事項 

（１）本業務を行うにあたって、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グ

リーン購入法）」に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」及び「住宅地

等における農薬使用について」（平成25年4月26日付農林水産省消費・安全局長、環境

省水・大気環境局長通知）を遵守すること。 

（２）「公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル（平成22年5月環境省水・大気環境局

土壌環境課農薬環境管理室作成）」に基づき、物理的防除により可能な限り農薬の使用

量を削減すること。 

（３）庁舎敷地にある高木（クス）については、枝葉を可能な範囲で多めに剪定すること。 

（４）茂りすぎた枝、混みすぎた小枝等については、その樹木の本来の形、枝振りのバラン

ス等を考慮しつつ、通風の良くなるようその枝の根元から間引くようにすること。 

（５）⑸障害枝は可能な限りその枝の先端に近いところにある小枝を全体の樹形を考慮しつ

つ剪定すること。 

（６）枯れ枝及び障害枝はその枝の根元から剪定すること。 

（７）緑地帯や庭園部分については、除草、草刈及び薬剤散布を行うこと。 

（８）薬剤散布については、来庁者・通行者が少ない閉庁日で、風が少なく天候が不順でな

い日とし、風上から散布すること。また、周囲対象物以外のものにかからないように注

意すること。 

（９）散布中及び散布後一定期間、関係者以外が散布区域に立ち入らないよう配慮すること

がラベルに記載されている農薬を使用する場合は、立入制限措置をとること。 
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 別紙 2-1-17 

 

 

建築基準法第 12 条第２項に基づく建物点検業務仕様書    

 
 

１．業 務 種 目   建築基準法第 12 条第 2 項に基づく建物点検業務 

 

２．業 務 範 囲   目視及び 1階部分のテストハンマー等 

 

３．業 務 内 容   

  （１）点検対象項目、点検方法及び調査結果の作成方法 

    平成 20 年国土交通省告示第 282 号に定めるとおりとする。 

    ※ 法令で指定された有資格者による点検となることに留意すること。 

 

（２）報告等 

① 建築基準法第 12 条第 2 項に基づき神戸地方合同庁舎の建物点検を行い、その調

査結果を作成し、提出すること。 

② 業務完了後、報告書を提出のうえ、施設管理担当者の承認を受けること。なお、改善

等を必要とするものについては、受注者において改善方法等を検討のうえ、施設管理担

当者に、別途報告することとする。 

  ③ 平成 28 年度の業務実施については、下記４．に計上する外壁打診調査と併せて実施

することとし、平成 28年 10 月末までに完了させること。 

 

４．その他保守作業等 

  別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上した資材等の取替え。 
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別紙 2-1-18 

 

 

建築基準法第 12 条第４項に基づく建築設備（昇降機を除く） 

点検業務仕様書 

 

 

 

１．業 務 種 目   建築基準法第 12 条第４項に基づく建築設備（昇降機を除

く）点検業務 

２．業 務 概 要   建築基準法第 12 条第４項に基づく建築設備（昇降機を除く）点

検を行い、その調査結果を作成し、提出する。  

 

３. 業 務 内 容   

（１）点検対象項目、点検方法及び調査結果の作成方法 

    平成 20 年国土交通省告示第 285 号に定めるとおりとする。 

    ※ 法令で指定された有資格者による点検となることに留意すること。 

 

（２）報告等     

        ① 毎年度 1回以上点検を行い、報告書を 2 部提出すること。 

また、改善等を必要とするものについては、改善方法を受注者において検討の

うえ、施設管理担当者に、別途報告すること。 

        ② 神戸地方合同庁舎設備機器等運転監視及び日常点検保守業務における、他の委

託契約業務において点検し、報告記録を作成した項目については、改めて点検を

行う必要はないものとする。 

また、調査結果報告書は、複数回点検を行った項目について、直近の状況を記

載するものとする。 

   

４．その他保守作業等 

  別紙 2-4「電気機械設備等更新等業務一覧」に計上した資材等の取替え。 
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別紙 2-1-19 

 

入退館管理システム保守業務仕様書 

 
１．業務概要 

神戸地方合同庁舎入退館管理システム等の保守業務 

 

２．業務内容 

「神戸地方合同庁舎入退館管理システム」（以下、本システム等という。）は、庁舎のセキュ

リティ確保の観点から、国家公務員のＩＣカード身分証に関する共通仕様書に準拠した各府省

庁が発行する身分証及び通行証等のＩＣカードにより、入退館管理を行うシステムである。本

システムは、カードの失効情報等について、関東財務局に設置されたサーバを経由して、他省

庁から最新のデータを受信し、不正なカード所持者の入館を排除するとともに、在勤者及び来

館者について、毎日、24 時間の入退館管理を行うこととしており、本システムを安定的に運

用するためにシステム全般の保守に関する業務である。 

 

３．業務仕様 

（１）全般 

受注者は施設管理担当者の指示に従い、作業を行うこと。 

（２）守秘義務 

①本仕様書に基づくすべての作業において、知り得た業務上の情報を第三者に開示又は

漏洩しないこと。 

②本調達で知り得た情報を他の目的で利用しないこと。 

③受注者は、作業を行うに当たり貸出された資料又は支給を受けた物品等については、

善良なる管理者の注意をもって保管及び管理するものとし、契約期間満了後には、全

て返却することとし、当該資料等を複写及び本調達の目的外の使用をしないこと。 

④上記事項以外で機密保持に関する事項は、施設管理担当者と協議の上取り決めること。 

（３）個人情報保護法に関する事項 

受注者においては、「個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）」及び財

務省が定めた個人情報保護に関する規程等を遵守し、個人情報を取り扱うこと。 

（４）本調達に関する役務の提供を行う上で必要なドキュメント等は、別途提示する。なお、

対象ドキュメント等は以下のとおりとし、提示する内容については、施設管理担当者

と協議を行うこととする。 

      ・国家公務員のＩＣカード身分証に関する共通仕様 

      ・インターフェース仕様及び接続要件仕様 

      ・詳細システム系統図 

・システム設計書（平面図、展開図、配線図） 

・運用マニュアル 

・操作マニュアル  

（５）保証 

本システム全体の稼動を確認し、障害発生時は責任を持って問題解決に当たること。必

要に応じて発注者又はその指示する者との作業及び調整等を行うこと。   

（６）協議 
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     本調達を行うにあたっては、システム開発業者と十分協議を行い、システムの運用等に

支障が生じないようにすること。 

 

４．システム構成 

本システムを構成する機器は、【（2-1-19）別添 1】「機器明細書」のとおり。 

  

５．保守サービス 

（１）保守対象システム等範囲 

①【（2-1-19）別添 1】「機器明細書」に記載の機器等、ＬＡＮ配線 

     ②国家公務員ＩＣカード失効情報サーバ及び霞ヶ関ＷＡＮとの接続に必要な設定         

   （２）定期メンテナンス 

①定期メンテナンスの内容 

・機器及びソフトウェア等について、1 年に 1 回以上の定期メンテナンス、クリーニ

ング及び調整を行うこと。 

（主な点検項目は、【（2-1-19）別添 2】「中央監視盤点検仕様書」に記載） 

・サーバをシャットダウン及び再起動を行う必要がある場合に、現地にて安全にシャ

ットダウン及び再起動を行うこと。 

②定期メンテナンスの実施 

・定期メンテナンス及びその他保守は、業務に支障がないように行うこと。 

・定期メンテナンスその他保守の実施に際しては、事前に計画を施設管理担当者に提

出し、スケジュール・実施可否等につき調整を行うこと。 

原則的には、業務に支障がないように行うこととするが、やむを得ず支障が出てし

まう場合には、通行量の少ない土日等に作業を実施すること。 

      ・定期メンテナンス時に部品の交換が必要となった場合は、その部材費は受託金額に

含めないもの（発注者側の負担）とし、施設管理担当者に報告を行い、承認を得た

上で、交換を行うこと。 

   （３）ヘルプデスク等 

      ヘルプデスク、障害受付窓口の内容 

       機器及びシステムの操作方法についての質問及び障害の発生について、一元的に受

け付ける窓口を 24 時間設置し、電話又はメールにて、操作方法の回答及び障害時の

適切な対応（1 次障害対応）を行うこと。電話又はメールにて解決しない場合は、平

日 9：00～17：30 の時間帯、現場に保守作業要員を派遣すること。ただし、全システ

ム停止等の緊急事態に対しては、速やかに復旧を行う体制をとること。その場合の障

害対応に対する目安は、障害発生後速やかに保守作業要員を派遣し、当日又は翌日ま

での復旧を行うものとする。復旧に時間を要すると認められる場合は、システム開発

業者と連絡をとり、速やかに復旧を行うこと。  

（４）ソフトウェアライセンス管理 

    本システムを構成するソフトウェアのうちウィルス対策ソフトについてのライセンス

管理を行い、運用期間中は正常に使用できるようにすること。また、ウィルス対策ソフ

トの定義ファイル等については、機器導入時の設定どおり適宜更新できるようにするこ

と。 

（５）障害時の対応 

     ・障害発生時は６．（３）の窓口にて、電話又はメールにて受付けること。 
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・電話又はメールにて 1次障害復旧対応を適切に行うこと。 

・障害状況を把握し、ハードウェア障害又はソフトウェア障害かの切り分けを行うこと。 

・障害発生の原因究明を行い、原因を取り除くとともに再発防止策を検討し、施設管理

担当者に報告すること 

・必要に応じて修復作業要員を派遣し、現地にて障害対応を行うこと。 

・システムを安定的に稼動するために重要な機器については、障害発生時には速やかに

部品交換等を実施して復旧させること。復旧に長時間を要すると判断される場合は、

施設管理担当者と相談の上、代替機を手配する等を実施し、業務の運用に極力支障の

無きよう対応すること。 

なお、障害発生時の部品交換及び代替機の手配等に関する費用は、受託金額に含め

ないもの（発注者側の負担）とし、施設管理担当者に報告を行い、承認を得た上で、

交換を行うこととする。 

・本システムを構成する機器について、上記の「システムを安定的に稼動するために重

要な機器」以外の機器は、契約期間中は、当該機器及びそれを構成する部品もしくは

同等以上の代替機・代替部品の調達を保証すること。これら代替部品及び代替機の手

配についても、本調達範囲に含めるが、受託金額には含めないもの（発注者側の負担）

とし、施設管理担当者の承認を得た上で、交換等を行うこと。 

・代替機は障害発生機器が有していた機能及びスペックと同等以上の機器を提供するこ 

と。   

（６）環境の維持・管理 

・本システム及び関連している他システムについての最適化、修正、更改等及びソフト

ウェアの環境設定の変更等により、本システムの安定稼動に影響がある場合には、本

システムの設定変更等の修正を行うこと。 

（７）潜在不具合 

機器に関する技術的な問題点等の提供 

・ハードウェアベンダやソフトウェアベンダから提供される問題点や不具合の情報の

うち、本システムに関係するものについて、定期的にその内容と対処方法を施設管理

担当者へ速やかに報告すること。 

 

６．その他留意事項 

（１）保守・障害対応 

①保守及び障害対応等に関しては、本システム構築に従事した開発業者と連携し、十分

な体制を確保すること。 

②保守及び障害対応等の体制は、責任と役割を明確化し全社的な対応を行うこと。 

③ヘルプデスクへの質問に対する回答、障害対応等の内容及び対応実績等については速

やかに報告すること。 

④保守及び障害対応等の実施にあたっては、作業体制表を施設管理担当者へ報告し、承

認を得ること。 

（２）保守等費用の範囲に関する留意事項 

保守等の実施について、受託期間中は受託金額内で対応すること。 

また、以下の条件においても同様とすること。 

・通常の使用状況で障害が発生した場合 

・施設管理担当者が承認したソフトウェアバージョンアップの実施時 
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・受注者単独で対応できない問題が発生した場合における他社サポート依頼時 

（３）機器の撤去 

運用期間中、及び運用期間経過後の機器の撤去については、対象となる磁気ディスク装

置について、完全に読取りが出来ないように、ディスク内容を完全に消去する等対策を講

じること。 

（４）その他 

・本業務を実施するに要する場所の確保及び作業に必要な電力及び水道は、発注者が負

担するものとする。 

・受注者は、本業務保守対象機器を適切な日常管理を行うこととし、他の装置を追加接

続又は改造等を行う場合や設置場所を変更する場合は、施設管理者に報告するもの

とする。 

・保守作業については、日本語での対応を行うこと。 
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(2-1-19)別添１

NO. 名　　　称 品番/図番 台数 備考

1 入退館管理サーバー EK14712NA0001A 1

2 入退館管理端末 EK14712NA0002A 1

3 ＤＶＤ－ＲＡＭユニット S-A4001-03 1

4 ＵＰＳ　１ＫＶＡ S-U1100-01 2

5 ＵＰＳ用警報信号ケーブル KE0003A 2

6 鍵配信用カードリーダーライター EK9A17CW0001A 2 卓上用

7 非接触カードリーダーライター EK9A17CF0001A 10 セキュリティゲート用

8 非接触カードリーダーライター EK9A17CF0002A 2 電気錠用（抵抗有）

9 非接触カードリーダーライター EK9A17CF0003A 2 電気錠用（抵抗無）

10 同上用露出ボックス Y3L-B91113 4

11 ゲート開放ボタン 1 卓上用

12 コントロールユニット盤 EK9A17CN0001A02 1

13 ゲートユニット盤 EK9A17CN0003A01 1

14 セキュリティゲート 2 ２通路３筺体

15 ネットワーク監視表示灯 NHS-1FB0-R 1

16 ハードディスク HDS2-UT 1

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

機器明細書
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中央監視盤点検仕様書 （2-1-19）別添2

件名：神戸合同庁舎

機器名称 数量 備考

入退館管理サーバー×１ フロッピーディスクヘッドの清掃

入退館管理端末×１ 筐体及び筐体内部の清掃

ＬＥＤ点灯状況の確認

自動診断機能による確認

２セット サーミスタの清掃

操作キーボード及びマウス 筐体及び筐体内部の清掃

１台 キートップ部の清掃

液晶ディスプレイ 筐体及び筐体内部の清掃

表示品質の確認（視認による）・輝度調整

１台 表示部の清掃

ブザーユニット コネクタ接続部の接続状況確認

外観破損状況確認

ブザーユニットの鳴動確認

１式 本体清掃

ネットワーク監視表示灯 コネクタ接続部の接続状況確認

外観破損状況確認

表示灯の動作確認

１式 本体清掃

光磁気ディスク 外観破損状況確認

筐体及び筐体内部の清掃

試験プログラムのランニング

１式 光磁気ディスクヘッドの清掃

ＵＰＳ　１ｋＶＡ 端子部増し締め

本体清掃

電圧確認

測定箇所 規格値

入力電圧　AC100V AC100V±10%

出力電圧　AC100V(インバータ出力） AC100V±6V

接続部・接触部の点検

部品の外観点検

１台 絶縁抵抗測定

鍵配信用カードリーダーライター 外観破損状況・取付状態確認

(卓上型） 通常時の表示灯点灯動作確認

２台 カード読込時の表示灯点灯動作確認

非接触式カードリーダーライター 外観破損状況・取付状態確認

（セキュリティゲート用） カードリーダーによるセキュリティゲート/電気錠操作確認

（電気錠用） １４台 通常時の表示灯点灯動作確認

コントロールユニット盤×１ 電圧確認

ゲートコントロール盤×１ 測定箇所 規格値

伝送電圧 ＡＣ２４Ｖ±８Ｖ

２面 監視電圧 AC/DC24V　AC/DC100V　AC200V±１０％

コントロールユニット 機器の取付確認

コネクタ接続部の接続状況確認

外観破損状況確認

端子部増し締め

電圧確認

測定箇所 規格値

入力電圧ＡＣ１００Ｖ ＡＣ１００Ｖ±６Ｖ

電圧測定 ＤＣ１２Ｖ±１０％

1式 ＤＣ２４Ｖ±１０％

点検内容
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中央監視盤点検仕様書 （2-1-19）別添2

件名：神戸合同庁舎

ゲートユニット 端子部増し締め

ＬＥＤ点灯状況の確認

６台 動作確認

電気錠 外観破損状況・取付状態確認

２個 カードリーダーによる電気錠操作確認

セキュリティゲート ギアの注油、確認（ドア部）

(２通路３筐体） 摺道部の注油、確認（ドア部）

扉位置の調整、確認

バネの折損確認、注油

電源電圧の調整、確認

バッテリーの電圧確認

人間検知センサの清掃、調整、確認

選択ボタンランプの確認

ＩＤによるゲートの動作確認

サイドカバー開閉の確認

２セット カード回収部の満杯時の動作確認
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別紙 2-1-20 
  

免震部維持管理点検保守業務 
 

 

１ .業 務 種 目     免震部維持管理点検保守業務 

 

２. 業務概要 

この業務は、神戸地方合同庁舎における免震層の維持保全を図るため点検、整備、測定その他保守

管理に必要な事項を実施し当庁舎の業務に支障を来たすことのない様に処置するものとする。 

 

３．業務内容等 

本点検は以下の図書に基づき実施し、各適用図書の優先順位は次の通りとする。 

 

（1）本仕様書 

（2）国土交通大臣官房官庁営繕部監修 公共建築改修工事標準仕様書（平成 25年度版） 

（3）国土交通大臣官房官庁営繕部監修 公共建築工事標準仕様書（平成 25年度版） 

（4）日本免震構造協会 免震建物の維持管理基準(2014) 

（5）日本免震構造協会 ＪＳＳＩ免震構造施工基準(2013) 

 

４．点検実施者基準 

本点検は以下の基準に該当する点検会社及び点検者により実施されるものとする。 

 

・免震建物点検技術者の資格を有する者 

 

５．特記事項 

  （1）毎年度、1回、【（2-1-20）別添】に定める「定期点検１」を実施するものとする。 

  （2）実施時期は、施設管理担当者の指示によるものとする。 

  （3）受託者は以下に該当する事象が生じた場合、別添資料に定める「応急点検」の必要性を判定

したうえで、速やかに施設管理担当者へ報告するとともに、発注者の指示に従うものとする。 

    ・強風（概ね基準風速30ｍ/ｓ以上） 

    ・浸水 

    ・地震（概ね震度5弱以上：気象庁発表による） 

    ・火災 
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（2-1-20）別添 

１．免震建物の維持管理概要 

1.1 目 的 

本建物は免震建物であり、建物を常時適正な状態で機能させるため、建物竣工後の維持管理を行う。

1.2 建物概要 

工事名称 神戸地方合同庁舎耐震改修工事 

建 設 地 神戸市中央区海岸通29番地 

設  計 株式会社 松田平田設計 

施 工 者 株式会社フジタ 大阪支店 

規  模 延べ面積 16,034.53㎡ 

階  数 地上9階 地下1階 塔屋1階 

構造概要 耐震壁付きラーメン構造 基礎免震構造 

免震部材 鉛プラグ入り積層ゴム支承  14基 

 天然ゴム系積層ゴム支承  19基 

 直動転がり支承   12基 

 オイルダンパー     8基 

 

 点検スケジュール（例として、建物竣工後30年までを記載） 

 

◎ 免震部材全数の計測を行い、維持管理の初期値とする。 

○ 目視による点検を主とする。 

● 詳細計測を抜取りにて実施する 

*1 免震層に水害・火災の影響が及んだ場合、および設計者が設定する強風（基準風速30m/s以上）、

地震（震度5弱以上）の発生後、目視を主とした点検を実施する。 

*2 定期点検・応急点検で免震部材の異常が認められた場合に実施する。

竣工後年度 2015年 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

竣工時点検 ◎

定期点検1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

定期点検2 ● ● ● ●

応急点検*1

詳細点検*2
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1.3 免震部材配置図及びクリアランス等測定位置図 

 

：クリアランス測定位置 

○：建物位置測定位置（下げ振りによる） 

○：免震部材抜き取り計測位置 

 

NO.1 

NO.2 NO.3 

NO.4 

けがき板 
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2.点検の種別 

2.1 維持管理項目 

維持管理のための点検の対象となる部位および点検項目等の内容を下表に示す。 

部   位 要 求 性 能 管 理 項 目 点 検 方 法 

免震部材 a）鉛直荷重支持性能 

b）水平変位性能 

c）復元性能 

d）減衰性能 

e）耐火性能 

（必要な場合のみ） 

損傷、発錆の有無 外観検査 

鉛直変位（クリープ） 鉛直変位測定 

水平変位 水平変位測定 

材料特性の経年変化 外観検査または計測 

免震層 

建物外周部 

建物と地震との相対変位

に支障が無く、各部に損

傷が生じないこと 

クリアランス 計測 

障害物の有無 目視（確認） 

設備配管 

配線可撓部 

変位追従能力 

 

形状の変化 目視（確認） 

損傷液漏れ 目視（確認） 

その他 免震建築物であることの

表示 

設置状況 目視確認 

2.2 点検の種別 

点検は、定期点検1（1回/年）、定期点検2（建物竣工後5年、10年、以後10年毎）および応急点

検に分ける。点検は建物所有者から委託を受けた免震建物点検技術者が行う。以下に定期点検1（1回/

年）、定期点検2（建物竣工後5年、10年、以後10年毎）および応急点検内容を示す。 

 

2.3 定期点検1（1回/年） 

ａ）点検項目等 

実施者 免震建物点検技術者 

目 的 免震部材外観、建物周辺調査による異常の早期発見 

期 間 １年に１回 

基 数 全数（58基） 

方 法 接触診断及び目視調査（詳細は3.点検一覧のとおり） 

 

2.4応急点検（随時） 

ａ）点検項目等 

実施者 免震建物点検技術者 

目 的 機能の異常及び耐久性に関する確認 

期 間 建物管理担当者の指示による 

基 数 計測：16基、目視：全数（58基） 

方 法 接触診断および目視調査、測定機器による計測（詳細は3.点検一覧のとおり）
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3  点検一覧 

位 置 点検項目 管理値 

定期点検 詳細点検 

定期点検1（1回／年程度） 定期点検2 
（竣工後5年、10年、以降10年毎） 

（被災→応急点検→異常発見時） 

箇所 箇所 箇所 箇所 箇所 調査方法 異常 地震 強風 火災 水害 

免 

震 

部 

材 

支 

承 

積
層
ゴ
ム
支
承 

積層ゴムの外観 傷、局部変形 被覆ゴムの範囲内（長さ、深さ共10mm程度） 

目視は全数 
1/2程度記録 

目 視 

目視は全数 
1/2程度記録 
計測は10％ 
かつ3台以上 

目視・計測 

目視は全数 
1/2程度記録 
計測は10％ 
かつ3台以上 

目視・計測 

設計者の

指示によ

る 

○ ○ ○ ○ 

鋼材部の状況 
腐食（発錆） 浮錆・赤錆なし（塗装の浮き、剥がれ） 目 視 目 視 目 視 － － ○ ○ 
取付部 ボルト・ナットのマーキングのずれ（視認できるずれ） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ － 

積層ゴムの変位 
鉛直変位 変位（竣工時からの増分が5mm以内）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 
水平変位 変位（竣工時からの増分X・Y方向各々 50mm以内）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 

別置き試験体の状況 
有無 設計図書に設置が記載されている場合は有無の確認 目 視 目 視      
加力装置 加力されており加圧値が示されている場合は、加圧値の確認 目 視 目 視      

弾
性
す
べ
り
支
承 

すべり板 
汚れ・異物付着 汚れ・異物付着（摩擦に有害な固着物）  目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 
腐食（発錆） 摩擦に著しく影響を与える錆 目 視 目視・計測 目視・計測 － － ○ ○ 
傷 摩擦に著しく影響を与える傷 目 視 目視・計測 目視・計測 ○ ○ ○ ○ 

装置の変位 
鉛直変位 隙間（浮上りが発生していないこと）  目 視 目 視 ○ ○ － － 
水平変位 変位（竣工時からの増分X・Y方向各々 50mm以内）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 

鋼材部の状況 
腐食（発錆） 浮錆・赤錆なし（塗装の浮き、剥がれ） 目 視 目 視 目 視 － － ○ ○ 
ボルト・ナット ボルト・ナットのマーキングのずれ（視認できるずれ） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ － 

防塵カバー 
（防水・防油） 損傷・はずれ 破れ・はずれ（視認できる破れ・はずれ） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 

転
が
り
支
承 

転がり面 
汚れ・異物付着 汚れ・異物付着（摩擦に有害な固着物）  目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 
腐食（発錆） 摩擦に著しく影響を与える錆 目 視 目 視 目 視 － － ○ ○ 
傷 摩擦に著しく影響を与える傷 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 

装置の変位 
鉛直変位 変位（竣工時からの増分が2mm以内）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 
水平変位 変位（竣工時からの増分X・Y方向各々 50mm以内）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 

鋼材部の状況 
腐食（発錆） 浮錆・赤錆なし（塗装の浮き、剥がれ） 目 視 目 視 目 視 － － ○ ○ 
ボルト・ナット ボルト・ナットのマーキングのずれ（視認できるずれ） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ － 

防塵カバー 
（防水・防油） 

損傷・はずれ 破れ・はずれ（塵埃の進入） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 

ダ
ン
パ
ー 

U

型
ダ
ン
パ
ー 

状況（外観） 
本体 形状・傷（視認できる変形・損傷） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 
腐食（発錆） 浮錆・赤錆なし（塗装の浮き、剥がれ） 目 視 目 視 目 視 － － ○ ○ 
取付け部 ボルト・ナットのマーキングのずれ（木槌打撃等による） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ － 

形状 
主要寸法 主要寸法の変化（製品寸法からの変化5%以内）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 
水平変位 変位（竣工時からの増分X・Y方向各々 50mm以内）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 

オ
イ
ル
ダ
ン
パ
ー 

状況（外観） 
本体 形状・傷（視認できる変形・損傷） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 
腐食（発錆） 浮錆・赤錆なし（塗装の浮き、剥がれ） 目 視 目 視 目 視 － － ○ ○ 
取付け部 ボルト・ナットのマーキングのずれ（視認できるずれ） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ － 

装置の変位 水平変位 変位（550mm以上追随可能）  計 測 計 測 ○ ○ ○ － 
粘性体、オイル 液漏れ 漏れ（液漏れ痕跡あり） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ － 

減衰 減衰係数 減衰係数（設計値の範囲）  必要に応じ計測 必要に応じ計測 ＊ ＊ ＊ ＊ 

免
震
層
・
建
物
外
周
部
お
よ
び 

エ
キ
ス
パ
ン
シ
ョ
ン
ジ
ョ
イ
ン
ト
部 

免震層 
免震部材・設備配管・

配線・免震層全体 

クリアランス 
（水平及び鉛直） 

水平（550mm以上）、鉛直（30mm以上） 免震層全体 目 視 免震層全体 計 測 免震層全体 計 測 ○ ○ ○ － 

建物位置標識 設置確認（マーキングの有無）   所定位置 確 認 所定位置 確 認   ○ － 
建物位置 変位（竣工時からの増分50mm以内）   4隅及び中央 計 測 4隅及び中央 計 測 ○ ○ ○ － 
不同沈下 傾斜（計測点間で竣工時+1/500以下）   4隅 必要に応じ計測 4隅 必要に応じ計測 ＊ ＊ ＊ ＊ 
可燃物 可燃物（配線、配管以外の可燃物なし） 

免震層全体 
目 視 

免震層全体 
目 視 

免震層全体 
目 視 － － ○ ○ 

排水状況 良好（結露、水没がなく、排水溝以外の水溜りなし） 目 視 目 視 目 視 － － － ○ 
建物外

周部 
建物周辺の状況 クリアランス 水平550mm以上、障害物なし、人が挟まれる状況なし 外周部・Exp.J 目 視 外周部・Exp.J 計 測 外周部・Exp.J 計 測 ○ ○ ○ ○ 

配
管
可
撓
部 

配
線
の
余
長 

設備配管 可撓継手部 
取付状況、液漏れ 異常（変位追随性に障害なし） 

免震層全体 
目 視 

免震層全体 
目 視 

免震層全体 
目 視 ○ ○ ○ ○ 

傷・亀裂 損傷（変位追随性に障害なし） 目 視 目 視 目 視 ○ ○ ○ ○ 
追加工事 工事部分（免震機能上支障なし） 追加工事部分 確 認 追加工事部分 確 認 追加工事部分 確 認 － － － － 

電気配線 変位吸収部 
余長 余長長さ（設計で定める変位に追従可） 全 数 目 視 全 数 目 視 全 数 目 視 ○ ○ ○ ○ 
追加工事 免震機能（支障なし） 追加工事部分 確 認 追加工事部 確 認 追加工事部 確 認 － － － － 

 
そ

の

他 

免震建物であ

ることの表示 表示板等 設置の有無 設置（あり） 出入口等 目 視 出入口等 目 視   － － － － 

ｹｶ゙ ｷ式変位計 記録機能 不具合の有無 次回の定期点検まで記録機能が保持できる 設置場所 目 視 設置場所 目 視 設置場所 目 視 ○ ○ ○ ○ 
ｹｶﾞｷ式変位計

の記録 
変位記録 記録の有無 記録がなされている     

記録版・ 
記録用紙 

回収・撮影等 ○ ○ － － 

（※注1）目視で記録に留める場合は、写真撮影を原則とする。 （※注2）応急点検に代えて詳細点検を実施することもある。 

対処・改善処置が行われた場合は、報告書に処置前・後の写真を添付する。  ○：必須 －：不要 ＊必要に応じ
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別紙2-2 

神戸地方合同庁舎清掃業務仕様書 

 
Ⅰ 業務概要 

施設内外部の床等の清掃、窓ガラスの清掃、廃棄物の収集及び分別作業の業務を行ない、施設の衛生定期環

境の確保、美観の維持、劣化の抑制を図り、快適な執務環境を整備する。 

 

１．履行場所   神戸市中央区海岸通29番地   神戸地方合同庁舎 

 

 ２．履行期間   平成28年4月1日から平成31年3月31日まで 

 

３．施設概要 

    （１）敷地面積         5,145㎡  

    （２）建物規模                       （建築面積） （延べ面積）         

           鉄骨鉄筋コンクリート造 地上９階地下１階     1,689㎡    15,977㎡ 

                                  

４．業務仕様 

    （１）本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「建築保全業務共通

仕様書及び同解説（平成25年版）」（以下、「共仕」という。）による。 

    （２）本仕様書及び「共仕」に定めがない事項は、施設管理担当者と協議の上、決定するものとする。 

 

５．対象業務 

    （１）本仕様書の対象業務 

      ①清掃業務 

        ・日常清掃業務（共用部分、専用部分） 

        ・定期清掃業務（共用部分、専用部分） 

        ・窓ガラス清掃業務 

      ②尿石付着防止業務 

 

（２）仕様書の一覧 

・神戸地方合同庁舎 清掃業務仕様書 

・共用部分 清掃業務仕様書 

・専用部分 清掃業務仕様書 

・窓ガラス枚数及び面積 

 

Ⅱ 共通仕様 

 １．一般事項 

    （１）清掃業務の範囲 
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・家具、什器等（椅子等軽微のものを除く）の移動は、本業務に含まないものとする。 

・ロッカー、家具等が置かれ、清掃不可能な部分は行わなくてもよいものとする。 

    （２）資機材等の保管 

      資機材及び衛生消耗品は、施設管理担当者より指示された場所に整理し保管するものとする。 

    （３）清掃に伴う注意事項 

      使用する資機材は、品質良好、清潔かつ清掃場所に応じた最適なものを使用するものとする。 

    （４）用語 

      ① 資機材とは、次のような資材及び機材をいう。 

        ・資材＝洗浄用洗剤、樹脂用維持材、パッド、タオル雑巾等 

        ・機材＝自在箒、フロアダスター、真空掃除機、床磨き機等 

② 床仕上げは次のように分類する。 

・弾性床＝ビニール床タイル、ビニール床シート、フローリングボード、タタミ、等 

・硬質床＝磁器質タイル、花崗岩、大理石、コンクリート、合成樹脂塗床、等 

・繊維床＝タイルカーペット 

    （５）その他 

      その他の事項に関しては、「共仕」第4編第1章第1節一般事項による。 

２．業務関係図書 

   （１）次の書類を作成し、定められた期日までに施設管理担当者の承諾を得ること。 

     ① 業務計画書〔「共仕」第1編1.3.1〕（4月当初提出） 

     ② 作業計画書〔「共仕」第1編1.3.2〕（作業開始前まで） 

     ③ 緊急対応連絡表 

     ④ 委託先一覧表及び実務実施体制表 

   （２）提出物の所有権 

     ① 受注者が作成して提出した（１）の業務計画書等の書類の所有権については、各業務完了後に

当局に移転する。 

     ② 受注者は、提出物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合は、その使用に必要な費用の

負担及び使用許諾契約等に係わる一切の手続を行うこと。 

 

３．業務の記録〔「共仕」第1編1.3.4〕 

    次の管理用記録書類を整備し、常時閲覧が可能なように保管を行い、業務終了時に提出すること。 

      ① 業務計画書、作業計画書〔「共仕」第1編1.3.1、1.3.2〕 

② 作業報告書類（自主点検記録を含む）〔「共仕」第1編1.5.7〕 

③ 業務の記録〔「共仕」第1編1.3.4〕 

 

４．業務の報告〔「共仕」第4編1.1.8〕 

      報告書による報告期限は、原則下記のとおりとする。ただし、緊急性のあるものは適宜報告し、また

履行期間末のものは施設管理担当者の指示に従うこと。 

     ① 作業日報（日常清掃）   翌開庁日の12時までに提出 
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     ② 作業報告書（日常清掃以外）  作業後5日以内に提出 

       

５．業務責任者等の選任 

   （１）業務責任者〔「共仕」第1編1.4.2〕 

         ① 受注者は、業務を円滑に実施するため業務責任者及び補助者（以下「業務責任者等」という。 

を選任し、書面をもって施設管理担当者に通知する。なお、業務責任者等は開庁日の8：00～17：

00（休憩 1時間）の間、委託施設に常駐するものとする。 

     ② 業務責任者は、下記の業務を行うものとする。 

        ア．施設管理担当者との連絡、報告、調整。 

イ．清掃員の指導及びクレーム処理と整理。 

   （２）業務関係者名簿の提出 

      受注者は、当該業務に従事する業務関係者について、業務の実施に先立ち、清掃員（業務責任者

を含む）の氏名、年齢及び資格を記載した「業務関係者名簿」及び履歴書（写真付、写しでも可）

を提出し、施設管理担当者の承諾を得ること。 

      また、業務関係者名簿を提出後、記載事項に変更があった場合には、速やかに変更後の業務関係

者名簿を提出し、施設管理担当者の承諾を得ること。 

 

６．業務条件〔「共仕」第1編1.4.3〕 

（１）清掃業務 

① 日常清掃業務   

   開庁日 

   ・1階屋内部分      6：00～17：00 

   ・その他屋内及び外回り  6：00～17：00 

   ・専用部分については各官署と相談のうえ決定すること。 

業務責任者及び業務従事者については、原則、１日の勤務形態を以下のとおりとする。 

   ・業務責任者1名以上   8：00～17：00  8時間の勤務（休憩１時間）  

   ・業務従事者3名以上   6：00～10：00  4時間の勤務 

    （原則、上記時間内に作業を実施するものとする。時間外に作業を行う必要性のある場合は、

別途、施設管理担当者と協議すること。） 

      ② 定期清掃業務 

       定期清掃は原則としてア．の時間帯に行うものとする。但し、避難ベランダにかかる清掃は原則

としてイ．の時間帯に実施する。        

   ア．閉庁日  

・7：00～17：00  

イ．開庁日 

 ・7：00～17：00 

      ③ 窓ガラス清掃業務 

       実施日時は、施設管理担当者と協議する。 
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（２）尿石付着防止業務 

開庁日 

     ・7：00～17：00  

（原則、上記時間内に作業を実施するものとする。時間外に作業を行う必要性のある場合は、

別途、施設管理担当者と協議すること。） 

 

７．施設・設備の使用等 

    （１）控室の貸与 

      ① 業務実施期間中、業務実施に必要な作業員控室は無償で貸与する。但し、控室及び作業現場に

おいては、火気取扱責任者を指定して火気に十分注意し、常に整理・整頓を心掛けること。 

      ② 業務期間満了後は、現状復旧の上直ちに返却すること。現状復旧に要した費用は、受注者にお

いて負担すること。 

    （２）施設の使用等の留意事項 

      ① 業務関係者は、庁舎構内に立入中は当局が発行する神戸地方合同庁舎通行証を着けること。 

② 作業実施に際し、建築物、庁舎内の他の設備及び物品等に損害を及ぼすことのないように十分

注意し、万一損害を与えた場合には、直ちに施設管理担当者に報告すること。 

    （３）駐車場の利用  

       施設内の駐車場の利用は不可。ただし、作業上止むを得ず駐車する必要がある場合は別途、施設

管理担当者と協議の上、決定する。 

 

８．受注者の負担の範囲〔「共仕」第1編1.2.3〕 

（１）制服、事務用品等は受注者の負担とする。 

    （２）清掃に必要な資機材（散水用具を含む）は受注者の負担とする。但し、衛生消耗品は発注者が支

給するものとする。 

    （３）廃棄物搬出に必要な機材は受注者の負担とする。但し、神戸市指定ゴミ袋は発注者の負担（古紙

等回収業務を除く）とするが、適正に管理・使用をすること。 

    （４）貸与備品等 

       受注者が業務を履行する上で、発注者が必要と認めるロッカー等は、これを貸与する。なお、貸

与備品等の破損、紛失等については受注者の管理責任で負担すること。 

    （５）持込備品等の留意事項 

       業務において受注者が持込む作業用仮設及び資機材は、労働安全衛生法、建築基準法、建築工事

公衆災害防止対策要綱その他関係法令等に従い、適切な材料及び構造のものとする。また、作業が

複数日に渡る場合にあっては、施設管理担当者の承諾を得て残置することができる。 

 

９．その他 

（１）官公署への手続き、届出書類に関する事項 

施設管理担当者が関係官公署等に行う届出について、資料作成等の補助業務を行い、施設管理担

当者の指示に基づき官公庁へ提出すること。 
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（２）官公署の検査がある場合は、施設管理担当者の指示により立会等に協力すること。 

（３）業務従事者は制服を着用し、社名及び氏名を記入した名札、当局が発行する神戸地方合同庁舎通

行証を着けること。 

（４）受注者は、業務従事者の労務管理及び健康管理等を適切に行い、業務従事者に事故のあるときは

代替要員を確保し、業務に支障が無いよう留意すること。 

（５）安全衛生等に関する事項 

      受注者は、業務関係者に対して安全衛生及びその他の業務上必要な事項についての指導及び教育

を徹底すること。また、職員及び来庁者等の通行に支障が生じないよう留意するとともに、機器を

操作する際には十分に安全確認を行って事故のないようにすること。 

       万一、作業中に事故が発生した場合は、事故の大小にかかわらず直ちに施設管理担当者に報告

すること。  

（６）禁止事項 

① 業務に関係のない場所、室への入室 

② 業務上知り得た施設管理データ、施設資料等の情報の漏洩及び持出し。 

（７）鍵管理に関する事項 

     ① 業務に必要な鍵は貸与する。業務終了後は、直ちに返却すること。 

     ② 鍵の取扱いについては、施設管理担当者の指示に従い、複製はしないこと。 

（８）業務関係者は、建物内での喫煙を一切行わないこと。喫煙する場合は、庁舎敷地内の所定の場所

で行うこと。 

（９）来庁者、職員等とのトラブルには、細心の注意を払うこと。万が一、トラブルが発生した場合は、

受注者が責任を持って対処すること。 

 

Ⅲ 建物内部の清掃 

 １．業務の範囲 

（１）共用部分   玄関ホール、廊下、階段、各階エレベーターホール、エレベーター機内外、湯沸室、

雑用室、便所、指定した部屋等の床面・壁面及び扉・間仕切等の造作並び紙屑入れ等

の配置された備品、屋外駐車場、喫煙スペース、地下駐車場、屋上ベランダ 

（２）専用部分  各入居官署の事務室内で指定された範囲及び作業 

 

２．共用部分の清掃 

【（2-2）別添1】神戸地方合同庁舎清掃業務【共用部分清掃業務仕様書】による。 

 

３．専用部分の床清掃（日常清掃） 

         専用部分の日常清掃の清掃作業の内容は下記による。 

また、その対象範囲・実施方法等は、【（2-2）別添 2】「神戸地方合同庁舎清掃業務【専用部分清掃業務仕

様書】」による。 

（１）弾性床及び硬質床 
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作 業 項 目 作 業 内 容 

１． 除塵 

1.1 自在箒又はフロアダスターによ

る除塵 

1.2 真空掃除機による除塵 

 

箒、自在箒、フロアダスター（ダストモップ）で丁寧に掃

き、集めた塵芥は所定の場所に搬送する。 

真空掃除機で丁寧に吸塵する。 

２． 水拭き 

 2.1 部分水拭き 

 2.2 全面水拭き 

 

汚水や水滴などが付着した部分をモップで拭く。 

床全面をモップで丁寧に拭き上げる。 

   （２）繊維床 

作 業 項 目 作 業 内 容 

１． 除塵 

 1.1 真空掃除機による除塵 

 

真空掃除機で丁寧に吸塵する。 

  

４．専用部分の床清掃（定期清掃） 

    専用部分の定期清掃の清掃作業の内容は下記による。 

また、その対象範囲・実施方法等は、【（2-2）別添2】「神戸地方合同庁舎清掃業務【専用部分清掃業務

仕様書】」による。 

   （１）弾性床、硬質床 

作 業 項 目 作 業 内 容 

表面洗浄 １． 椅子等軽微な什器の移動を行う。 

２． 床面の除塵を行う。除塵作業は日常清掃による。 

３． 適正に希釈した表面洗浄用洗剤をモップでむらになら

ないよう塗布する。（硬質床の場合床面を十分ぬらし

た後に行うものとする。） 

４． 洗浄用パッドを装着した床磨き機で、皮膜表面の汚れ

を洗浄する。 

５． 吸水用真空掃除機又は床用スクイージーで汚れを除去

する。 

６． ２回以上水拭きを行って、泥水や洗剤分を完全に除去

した後、十分に乾燥させる。水拭きは日常清掃の全面

水拭きによるものとする。 

７． 弾性床は、樹脂床維持材を塗り残しや塗りむらのない

よう塗布し、十分に乾燥した後、塗り重ねる。塗布回

数は２回とする。 

８． 移動した椅子等軽微な什器を元に戻す。 

（２）繊維床 
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作 業 項 目 作 業 内 容 

 

全面クリーニング 

１．除塵を行い、しみ取り（繊維素材に適したしみ取り剤

を用いて取る）やスポットクリーニング（パフィング

パッド方式またはパウダー方式により行う）を行う。 

２．適正洗剤で床全面を洗浄し丁寧に汚れを除去する。 

 

５．専用部分の床以外の清掃（定期清掃及び日常清掃） 

 専用部分の床以外の清掃内容は下記による。 

また、その対象範囲・実施方法等は、【（2-2）別添2】「神戸地方合同庁舎清掃業務【専用部分清掃業務

仕様書】」による。 

作 業 対 象 作業項目 作 業 内 容 

壁 

 

フロアマット 

 

 

扉ガラス 

 

 

什器備品 

 

ごみ箱 

金属部分 

扉及び便所へだて 

洗面台 

鏡 

部分拭き 

除塵 

除塵 

洗浄 

 

部分拭き 

全面洗浄 

 

除塵 

拭き 

ごみ収集 

除塵 

部分拭き 

拭き 

拭き 

汚れた部分を水又は専用洗剤を用いて拭く。 

鳥毛はたき又は静電除塵具等で除塵する。 

真空掃除機で吸塵する。 

洗剤や水を用いて洗浄し、土砂や汚れを取除く。 

洗剤を用いる場合はよくすすいだ後、十分に乾燥させる。 

汚れの目立つ部分をタオルで水拭き又は空拭きする。 

ガラス全面に水又は専用洗剤を塗り、窓用スクイージーで

汚れを取る。 

タオル、ダストクロス等で埃を取る。 

タオルで水拭きする。 

ごみを収集し、容器を拭く。 

タオル、ダストクロス等で埃を取る。 

汚れた部分を、水又は専用洗剤を用いて拭く。 

スポンジで専用洗剤を用いて洗浄し拭き上げる。 

乾拭きして仕上げる。 

生陶器及び水栓類 

 

照明器具 

 

 

洗浄 

 

拭き 

 

 

専用洗剤を用いて洗浄し拭き上げる。同時に金属類も拭き

上げる。センサー等メッキ面は乾拭きとする。 

洗剤（中性あるいは弱アルカリ性）を用いて、管球反射板

やカバーなどを拭き、水拭きして仕上げる。 

汚れが落ちない場合は溶剤を拭き取り、水拭きする。 

ブラインド 

 

吹出口・吸込口 

洗浄 

 

拭き 

取り付けたままの洗浄拭き上げ 

 

１．吹出口及び吸込口の床面を養生する。 

２．吹出口及、吸込口及びその周辺を除塵する。 

３．吹出口、吸込口及びその周辺の汚れに適正洗剤を用い
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て除去し水拭きして仕上げる。 

 

６．追加清掃（巡回清掃） 

追加清掃とは、日常清掃後2回目以降の補足的清掃をいい、清掃作業内容は以下によるものとする。 

対象は、各階共用フロア（廊下、便所、洗面所、流し台等）及び喫煙コーナーとする。 

作 業 対 象 作業項目 作 業 内 容 

床 

扉ガラス 

ごみ箱 

フロアマット 

洗面台 

鏡 

衛生陶器 

部分水拭き 

部分拭き 

ごみ処理 

除塵 

拭き 

拭き 

洗浄 

汚れや水滴などが付着した部分をモップで拭く。 

汚れた部分をタオルで水拭き又は空拭きする。 

ごみ箱を点検し、ごみを収集する。 

汚れた部分を真空掃除機で除塵する。 

汚れた部分を拭く。 

汚れた部分を拭く。 

汚れた部分を洗浄し拭く。 

衛生消耗品 

 

汚物容器 

補充 

 

汚物処理 

トイレットペーパー及びシートペーパーや水石鹸等を補充

する。 

内容物を処理する。 

 

Ⅳ 建物外部等の清掃 

１．玄関周り（ピロティー・玄関ポーチ・南側玄関喫煙スペース） 

（１）清掃作業の内容は下表による。 

作 業 対 象 作業項目 作 業 内 容 

床 

 

 

排水口 

扉 

マット 

 

 

スイッチ回り 

灰皿 

除塵 

拭き 

洗浄 

洗浄 

拭き 

除塵 

洗浄 

 

洗浄 

吸殻処理 

自在箒で塵芥を集める。 

汚れた部分をモップで拭く。 

洗浄用ブラシを装着した床磨き機で汚れを洗浄する。 

洗浄及び周辺の土砂を取り除く 

タオル、ダストクロス等で埃を取る。 

真空掃除機で吸塵する。 

洗剤や水を用いて洗浄し、土砂や汚れを取除く。 

洗剤を用いる場合はよくすすいだ後、十分に乾燥させる。 

スポット洗浄する。 

灰皿を点検し、吸殻を収集し、火災が発生しないよう、十
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壁（喫煙スペース） 

 

水拭き 

分に水を掛けて鎮火を確認したうえで、処理する。 

汚れた部分を水を用いて拭く。 

   （２）清掃周期は、除塵、拭きは１日１回（ただし、壁（喫煙スペースは月1回とする。）、床、マットの

洗浄は年1回（定期清掃時）、その他の洗浄は月1回とする。 

 

２．構内通路、広場、屋外駐車場、地下駐車場、外周等 

（１）清掃作業の内容は下表による。 

作 業 対 象 作業項目 作 業 内 容 

床、路面 

排水口 

植栽（高木、低木、芝） 

 

除塵 

除塵 

除塵 

灌水 

巡回して粗ごみを拾う。 

周辺の土砂、葉、ごみ等を取り除く。 

巡回して葉、ごみ等を拾う。 

７月～９月 開庁日に毎日 

その他の月 開庁日に週２回 （月曜及び木曜） 

（ただし、灌水の必要がない天候の日は除く） 

（２）清掃周期は１日１回とする。 

   （３）植栽の灌水を行う際は、人の通行に配慮し、水が掛かる等のトラブルを防止すること。 

 

Ⅴ 窓ガラス清掃 

１．清掃作業 

清掃作業の内容は下表による。 

作 業 項 目 作 業 内 容 

洗浄 １．ガラス面に適正に希釈した中性洗剤を塗布し、汚れを

除去して、ガラススクイージーで汚水を切る。 

２． ガラス面の隅の汚水をタオルで拭きとる。 

３．ガラス回りのサッシをタオルで清拭する。ただし、サ

ッシの隅やサッシ全体の清拭は含まない。 

      注：飛散防止フィルム張りの窓は、ウィンドスクイージーなどで傷をつけないよう操作すると共に、徴

粉塵などでも傷がつく恐れがあるので、水または洗浄液を十分塗布してからスクイージーを行うもの

とする。また、洗浄液は飛散防止フィルムに影響を与えないものを使用すること。 
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２．清掃周期    内部窓       年２回（定期清掃時） 

           外部窓       年１回（閉庁日） 

 

３．清掃範囲（ガラス両面） 

対象窓ガラス面積 1,862.82㎡ （階数の内訳は【（2-2）別添3】のとおり） 

 

 ４．作業要領 

（１）作業に必要な器材は受注者の負担とする。ただし、神戸地方合同庁舎屋上に設置のゴンドラ設備につ

いては無償貸与とするが、施設管理担当者の承認を得て使用すること。また、使用期間中のゴンドラ設

備の破損及び損傷については、受注者の負担で修理、復旧すること。 

（２）ゴンドラ設備を使用して作業を行う場合は、下記によるほかゴンドラ安全規則に定める事項を確実に

実施すること。 

① 作業員は、ヘルメット、命綱安全帯を装備すること。 

② 作業場所下方に保安誘導員１名を配置し、保安柵・「作業中」等の看板を設け、安全確保に努めるこ

と。 

（３）高所作業に際し、十分に総合的な安全対策を講じ、安全確保を図ること。（作業場所周辺や作業員等

の安全） 

（４）受注者は作業の実施にあたっては、災害防止策を十分講じるとともに当庁舎の業務に支障を来すこと

のないよう所定の作業を実施するものとする。なお、万一災害を及ぼしたときは、受注者の責任におい

て解決するものとする。 

 

Ⅵ 廃棄物収集分別作業及び廃棄物搬出作業 

１．廃棄物収集分別作業 

  （１）廃棄物収集作業 

各部屋で発生し、ゴミ中継所（各階雑用室及び湯沸し室）に集められた塵芥（可燃物、缶、びん、そ

の他の不燃物、新聞雑誌、ダンボール等に分別する）、吸殻、厨芥、医療ごみなどを区別し、飛散防止

措置（袋詰め等）のうえ、神戸地方合同庁舎内に指定する廃棄物集積場迄運搬するものとする。 

なお、各階雑用室の廃棄物があふれないよう留意すること。 

（２）作業周期 

開庁日において、2回以上/1日、日常清掃業務と併せて行うこと。 

（３）廃棄物分別作業 

   廃棄物集積場に集積した廃棄物を下記の通り分別すること。 

① 廃棄物集積所に集積した、未分別廃棄物を可燃ごみ、缶・びん及びペットボトル、古紙類、その他産

業廃棄物に分別する。 

② 缶・びん及びペットボトルはさらに分別の上、ビニール袋に入れ所定の場所に集積すること。 

③ 廃棄物収集に使用した容器を所定の場所に戻し、廃棄物数量を確認すること。 

④ 上記終了後、集積所及びその周辺を清掃すること。 
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 ２．廃棄物搬出作業 

（１）廃棄物搬出作業 

神戸地方合同庁舎から発生する廃棄物のうち、可燃ごみ、缶・びん及びペットボトル、古紙類を、廃

棄物集積所から搬出し、事業系一般廃棄物については神戸市指定の廃棄物処理場、リサイクル処理が可

能な廃棄物については適切な処理施設においてリサイクル処分するものとする。 

（２）作業周期 

廃棄物搬出作業は開庁日（月曜日～金曜日（祝祭日を除く））に毎日１回必ず行うこと。 

なお、年末年始（12月29日～１月３日）期間については、施設管理担当者と協議し、決定する。 

（３）神戸市指定のゴミ袋は発注者の負担とする。 

廃棄物の搬出処理量は、下記のとおりとする。ただし、増減があっても異議を申し立てないこと。 

可燃ごみ  ９０リットル×２,０８８袋 

不燃ごみ  ７０リットル×６４袋、４５リットル×５８袋 

ダンボール      ２,４９８kg 

新聞紙        ４,０５０㎏ 

シュレッダー古紙  １３,２５３㎏ 

オフィス古紙等     ４,４０１kg 

ペットボトル      １,１９３kg 

アルミ缶             ２４３kg 

スチール缶           ３２４kg 

びん             ４４１kg  

 

（４）搬出の都度、廃棄物の量を計測し、施設管理担当者へ書面で報告すること。なお、計測方法について

は、事前に施設管理担当者と協議すること。 

 

Ⅶ 尿石付着防止業務 
 

１．業務概要 

この業務は、神戸地方合同庁舎の男子トイレの小便器の殺菌、洗浄、脱臭と排水管のスケールによる詰まり

の予防とともに芳香により、トイレの衛生的な維持管理を行うものとする。 

 

２．業務内容 

 （１）取替場所    

男子トイレ 9箇所34個 

（２）ユニットはレンタルとし、取付け及び取外し（現状復帰）も含むものとする。ユニットは薬品と芳香が

一体となっているものを使用すること。設置箇所は衛生器具用給水装置の二次側以降の配管に設置する。 

（３）薬品（洗浄液、殺菌液）及び香料の取替えは年６回以上、機能点検及び排水状況の点検は年６回以上と

する。なお、薬品は法令及び条例の規定による排水基準に抵触する有害物質を含まないものを使用し、水
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質、水温等の変化に影響されない液体を使用すること。 

なお、契約締結時に使用薬剤の化学物質等安全データーシート及び効果に対する性能表を提出すること

とする。使用薬剤に関し、効果が出ていない等疑義が生じた場合は、双方協議のうえ、受注者の負担で薬

品等の交換を行うこととする。 

（４）各ユニットの整理及び取替え等は発注者の負担とする。また、契約終了後は速やかにユニットを撤去し

現状復帰させること。 
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（2-2）別添 1 

平成 28～30 年度 

 

 

 

神戸地方合同庁舎清掃業務 

【共用部分 清掃業務仕様書】 
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１.　清掃面積一覧

（1）庁舎内 単位：㎡

玄関
ホール

事務室
（管理
室）

事務室
（コント
ロール・
警備）

会議室
廊下・Ｅ
Ｖホール

便所・洗
面所

湯沸室・
雑用室

ＥＶ（１～
４）

階段 浴室 ﾛｯｶｰ室
ベランダ
屋上通路

地下駐
車場

計

地階 69 122 5 5 38 5 51 712 1,007

１階 428 34 35 389 31 11 62 41 1,031

２階 42 184 31 11 41 22 331

３階 227 181 31 11 41 22 513

４階 168 31 11 41 22 273

５階 168 31 11 41 22 273

６階 168 31 11 41 22 273

７階 74 173 31 15 41 22 356

８階 80 172 31 11 41 22 357

９階 31 5 21 11 68

合計 428 34 104 812 1,367 258 97 62 387 5 51 165 712 4,482

（２）庁舎外回り等

構内舗装（屋外駐車場） 1,736

北エントランス・スロープタイル部 90

南エントランスタイル部 120

植栽 743

小計 2,689

喫煙スペース 7

計 2,696
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玄関ホール 428 １階 428 ○ ○
事務室(管理室) 34 １階 34 ○ ○

１階 389
２階 42
３階 123
３階 104
７階 74
８階 80
地階 122
２階 184
３階 181
４階 168
５階 168
６階 168
７階 173
８階 172
９階 31
地階 5
１階 31
２階 31
３階 31
４階 31
５階 31
６階 31
７階 31
８階 31
９階 5
地階 5
１階 11
２階 11
３階 11
４階 11
５階 11
６階 11
７階 15
８階 11

浴室 5 地階 5 ○ ○
エレベーター 62 4台 ○ ○

階段 387 地階～９階 387 ○ ○
地階 69
１階 35

ロッカー室 51 地階 51 ○
２階 22
３階 22
４階 22
５階 22
６階 22
７階 22
８階 22

地下駐車場 712 地階 712 ○ ○

屋上通路 11 11 ○

庁舎外回り 2,689 2,689 ○

喫煙スペース 7 7 ○ ○

計 7,178 （うち建物内部 4,482 )  

（3）日常・定期別清掃対象面積

作業箇所 日常

湯沸室・雑用室 97 ○

定期
本館

○

廊下・エレベーターホール 1,367 ○ ○

内訳

会議室 812 ○

○

便所・洗面所 258 ○ ○

○

避難ベランダ 154 ○

コントロール室・警備室 104
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（2）定期清掃 (建物内）
作　業　箇　所 回数等 材質ほか

玄関ホール

事務室(管理室）

警備室・コントロール室

会議室

湯沸室・雑用室・浴室

④ 適性床維持材を塗布する。（原則として１回格子塗
り）

① 除塵を行い、床面に適性に希釈した表面洗浄用洗剤
をむらのないように塗布し、洗浄用パッド又はブラ
シ装着した床磨き機で汚れを洗浄する。

年１回

年１回

② 適正機材（吸水用真空掃除機又は床用スクイジー）
で汚水を除去する。

③ ２回以上水拭きを行い、汚水や洗剤分を完全に除去
した後、十分に乾燥させる。

繊　維　床 ① 除塵を行い、しみ取り（繊維素材に適したシミ取り
剤を用いて取る）やスポットクリーニング（バフィ
ングパッド方式又はパウダー方式により行う）を行
う。

② 適性洗剤で床全面の洗浄し、丁寧に汚れを除去す
る。

① 除塵を行い、汚れは適性洗剤で拭き取る。

② 水拭き及び乾拭きする。

① 除塵を行い、汚れは適性洗剤で拭き取る。

② 水拭き及び乾拭きする。

壁面及び
天井面

鳥毛はたき、静電気除塵具で除塵を行い、汚れた部
分は水又は適性洗剤を用いて拭き取る。

① デッキブラシ等で洗剤をつけ水洗いする。

② 洗剤を流す。

階段 年１回

会議室 ３年１回

廊下・エレベーターホール
年２フロア
（２階分）

窓ガラス 年２回

年２回避難ベランダ

弾　性
床

　
 

　

　　年２回
    (但し、会議室に
　　　ついて、下記の
　　　「剥離洗浄」を
　　　実施した場合、
　　　当該会議室は
　　　年1回とする）

畳

金属部分

①　ガラス面に適正に希釈した中性洗剤を塗布し、汚れ
　を除去して、ガラススクイージーで汚水を切る。
②　ガラス面の隅の汚水をタオルで拭きとる。
③　ガラス回りのサッシをタオルで清拭する。ただし、
　サッシの隅やサッシ全体の清拭は含まない。

廊下・エレベーターホール

エレベーター

ロッカー室

便所・洗面所

喫煙コーナー

階段

地下駐車場

作　　業　　要　　領

表面洗浄

一般床洗浄（床保護剤が塗布されていない場合）

除塵を行い、床面に適性に希釈した表面洗浄用洗剤
をむらのないように塗布し、床磨き機で皮膜表面の
汚れを洗浄する。（仕上がりにむらのないよう留意
すること）

２回以上水拭きを行い、汚水や洗剤分を除去した
後、十分に乾燥させる。

１回目は（５～
７月）、２回目
は（11～１月）
の期間中の土日
祝日で行う。そ
れぞれ２日以上
かけること(詳細
は打ち合わせに

よる）。

※廊下・エレベーターホールについては作業箇所を別
途指示する。

弾　性
床

硬　質
床

①

② 適正機材（吸水用真空掃除機又は床用スクイジー）
で汚水を除去する。

③

剥離洗浄
　剥離剤で剥離を行い、汚れを十分落としたうえで、
汚水を除去し、適性床維持材を２回以上塗布する。な
お、剥離廃液処理費は受注者負担とする。

※　会議室の実施計画については、施設管理担当者と
　協議の上決定する。
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２.共用部分清掃内容

(1)日常清掃 (建物内）
作　業　箇　所 材質ほか 備考

① 床面を自在ぼうき又はフロアダスター（場合によ
り真空掃除機を併用）で除塵清掃する。汚れの多
いときは水拭きする。

② 玄関マットを真空掃除機で吸塵清掃する。

③ 出入口扉を除塵、汚れた部分は水拭き又は乾拭き
する。

④ 自動扉及び風除室のガラス部分は適正洗剤を用い
て拭く。 要巡回清掃

⑤ 什器・備品・金属部分をタオル、ダストクロス等
で除塵清掃する。

⑥ スイッチ回りをスポット清掃する。

⑦ ゴミ箱の内容物を収集処理し、汚れた部分は水拭
き及び乾拭きする。

⑧ 植木鉢に施水する。

２．事務室（管理室）
繊  維  床
（ｶｰﾍﾟｯﾄ）

３．会議室（1.2.3.7.8階）

弾  性  床
繊  維  床
（ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ
及びｶｰﾍﾟｯﾄ）

４．廊下・エレベーターホール
弾  性  床

（ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ）
要巡回清掃

ア. 便所面台のへだての汚れた部分は水拭き又は適性
洗剤を用いて拭く。

イ. 洗面台及び水栓はスポンジ等で適性洗剤を塗布
し、洗浄のうえ、タオルで拭く。

ウ. 鏡は適性洗剤を用いて乾拭きする。

エ. 衛生陶器類は適性洗剤を用いて洗浄し、拭く。

オ. 汚物を収集し、容器外面で汚れた部分は水拭き及
び乾拭きする。

カ. ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ・ｼｰﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ・手洗い洗剤液を補充す
る。

ア. 流し台は中性洗剤を用いてスポンジ等で丁寧に洗
浄しタオルで拭く。

イ. 茶殻入れ等の内容物を収集処理し、容器を洗浄す
る。

ウ. 換気扇及びその周辺を除塵し、汚れた部分は中性
洗剤を用いて除去し水拭きする。

６．湯沸室・雑用室・浴室
弾  性  床

（ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ）

要巡回清
掃

要巡回清掃

「１．玄関ホール」①③⑤⑥⑦によるほか下記のと
おりに行う。

１．玄関ホール
硬  質  床
（花崗岩）

作　　業　　要　　領

弾  性  床
（ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ）

５．便所・洗面所（各階）

一通り終了した後も、巡回清掃を行い、美化と維
持に努める。

「１．玄関ホール」①③⑤⑥⑦によるほか下記の
とおりに行う。

「１．玄関ホール」①③⑤⑥⑦と同作業を行う。

「１．玄関ホール」①③⑤⑥⑦と同作業を行う。

床を掃除機で除塵清掃する。
その他「１．玄関ホール」③⑦と同作業を行う。
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作　業　箇　所 材質ほか 備考作　　業　　要　　領

ア. 壁・天井・手摺り・扉（内外)・操作盤は静電気
除塵具で除塵し、汚れた部分は水拭き又は適性洗
剤を用いて拭く。

イ. 扉溝を真空掃除機で吸塵する。

ウ. 鏡は適性洗剤を用いて乾拭きする。

エ. マットの汚れがひどい時は洗浄する。

ア. 壁・扉・手摺りは静電気除塵具で除塵し、汚れた
部分は水拭き又は適性洗剤を用いて拭く。

ア. 巡回して、拾い掃きする。

イ. 排水口及び周辺の土砂を取り除く。

１０．屋上通路
硬  質  床
（ｺﾝｸﾘｰﾄ）

要巡回清掃

硬  質  床
（ﾓﾙﾀﾙ）

要巡回清掃

要巡回清掃

要巡回清掃

　　　注：　巡回清掃は主に、汚れの部分拭き、吸い殻収集、衛生消耗品の補充などをいう。

「１．玄関ホール」③⑥によるほか下記のとおりに
行う。

「１．玄関ホール」①③と同作業を行う。

「１．玄関ホール」①及び②（玄関マットをエレ
ベーター床マットに読み替える）によるほか下記の
とおりに行う。

７．エレベーター
弾  性  床

（ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ）

「１．玄関ホール」①⑥によるほか下記のとおりに
行う。

８．階段
弾  性  床

（ﾋﾞﾆﾙ床ｼｰﾄ）

９．地下駐車場
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3.清掃対象別作業項目及び実施周期（建物内）
（１）床の清掃

定期清掃日常清掃定期清掃

洗　浄 洗　浄 除　塵 洗　浄

対象室 床　仕　上
箒・自在箒
ﾌﾛｱﾀﾞｽﾀｰ

真空
掃除機

部　分 全　面
表面
洗浄

箒・自在箒
ﾌﾛｱﾀﾞｽﾀｰ

真空
掃除機

部　分 全　面
表面
洗浄

真空
掃除機

全面
ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ

玄関ホール 硬質床 1/日 1/日 2/年

合同庁舎管理官室 繊維床 1/日 2/年

弾性床 1/週 1/週 2/年 1/年

繊維床 1/週 2/年

廊下、ＥＶホール 弾性床 1/日 1/日 2/年 ２フロア/年

各階湯沸室・雑用室・浴室 弾性床 1/日 1/日 2/年

各階便所、洗面所 弾性床 1/日 1/日 2/年

エレベーター内 弾性床 1/日 1/日 2/年

階段 弾性床 1/日 1/日 2/年 2/年

警備室・コントロール室 弾性床 2/年

ロッカー室 弾性床 2/年

避難ベランダ 硬質床 2/年

屋上通路 硬質床 1/日

喫煙スペース 硬質床 1/日 1/日 2/年

地下駐車場 硬質床
1/日
（拾い掃
き）

1/年

水　拭　き除　　塵 水　拭　き
剥離洗浄

弾　　　性　　　床 繊　維　床

日　常　清　掃

硬　　　質　　　床

日　常　清　掃 定期清掃

会議室（1・2・3・7・8Ｆ）

清　掃　対　象　室

作　業　対　象

作　業　項　目

除　　塵
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（２）床以外の清掃

作業対象
灰
皿

ご
み
箱

周
り

ス
イ

ッ
チ

金
属
部
分

へ
だ
て

扉
及
便
所

洗
面
台

鏡

衛
生
陶
器

消
耗
品

衛
生

汚
物
容
器

流
し
台

換
気
扇

厨
芥
収
集

扉
Ｅ
Ｖ
壁

扉
溝

Ｅ
Ｖ

排
水
溝

手
　
摺

作業項目 日常 定期 日常 定期

清掃対象室
部分
拭き

除
塵

除
塵

洗
浄

部分
拭き

全面
清掃

除
塵

拭
き
吸殻
収集

ごみ
収集

拭
き

除
塵

部分
拭き

拭
き

拭
き

洗
浄

補
充

汚物
収集

洗
浄

拭
き

除
塵

収
集

部分
拭き

除
塵

洗
浄

拭
き

玄関ホール 2/年 2/年 1/日 2/年 1/日 2/年 1/日 1/日 1/日 1/日

合同庁舎管理官室 1/日 1/日

会議室 1/週 1/週 1/週 　 1/週 1/週

廊下、ＥＶホール 2/年 2/年 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日

喫煙スペース 2/年 2/年 1/日 1/日

各階湯沸室・雑用室
浴室

2/年 2/年 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日 1/週 1/日

各階便所、洗面所 2/年 2/年 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日

エレベーター内 2/年 2/年 1/日 2/年 2/年 1/日 1/日 1/日 1/日 1/日

階段 1/日 1/日 1/日

屋上通路 1/日

地下駐車場 1/日 1/日 1/日

什器備品

日　　　　　　　　　　　　　　　　　　常

壁

定　期

ﾌﾛｱﾏｯﾄ 扉ｶﾞﾗｽ

日常
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（2-2）別添 2 

平成 28～30 年度 

 

 

 

神戸地方合同庁舎清掃業務 

【専用部分 清掃業務仕様書】 
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神戸自然保護官
事務所

7 神戸自然保護官事務所 繊維床 タイルカーペット -   除塵 １/週 52 46.5

7 事務所長室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 32.4

7 執務室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 137.6

7 事務室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 23.3

7 入札・災害対策室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 37.1

7 会議室・不当要求対策室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 14.1

7 電算室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 12.2

7 閲覧コーナー 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 2.0

7 資料庫・書庫 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 29.2

7 書庫 硬質床 Pタイル － 　除塵及び部分水拭き １/週 52 9.5

7 仮眠室・運転手控室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 14.0

7 男子更衣室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 10.0

7 女子更衣室 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 14.6

7 女子更衣室 弾性床 畳 － 　除塵 １/週 52 3.5

7 通路 繊維床 タイルカーペット OA化 　除塵 １/週 52 40.0

7 通路 硬質床 Ｐタイル － 　除塵及び部分水拭き １/週 52 2.8

7 所長室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 １/週 52 47.7

7 次長室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 １/週 52 22.7

7 事務室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 １/週 52 589.6

6 副局長室 繊維床 じゅうたん － 　除塵 １/週 52 74.9

6 局長執務室 繊維床 じゅうたん － 　除塵 １/週 52 29.9

6 港湾空港部長室 繊維床 じゅうたん － 　除塵 １/週 52 53.6

6 総括調整官室 繊維床 じゅうたん － 　除塵 １/週 52 44.7

6
港湾空港総室（総務）

（情報公開室、受付待合部分含む）
繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 114.8

6 局議室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 80.0

6
港湾空港総室
（人事厚生）

繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 81.3

6 事業計画官室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 26.4

6 男子更衣室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 53.7

6 女子更衣室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 27.3

6 会議室（６階） 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 53.6

6 職員相談室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 25.0

6 運転手控室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 3.6

6 運転手控室 弾性床 板ボード・畳 － 　除塵及び部分水拭き １/週 52 6.4

6
港湾計画課

（北側オープンスペース含む）
繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 128.2

6 防災・危機管理課 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 61.6

6 オープンスペース会議室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 53.6

6 海洋環境・技術課 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 54.2

6 事務機械室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 23.0

5 経理調達課 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 129.1

5 会議室（５階） 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 26.5

官署名 作業内容室　　名

近畿地方整備局
（港湾空港）

清掃面積
（㎡）

分類 ＯＡ床仕上げ
実施日数
（日／年）

【専用部分】

国営明石海峡
公園事務所

神戸財務事務所

周期階数

床 の日 常 清 掃 
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官署名 作業内容室　　名
清掃面積

（㎡）
分類 ＯＡ床仕上げ

実施日数
（日／年）

周期階数

5 危機管理室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 40.8

5 港湾管理課 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 61.3

5
電子入札室

現説、入札室
繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 52.7

5 港湾事業課 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 118.8

5 港湾空港企画官室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 17.8

5 港湾空港情報管理官室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 17.8

5
港湾空港整備・補償課

（品質検査官含む）
繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 98.4

5 事務機械室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 24.4

5・6
共用部分
（通路等）

繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 204.9

神戸通商事務所 5 事務室 繊維床 タイルカーペット OA   除塵 １/週 52 131.7

4 センター所長室、次長室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/日 243 84.0

4
事務室（総務チーム・農政推進グルー
プ・消費安全グループ）、電算室

繊維床 タイルカーペット ＯＡ 　除塵 １/週 52 977.9

4 第一会議室、調整室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 125.3

4 休養室 弾性床 畳等 － 　除塵及び部分水拭き １/週 52 33.2

4 印刷室 弾性床 Pタイル － 　除塵及び部分水拭き １/週 52 28.0

5 農政推進グループ 繊維床 タイルカーペット ＯＡ 　除塵 １/週 52 289.6

5 第２会議室 繊維床 タイルカーペット － 　除塵 １/週 52 56.0

2
審査部門
（待合室）

弾性床 Pタイル － 　除塵及び部分水拭き 1/日 244 63.6

2 授乳室 弾性床 Pタイル － 　除塵及び部分水拭き 1/日 244 3.6

2 執務室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 ２/週 104 125.5

2 所長室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 ２/週 104 35.1

2 次長室及び前通路 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 ２/週 104 27.1

2 行政相談室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 ２/週 104 16.3

2 情報公開案内所 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 ２/週 104 12.7

2 休養室 弾性床 塩化ビニール ― 　除塵及び部分水拭き ２/週 104 28.0

2 会議室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 ２/週 104 50.4

3 事務室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 ２/週 104 454.8

3 署長室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 ２/週 104 33.0

3 取調室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 ２/週 104 7.5

3 認定室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 ２/週 104 16.1

3 相談室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 ２/週 104 14.4

3 会議室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 ２/週 104 57.3

2 事務室 繊維床 タイルカーペット OA 　除塵 １/週 52 249.8

2 所長室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 １/週 52 42.0

2 会議室 繊維床 タイルカーペット ― 　除塵 １/週 52 29.8

5,869

神戸東労働基準
監督署

合　計

瀬戸内海漁業
調整事務所

兵庫行政評価
事務所

近畿農政局
兵庫支局

大阪入国管理局
神戸支局

近畿地方整備局
（港湾空港）
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7 事務所長室 　ゴミ収集 １/週 51 32.4

7 執務室 　ゴミ収集 １/週 51 137.6

7 事務室 　ゴミ収集 １/週 51 23.3

7 入札・災害対策室 　ゴミ収集 １/週 51 37.1

7 会議室・不当要求対策室 　ゴミ収集 １/週 51 14.1

7 電算室 　ゴミ収集 １/週 51 12.2

7 閲覧コーナー 　ゴミ収集 １/週 51 2.0

7 資料庫・書庫 　ゴミ収集 １/週 51 29.2

7 書庫 　ゴミ収集 １/週 51 9.5

7 仮眠室・運転手控室 　ゴミ収集 １/週 51 14.0

7 男子更衣室 　ゴミ収集 １/週 51 10.0

7 女子更衣室 　ゴミ収集 １/週 51 18.1

7 通路 　ゴミ収集 １/週 51 42.8

6 副局長室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 74.9

6 局長執務室 　ゴミ収集 １/日 243 29.9

6 港湾空港部長室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 53.6

6 総括調整官室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 44.7

6
港湾空港総室（総務）

（情報公開室、受付待合部分含む）
　ゴミ収集 １/日 243 114.8

6 局議室 　ゴミ収集 １/日 243 80.0

6
港湾空港総室
（人事厚生）

　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 81.3

6 事業計画官室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 26.4

6 男子更衣室 　ゴミ収集 １/日 243 53.7

6 女子更衣室 　ゴミ収集 １/日 243 27.3

6 会議室（６階） 　ゴミ収集 １/日 243 53.6

6 職員相談室 　ゴミ収集 １/日 243 25.0

6 運転手控室 　ゴミ収集 １/日 243 3.6

6
港湾計画課

（北側オープンスペース含む）
　ゴミ収集 １/日 243 128.2

6 防災・危機管理課 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 61.6

6 オープンスペース会議室 　ゴミ収集 １/日 243 53.6

6 海洋環境・技術課 　ゴミ収集 １/日 243 54.2

6 事務機械室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 23.0

5 経理調達課 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 129.1

5 会議室（５階） 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 26.5

5 危機管理室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 40.8

5 港湾管理課 　ゴミ収集 １/日 243 61.3

5
電子入札室
現説、入札室

　ゴミ収集 １/日 243 52.7

5 港湾事業課 　ゴミ収集 １/日 243 118.8

5 港湾空港企画官室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 17.8

5 港湾空港情報管理官室 　ゴミ収集 １/日 243 17.8

5
港湾空港整備・補償課
（品質検査官含む）

　ゴミ収集 １/日 243 98.4

5 事務機械室 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 24.4

5・6
共用部分
（通路等）

　ゴミ収集 １/日 243 204.9

清掃面積
（㎡）

室名

国営明石海峡
公園事務所

近畿地方整備局
（港湾空港）

階数 作業内容

【専用部分】
床以外の日常清掃

実施日数
（日／年）

周期官署名
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清掃面積
（㎡）

室名階数 作業内容
実施日数
（日／年）

周期官署名

4 センター所長室、次長室 　ゴミ収集 １/日 243 84.0

4 センター所長室、次長室 　ガラス扉 １/週 52 26.6

4
事務室（総務チーム・農政推進グルー
プ・消費安全グループ）、電算室

　ガラス扉 １/週 52 54.4

5 農政推進グループ 　ガラス扉 １/週 52 19.2

4 センター所長室、次長室 　什器備品除塵 １/日 243 11.6

4 センター所長室、次長室 　什器備品拭き １/週 52 11.6

4
事務室（総務チーム・農政推進グルー
プ・消費安全グループ）、電算室

　什器備品拭き １/週 52 33.2

5 農政推進グループ 　什器備品拭き １/週 52 8.0

4
事務室（総務チーム・農政推進グルー
プ・消費安全グループ）、電算室

　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 977.9

5 農政推進グループ 　ゴミ収集・シュレッダー運搬 １/日 243 289.6

4
事務室（総務チーム・農政推進グルー
プ・消費安全グループ）、電算室

　資源ゴミ（新聞・雑誌等） １/週 52 977.9

5 農政推進グループ 　資源ゴミ（新聞・雑誌等） １/週 52 289.6

3 事務室 　ゴミ収集 ２/週 96 454.8

3 署長室 　ゴミ収集 ２/週 96 33.0

3 取調室 　ゴミ収集 ２/週 96 7.5

3 認定室 　ゴミ収集 ２/週 96 16.1

3 相談室 　ゴミ収集 ２/週 96 14.4

3 会議室 　ゴミ収集 ２/週 96 57.3

2 授乳室 　什器・備品拭き １/日 243 1.2

2
審査部門
（待合室）

　什器・備品拭き １/日 243 27.0

2 授乳室 　ゴミ処理 １/日 243 3.6

2
審査部門
（待合室）

　ゴミ処理 １/日 243 63.6

2 執務室 　ゴミ収集 ２/週 96 125.5

2 所長室 　ゴミ収集 ２/週 96 35.1

2 次長室及び前通路 　ゴミ収集 ２/週 96 27.1

2 情報公開案内所 　ゴミ収集 ２/週 96 12.7

2 会議室 　ゴミ収集 ２/週 96 50.4

※シュレッダー運搬とは、各階から中継所（雑用室等）に各官署によって集められた
シュレッダー袋を庁舎のごみ集積所に運搬する作業です。

兵庫行政評価
事務所

大阪入国管理局
神戸支局

神戸東労働基準
監督署

近畿農政局
兵庫支局
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2
審査部門
（待合室）

弾性床 Pタイル － 表面洗浄 ４/年 4 63.6

2 授乳室 弾性床 Pタイル － 表面洗浄 ４/年 4 3.6

7 書庫 硬質床 Pタイル － 表面洗浄 ２/年 2 9.5

7 通路 硬質床 Ｐタイル － 表面洗浄 ２/年 2 2.8

7 女子更衣室 弾性床 畳 － 表面洗浄 ２/年 2 3.5

近畿地方整備局
（港湾空港）

6 運転手控室 弾性床 板ボード・畳 － 表面洗浄 １/年 1 6.4

兵庫行政評価事務所 2 休養室 弾性床 塩化ビニール － 表面洗浄 ２/年 2 28.0

117.4

神戸自然保護官
事務所

7 神戸自然保護官事務所 繊維床 タイルカーペット ー 全面クリーニング ２/年 2 46.5

8 支局長室 繊維床 タイルカーペット - 全面クリーニング １/年 1 64.1

8 次長室 繊維床 タイルカーペット - 全面クリーニング １/年 1 22.8

8 総務課 繊維床 タイルカーペット
一部
OA

全面クリーニング １/年 1 89.3

8 電算室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 56.0

8
審査部門
（審判担当）

繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 56.0

8
警備部門
（取調室１）

繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 42.0

8 警備部門 繊維床 タイルカーペット
一部
OA

全面クリーニング １/年 1 136.0

8
警備部門
（取調室２）

繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 3.2

8
警備部門
（電算室）

繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 9.5

8
審査部門

（審判担当取調室）
繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 20.4

8
女子更衣室
（総務・審査）

繊維床 タイルカーペット - 全面クリーニング １/年 1 28.0

8
男子更衣室
（総務・審査）

繊維床 タイルカーペット - 全面クリーニング １/年 1 28.0

8 会議室 繊維床 タイルカーペット - 全面クリーニング １/年 1 77.2

2
審査部門
（入国在留）

繊維床 タイルカーペット
一部
OA

全面クリーニング １/年 1 262.8

2
審査部門

（神戸港担当）
繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 60.0

2 インフォメーションセンター 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 40.8

7 事務所長室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 32.4

7 執務室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 137.6

7 事務室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 23.3

7 入札・災害対策室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 37.1

7 会議室・不当要求対策室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 14.1

7 電算室 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 12.2

7 閲覧コーナー 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 2.0

7 資料庫・書庫 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 29.2

7 仮眠室・運転手控室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 14.0

7 男子更衣室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 10.0

7 女子更衣室 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 14.6

7 通路 繊維床 タイルカーペット OA化 全面クリーニング ２/年 2 40.0

7 所長室 繊維床 タイルカーペット ― 全面クリーニング ２/年 2 47.7

7 次長室 繊維床 タイルカーペット ― 全面クリーニング ２/年 2 22.7

7 会議室 繊維床 タイルカーペット ― 全面クリーニング ２/年 2 28.2

7 女子休養室 繊維床 タイルカーペット ― 全面クリーニング ２/年 2 5.9

7 男子休養室 繊維床 タイルカーペット ― 全面クリーニング ２/年 2 13.5

7 休養室通路 繊維床 タイルカーペット 一部OA 全面クリーニング ２/年 2 18.5

7 事務室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング ２/年 2 589.6

合　計

実施日数
（日／年）

周期ＯＡ官署名

大阪入国管理局
神戸支局

国営明石海峡
公園事務所

大阪入国管理局
神戸支局

【専用部分】

床の定期清掃

床仕上げ階数 作業内容室　　名

国営明石海峡
公園事務所

神戸財務事務所

清掃面積
（㎡）

分類
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実施日数
（日／年）

周期ＯＡ官署名 床仕上げ階数 作業内容室　　名
清掃面積
（㎡）

分類

6 副局長室 繊維床 じゅうたん － 全面クリーニング １/年 1 74.9

6 局長執務室 繊維床 じゅうたん － 全面クリーニング １/年 1 29.9

6 港湾空港部長室 繊維床 じゅうたん － 全面クリーニング １/年 1 53.6

6 総括調整官室 繊維床 じゅうたん － 全面クリーニング １/年 1 44.7

6
港湾空港総室（総務）

（情報公開室、受付待合部分含
む）

繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 114.8

6 局議室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 80.0

6
港湾空港総室
（人事厚生）

繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 81.3

6 事業計画官室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 26.4

6 男子更衣室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 53.7

6 女子更衣室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 27.3

6 会議室（６階） 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 53.6

6 職員相談室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 25.0

6 運転手控室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 3.6

6
港湾計画課

（北側オープンスペース含む）
繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 128.2

6 防災・危機管理課 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 61.6

6 オープンスペース会議室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 53.6

6 海洋環境・技術課 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 54.2

6 事務機械室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 23.0

5 経理調達課 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 129.1

5 会議室（５階） 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 26.5

5 危機管理室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 40.8

5 港湾管理課 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 61.3

5
電子入札室
現説、入札室

繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 52.7

5 港湾事業課 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 118.8

5 港湾空港企画官室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 17.8

5 港湾空港情報管理官室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 17.8

5
港湾空港整備・補償課
（品質検査官含む）

繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 98.4

5 事務機械室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 24.4

5・6
共用部分
（通路等）

繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング １/年 1 204.9

神戸通商事務所 5 事務室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 131.8

2 執務室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング ２/年 2 125.5

2 所長室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング ２/年 2 35.1

2 次長室及び前通路 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング ２/年 2 27.1

2 行政相談室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング ２/年 2 16.3

2 情報公開案内所 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング ２/年 2 12.7

2 会議室 繊維床 タイルカーペット － 全面クリーニング ２/年 2 50.4

3 事務室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 454.8

3 署長室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 33.0

3 取調室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 7.5

3 認定室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 16.1

3 相談室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 14.4

3 会議室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 57.3

2 事務室 繊維床 タイルカーペット OA 全面クリーニング １/年 1 249.8

2 所長室 繊維床 タイルカーペット ― 全面クリーニング １/年 1 42.0

2 会議室 繊維床 タイルカーペット ― 全面クリーニング １/年 1 29.8

5,220合　計

瀬戸内海漁業
調整事務所

近畿地方整備局
（港湾空港）

神戸東労働基準
監督署

兵庫行政評価
事務所
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神戸自然保護官
事務所

7 神戸自然保護官事務所 管球・反射板拭き １/年 1 12

7 事務所長室 管球・反射板拭き １/年 1 8

7 執務室 管球・反射板拭き １/年 1 52

7 事務室 管球・反射板拭き １/年 1 12

7 入札・災害対策室 管球・反射板拭き １/年 1 18

7 会議室・不当要求対策室 管球・反射板拭き １/年 1 4

7 電算室 管球・反射板拭き １/年 1 4

7 資料庫・書庫 管球・反射板拭き １/年 1 14

7 書庫 管球・反射板拭き １/年 1 6

7 仮眠室・運転手控室 管球・反射板拭き １/年 1 8

7 男子更衣室 管球・反射板拭き １/年 1 6

7 女子更衣室 管球・反射板拭き １/年 1 8

7 通路 管球・反射板拭き １/年 1 8

7 所長室 アネモ洗浄 １/年 1 2

7 次長室 アネモ洗浄 １/年 1 1

7 会議室 アネモ洗浄 １/年 1 2

7 女子休養室 アネモ洗浄 １/年 1 1

7 男子休養室 アネモ洗浄 １/年 1 1

7 休養室通路 アネモ洗浄 １/年 1 1

7 事務室 アネモ洗浄 １/年 1 27

7 所長室 管球・反射板拭き １/年 1 14

7 次長室 管球・反射板拭き １/年 1 8

7 会議室 管球・反射板拭き １/年 1 8

7 女子休養室 管球・反射板拭き １/年 1 6

7 男子休養室 管球・反射板拭き １/年 1 6

7 休養室通路 管球・反射板拭き １/年 1 6

7 事務室 管球・反射板拭き １/年 1 174

7 物品庫 管球・反射板拭き １/年 1 4

7 所長室 ブラインド拭き １/年 1 3

7 次長室 ブラインド拭き １/年 1 2

7 女子休養室 ブラインド拭き １/年 1 2

7 男子休養室 ブラインド拭き １/年 1 2

7 休養室通路 ブラインド拭き １/年 1 1

7 事務室 ブラインド拭き １/年 1 43

【専用部分】
床以外の定期清掃・業務仕様書

実施日数
（日／年）

周期官署名 階数 作業内容
清掃面積
（個数）

室名

国営明石海峡
公園事務所

神戸財務事務所
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実施日数
（日／年）

周期官署名 階数 作業内容
清掃面積
（個数）

室名

6 副局長室 管球・反射板拭き １/年 1 30

6 局長執務室 管球・反射板拭き １/年 1 6

6 港湾空港部長室 管球・反射板拭き １/年 1 16

6 総括調整官室 管球・反射板拭き １/年 1 16

6
港湾空港総室（総務）

（情報公開室、受付待合部分含む）
管球・反射板拭き １/年 1 58

6 局議室 管球・反射板拭き １/年 1 26

6
港湾空港総室
（人事厚生）

管球・反射板拭き １/年 1 42

6 事業計画官室 管球・反射板拭き １/年 1 10

6 男子更衣室 管球・反射板拭き １/年 1 16

6 女子更衣室 管球・反射板拭き １/年 1 6

6 会議室（６階） 管球・反射板拭き １/年 1 12

6 職員相談室 管球・反射板拭き １/年 1 8

6 運転手控室 管球・反射板拭き １/年 1 2

6
港湾計画課

（北側オープンスペース含む）
管球・反射板拭き １/年 1 56

6 防災・危機管理課 管球・反射板拭き １/年 1 24

6 オープンスペース会議室 管球・反射板拭き １/年 1 24

6 海洋環境・技術課 管球・反射板拭き １/年 1 10

6 事務機械室 管球・反射板拭き １/年 1 4

5 経理調達課 管球・反射板拭き １/年 1 66

5 会議室（５階） 管球・反射板拭き １/年 1 10

5 危機管理室 管球・反射板拭き １/年 1 16

5 港湾管理課 管球・反射板拭き １/年 1 26

5
電子入札室
現説、入札室

管球・反射板拭き １/年 1 10

5 港湾事業課 管球・反射板拭き １/年 1 54

5 港湾空港企画官室 管球・反射板拭き １/年 1 12

5 港湾空港情報管理官室 管球・反射板拭き １/年 1 8

5
港湾空港整備・補償課
（品質検査官含む）

管球・反射板拭き １/年 1 30

5 事務機械室 管球・反射板拭き １/年 1 4

5・6
共用部分
（通路等）

管球・反射板拭き １/年 1 23

神戸通商事務所 5 事務室 管球・反射板拭き １/年 1 48

4 センター所長室、次長室 管球・反射板拭き １/年 1 24

4
事務室（総務チーム・農政推進グ
ループ・消費安全グループ）、電算室

管球・反射板拭き １/年 1 400

4 第一会議室、調整室 管球・反射板拭き １/年 1 26

4 休養室 管球・反射板拭き １/年 1 6

4 印刷室 管球・反射板拭き １/年 1 4

5 農政推進グループ 管球・反射板拭き １/年 1 74

5 第２会議室 管球・反射板拭き １/年 1 20

近畿地方整備局
（港湾空港）

近畿農政局
兵庫支局
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実施日数
（日／年）

周期官署名 階数 作業内容
清掃面積
（個数）

室名

3 事務室 管球・反射板拭き １/年 1 174

3 署長室 管球・反射板拭き １/年 1 14

3 取調室 管球・反射板拭き １/年 1 2

3 認定室 管球・反射板拭き １/年 1 8

3 相談室 管球・反射板拭き １/年 1 8

3 会議室 管球・反射板拭き １/年 1 16

8 支局長室 管球・反射板拭き １/年 1 24

8 次長室 管球・反射板拭き １/年 1 6

8 総務課 管球・反射板拭き １/年 1 20

8 電算室 管球・反射板拭き １/年 1 18

8
審査部門
（審判担当）

管球・反射板拭き １/年 1 24

8
警備部門
（取調室１）

管球・反射板拭き １/年 1 12

8 警備部門（通路含む） 管球・反射板拭き １/年 1 48

8
警備部門
（取調室２）

管球・反射板拭き １/年 1

8
警備部門
（電算室）

管球・反射板拭き １/年 1

8
審査部門

（審判担当取調室）
管球・反射板拭き １/年 1 2

8
女子更衣室
（総務・審査）

管球・反射板拭き １/年 1 4

8
男子更衣室
（総務・審査）

管球・反射板拭き １/年 1 4

8
男子更衣室
（警備部門）

管球・反射板拭き １/年 1 6

8
女子更衣室
（警備部門）

管球・反射板拭き １/年 1 6

8 会議室 管球・反射板拭き １/年 1 16

2
審査部門
（入国在留）

管球・反射板拭き １/年 1 92

2
審査部門

（神戸港担当）
管球・反射板拭き １/年 1 32

2 授乳室 管球・反射板拭き １/年 1 4

2
審査部門
（待合室）

管球・反射板拭き １/年 1 22

2 インフォメーションセンター 管球・反射板拭き １/年 1 18

2 執務室 管球・反射板拭き １/年 1 72

2 所長室 管球・反射板拭き １/年 1 18

2 次長室及び前通路 管球・反射板拭き １/年 1 12

2 行政相談室 管球・反射板拭き １/年 1 8

2 情報公開案内所 管球・反射板拭き １/年 1 8

2 休養室 管球・反射板拭き １/年 1 12

2 会議室 管球・反射板拭き １/年 1 24

2 事務室 管球・反射板拭き １/年 1 78

2 所長室 管球・反射板拭き １/年 1 10

2 会議室 管球・反射板拭き １/年 1 12

2 印刷製本室 管球・反射板拭き １/年 1 2

2 休養室 管球・反射板拭き １/年 1 2

2 事務室 アネモ洗浄 １/年 1 9

2 所長室 アネモ洗浄 １/年 1 2

2 印刷製本室 アネモ洗浄 １/年 1 1

2 休養室 アネモ洗浄 １/年 1 1

6

瀬戸内海漁業
調整事務所

大阪入国管理局
神戸支局

兵庫行政評価
事務所

神戸東労働基準
監督署
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（2-2）別添 3 
 

神戸地方合同庁舎本館窓ガラスの枚数及び面積（片面） 
 
１階  １．２ｍ × ２．７ｍ × ７７枚 ＝  ２４９．４８㎡ 
 
２階  １．２ｍ × １．９ｍ × ９４枚 ＝  ２１４．３２㎡ 
 
３階  １．２ｍ × １．９ｍ × ７０枚 ＝  ２１４．３２㎡ 
 
４階  １．２ｍ × １．９ｍ × ９４枚 ＝  ２１４．３２㎡ 
 
５階  １．２ｍ × １．９ｍ × ９４枚 ＝  ２１４．３２㎡ 
 
６階  １．２ｍ × １．９ｍ × ９４枚 ＝  ２１４．３２㎡ 
 
７階  １．２ｍ × １．９ｍ × ９４枚 ＝  ２１４．３２㎡ 
 
８階  １．２ｍ × １．９ｍ × ９４枚 ＝  ２１４．３２㎡ 
 
９階  １．５ｍ × ２．２ｍ × １５枚 ＝   ４９．５０㎡ 

 
計               ７５０枚  １，７９９．２２㎡ 

 
 
１階 
風除室 ３．０ｍ × ０．９ｍ ×  ４枚 ＝   １０．８０㎡ 

  ２．０ｍ × ０．８ｍ ×  ８枚 ＝   １２．８０㎡ 
２．０ｍ × １．０ｍ × １６枚 ＝   ３２．００㎡ 
１．０ｍ × ４．０ｍ ×  ２枚 ＝    ８．００㎡ 
 

計                ３０枚 ＝   ６３．６０㎡ 
 
 
合計               ７８０枚  １，８６２．８２㎡ 
 
 
※ ３階の２４枚（内側）５４．７２㎡分については、清掃の対象外 
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（2-2）別添４

専用部分の日常清掃に関する
各入居官署の１週間のスケジュール及び代替作業日について（平成27年度実績）

官署名 階数 希望時間帯 月 火 水 木 金 祝祭日の代替日

　近畿地方整備局（港湾空港関係） ５、６F 　　　　～7：20 ○ ◎ ○ ○ ○
週１回の「床の日常清掃」のみ

代替作業を行う
（祝祭日の前後いずれかの平日）

　大阪入国管理局神戸支局 ２F 　　　　～8：30 ○ ○ ○ ○ ○ 無

　近畿農政局兵庫支局 ４、５F 　　　　～7：40 ○ ○ ◎ ○ ○
週１回の「床の日常清掃」のみ

代替作業を行う
（祝祭日の前後いずれかの平日）

　兵庫行政評価事務所 ２F 　　　　～8：10 ◎ ◎ 無

　神戸東労働基準監督署 ３F 　　　　～6：30 ◎ ◎ 無

　近畿財務局神戸財務事務所 ７F 　　　　～8：10 ◎ 別途指定

　瀬戸内海漁業調整事務所 ２F 　　　　～8：30 ◎ 別途指定

　神戸通商事務所 ５F 　　　　～8：10 ◎ 別途指定

　神戸自然保護官事務所 ７F 　8：30～9：30 ◎ 別途指定

　明石海峡公園事務所 ７F 　　　　～8：10 ◎ 別途指定

　※　近畿厚生局麻薬取締部神戸分室の専用部分の清掃は業務対象外である。

○・・・「床以外の日常清掃」の実施

◎・・・「床の日常清掃」及び「床以外の日常清掃」の実施
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別紙2-3 

神戸地方合同庁舎警備業務仕様書 
 

Ⅰ 業務概要 

１．業務場所 

神戸市中央区海岸通29番地 神戸地方合同庁舎 

 

２．業務期間  平成28年4月1日から平成31年3月31日まで 

 

３．施設概要 

⑴ 敷地面積  5,145㎡                  （建築面積） （延べ面積） 

⑵ 建  物  鉄骨鉄筋コンクリート造 地上９階地下１階   1,689㎡   15,977㎡ 

⑶ そ の 他 開庁日には１日約500～700名の来庁者がある。 

駐車場利用台数は、一日130～180台程度。 

 

４．業務仕様 

⑴ 本業務は、庁舎及び敷地内の秩序の維持、災害の予防及び来庁者等の円滑な受入れを目的とし、そ

の実行のための取締り並びに警戒にあたるに際し、本仕様書を遵守するほか、警備業法その他関係法

令、合同庁舎管理規則、消防計画等に従い、業務を適正に遂行するものとする。 

⑵ 受注者は、警備業法第４条の規定による認定を受けていなければならず、また、警備業法第13条の

規定のとおり、自己の名義をもって、他人に警備業を営ませてはならない。 

⑶ 本仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「建築保全業務共通仕

様書及び同解説（平成25年版）」（以下、「共仕」という。）による。 

⑷ 本仕様書及び「共仕」に定めがない事項は、施設管理担当者と協議の上、決定する。 

⑸ 業務報告書の作成にあたっては、原則として「共仕」による。 

 

５．対象業務 

本仕様書の対象業務は、次のとおりとする。具体的な内容は、Ⅲ．業務仕様による。 

① 出入管理 

② 施設管理 

③ 駐車場管理 

④ 防災業務及び盗難、各種事故の未然防止と早期発見 

⑤ その他警備上必要と認められる業務 

 

６．応札者の条件 

本業務の応札者は、上記４．⑵で示す条件を業務期間内において継続すること。 

 

Ⅱ 共通仕様 

１．業務関係図書 

⑴ 次の書類を作成し、定められた期日までに施設管理担当者の承認を得ること。 

① 警備計画書〔「共仕」第6編1.1.6〕（4月当初提出） 

② 緊急対応連絡表 

⑵ 提出物の所有権 

① 受注者が作成して提出した上記⑴の警備計画書等の書類の所有権については、各業務完了後に発

注者に移転する。 

② 受注者は、提出物に第三者が権利を有する著作物が含まれる場合は、その使用に必要な費用の負
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担及び使用許諾契約等に係わる一切の手続を行うこと。 

 

２．業務の記録 

次の警備記録書類を整備し、常時閲覧が可能なように保管を行い、業務終了時に提出すること。 

⑴ 警備計画書〔「共仕」第6編1.1.6〕 

⑵ 警備報告書類〔「共仕」第6編1.1.7〕 

 

３．業務の報告〔「共仕」第６編1.1.7ほか〕 

報告書による報告期限は、原則下記のとおりとする。ただし、緊急性のあるものは適宜報告し、また

履行期間末のものは施設管理担当者の指示に従うこと。 

⑴ 警備日誌     翌開庁日（＊）の10時までに提出 

（＊）開庁日とは土日祝日及び年末年始（12月29日から1月3日）を除く日をいう。以下同じ。 

⑵ 入館者受付簿   翌週開庁日の10時までに提出（「一時通行証」管理用） 

 

４．業務責任者等の選任 

⑴ 業務責任者〔「共仕」第１編1.4.2〕 

① 受注者は、業務を円滑に実施するため業務責任者及び代理人（業務責任者不在の場合業務を代行

する者。以下、業務責任者とあわせて「業務責任者等」という。）を選任し、書面をもって発注者に

通知する。なお、業務責任者等は委託施設に常駐するものとする。業務責任者等は主として開庁日

の昼間に常駐することとするが、夜間・休日業務についても精通していること。 

② 業務責任者には、次の資格経験を有する者を配置する。なお、業務責任者代理人は、次の資格経

験のうち２つ以上を有する者を配置すること。 

ア．警備員指導教育責任者（警備業務区分１号の施設警備）もしくは施設警備業務１級 

イ．実務経験5年以上 

ウ．自衛消防業務講習終了（防災センター要員講習終了を含む） 

③ 業務責任者等は、下記の業務を行うものとする。 

ア．施設管理担当者との連絡、報告、調整を行う。 

イ．警備員の指導 

ウ．クレーム処理と整理 

エ．防災、防犯諸設備の定期点検立会い 

オ．月末に翌月の警備勤務割当表及び警備勤務時間割表を作成して提出すること。 

④ 業務責任者は、個人情報の取扱責任者として、個人情報の漏洩、滅失、き損の防止その他の個人

情報の安全管理のために必要な措置を講じること。 

⑵ 業務従事者（警備員） 

① 昼間勤務を行なっている警備員のうち２名以上及び夜間勤務を行っている警備員のうち１名以上

は「応急救護」の「普通救命講習」又は「上級救命講習」の資格を有している者が常駐しているこ

と。 

なお、防災センター担当及び庁舎内巡視担当にあっては「自衛消防業務講習」（「防災センター要

員講習」を含む））の資格を有していること。 

③ 駐車場警備にあたる警備員のうち、１名以上は実務経験３年以上を有し、かつ「交通誘導警備２

級」以上の資格を有しているものであること。 

⑶ 業務従事者名簿・個人情報安全管理措置状況報告の提出 

受注者は、業務の実施に先立ち、警備員（業務責任者等を含む。）の氏名、生年月日並びに業務に関

する資格、特技及び経験を記載した名簿及び履歴書を提出し、施設管理担当者の承認を得ること。 

また、業務を遂行するために接した個人情報の安全管理措置のため、下記の事項を定め施設管理担

当者に提出し承認を得ること。 

ア．個人情報の取扱責任者 
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イ．個人情報に接する従業員その他本件業務遂行に従事する者 

ウ．個人情報の授受、移送方法 

エ．個人情報の保管場所及び保管・管理の方法 

オ．個人情報の具体的な取扱手順及び利用方法 

カ．個人情報の取扱いに使用する装置、機器等への技術的安全措置の内容 

キ．従業員等への個人情報保護の教育、訓練の実施の有無等 

なお、提出後警備業法に定める認定証その他警備業の資格に関する書面が追加、変更又は更新され

た場合には、速やかにその写しを提出し、施設管理担当者の承認を得ること。 

 

５．業務条件〔「共仕」第１編1.4.3〕 

警備員の勤務時間（引継ぎ等の時間を含まない）及び必要ポスト数は、下記のとおりとする。ただし、

必要に応じて、変更する場合がある。 

⑴ 庁舎警備：開庁日の昼間勤務 

8：00～18：00 の10Ｈ  開庁日 年間243～245日間       6ポスト 

⑵ 庁舎警備：夜間勤務 

18：00～翌日の8：00（仮眠４Ｈ含む）の10Ｈ  年間365日     3ポスト 

⑶ 庁舎警備：閉庁日（土日祝日及び年末年始）の昼間勤務 

8：00～18：00 の10Ｈ  閉庁日 年間120～122日         3ポスト 

⑷ 駐車場警備：開庁日の昼間勤務 

8：00～18：00 の10Ｈ  開庁日 年間243～245日        1ポスト 

 

６．施設・設備の使用等 

⑴ 警備詰所及び宿直室の貸与 

① 業務実施期間中、警備室（防災センター）及び宿直室等を無償で貸与する。なお、建物共用施設

部分については、あらかじめ施設管理担当者の承認を得た場合には使用することができる。また、

警備室（防災センター）及び宿直室等においては、火気取扱責任者を指定して火気に十分注意し、

常に整理・整頓を心掛けること。 

② 業務期間満了後は、原状復旧の上直ちに返却すること。原状復旧に要した費用は、受注者におい

て負担すること。 

⑵ 施設の使用等の留意事項 

作業実施に際し、建築物、庁舎内の他の設備及び物品等に損害を及ぼすことのないように十分注意

し、万が一損害を与えた場合には、直ちに施設管理担当者に報告すること。 

⑶ 駐車場の利用 

施設内の駐車場の利用は不可。ただし、作業上止むを得ず駐車する必要がある場合は別途、施設管

理担当者と協議の上、決定する。 

７．受注者の負担の範囲〔「共仕」第１編1.2.3〕 

⑴ 業務の実施に必要な電気、ガス、水道等の光熱水等の使用に係る費用は発注者の負担とする。ただ

し、使用に当たっては節約に努めること。 

⑵ 制服及び事務用品等は受注者の負担とする。 

⑶ 警備に必要な機材は受注者の負担とする。 

⑷ 貸与備品等 

受注者が業務を履行する上で、発注者が必要と認める机、椅子、ロッカー等の備品については、こ

れを貸与する。 

なお、貸与備品等の破損、紛失等については受注者の責任において原状に復すること。 

 

８．施設管理運営事業への参画 

受注者は、発注者が実施する防災訓練及びその他施設管理運営上必要な事業に参画すること。 
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９．その他 

⑴ 官公署への連絡届出手続等は、発注者に協力し遅滞なくこれを処理すること。 

⑵ 受注者は、履行期間中において、受注者の責に帰する事由に起因して発生した損害に対して賠償責

任を負うこと。 

⑶ 受注者は、警備員の労務管理及び健康管理等を適切に行い、警備員に事故があるときは代替要員を

確保し、業務に支障がないよう留意すること。 

⑷ 受注者は、発注者から警備員の追加派遣の要請を受けた場合及び警備上の必要から指示する事項に

ついてはこれに応じること。 

⑸ 安全衛生等に関する事項 

受注者は、業務関係者に対して安全衛生及びその他の業務上必要な事項についての指導及び教育を

徹底すること。また、職員及び来庁者等の通行に支障がないよう留意するとともに、機器を操作する

際には十分に安全確認を行って事故のないようにすること。 

万が一、作業中に事故が発生した場合は、事故の大小にかかわらず直ちに施設管理担当者に報告す

ること。 

 

Ⅲ 業務仕様 

１．業務内容 

警備員は、次の各号の業務に従事するものとする。 

⑴ 出入管理 

① 来庁者の受付、案内業務及び出入チェック 

入退館管理システム（ICゲート）を導入していることから、来庁者に対し「神戸地方合同庁舎入

館者受付簿」への記載を促し、受付人数に応じた「一時通行証」を貸与する。来庁者の入退館にあ

たっては、原則としてICゲートを通過させ、システムによる管理を徹底することに努めることとす

る。特に、来庁者が退館するに際しては、「一時通行証」をICゲート付属の回収フォルダーに返納

しているかを確認すること。 

来庁者への案内及び電話への対応については、言語動作に十分注意し、親切丁寧な応対で品位の

保持に努めること。特に、視覚障害者、聴覚障害者、車椅子使用者等障害者の案内については、庁

舎警備員等（入口立哨・防災センター・庁舎内巡視）は障害等に配慮した案内に努めるとともに来

庁の目的等を確認し、速やかに当該官署と連携を取り、該当窓口まで案内すること。 

② 庁舎内勤務者、入居官署所属職員に対しての出入チェック 

③ 工事及び物品搬出入業者の入退館の監視、指示、記録 

「神戸地方合同庁舎入館者受付簿」を記帳させ、「入庁許可証」を貸与した上で、別途、工事関係

記録簿作成など必要な措置を取ること。 

④ 閉庁日（土日祝日及び年末年始）及び夜間（18：00～8：00）における入庁者については、受付窓

口で身分証明書を掲示させ、身分の確認を行うこと。また、外来者にあっては「外来入退庁者名簿」

に必要事項を記入させるとともに、該当官署に連絡を行い、当該官署の指示に基づき入庁させるこ

と。 

⑤ 挙動不審者に対しては、尋問、監視、制止及び排除すること。 

⑥ 法務省大阪入国管理局神戸支局及び近畿厚生局麻薬取締部神戸分室の収容業務に係る深夜、閉庁

日等の出入対応を行うこと。 

⑦ 「一時通行証」の管理 

来庁者に貸与する際に、「神戸地方合同庁舎入館者受付簿」にカードナンバーを記録するとともに、

来庁者が退館する際に、ICゲート回収フォルダーに返却しているかを確認し、持ち去りによる亡失

を防止すること。 

開庁日の18：00には、「一時通行証」の貸与や回収状況を確認すること。 

入居官署業務の終了後も未返却等、「一時通行証」の持ち去りが発覚した場合には、「警備日誌」
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に記載し、施設管理担当者に報告すること。 

⑵ 施設管理 

① 庁舎出入口及び共用会議室使用時の開閉及び鍵の管理（執務室、共用会議室の鍵の貸与及び受領）

執務室の鍵の貸与にあたっては、身分証を確認し、鍵受領者が確実に当該執務室に関係する所属職

員であるかを確認すること。 

② 庁舎内外の巡回警備 

③ エレベーター内の点検及び警備用モニターによる監視 

④ 廊下その他通路にある不審物等の適切な処置 

⑤ 騒音の防止及び庁舎、諸施設の損傷防止 

⑥ 挙動不審者に対する尋問、監視、制止及び排除 

⑦ 庁舎における許可を要する事項の無許可行為の制止 

⑧ 郵便物の受付及び電話、電報に対する適切な処置 

⑨ その他合同庁舎の警備に関し指示された事項 

⑩ 駐車場への車両の誘導及び整理 

⑶ 駐車場管理 

① 車での来庁者に対する案内。 

② 駐車場内の車両の誘導及び整理。構内及び車の駐車状況等を的確に把握すること。また、来庁者

から氏名・行き先・所要時間等を確認し記帳すること。 

⑷ 防災業務及び盗難、各種事故の未然防止と早期発見 

① 庁舎内外を巡回し、盗難防止等のため、窓、扉の施錠点検、職員の退庁後における廊下、便所、

湯沸室等の不要部分の消灯、火気その他異常の有無の点検 

② 災害発生時に適切な措置がとれるよう次の防災機器等を点検するとともに、その使用方法を習熟

しておくこと。また、災害・事故等が発生した際の連絡先及び連絡方法等を日頃から確認しておく

こと。 

・ ガス、電気、水道の異常の発見 

・ 危険物貯蔵所等の異常の発見 

・ 消火栓、消火器、火災報知機、非常ベル及び救命用具等の整備 

③ 禁煙箇所における喫煙の制止 

⑸ その他 

① 拾得物、遺失物等の確認処理 

② 隣接地域から波及する異常の早期確認処理及び連絡(ex.避難場所の指定） 

③ 国旗の掲揚 

④ その他警備上必要と認められる業務 

 

２．業務要領 

⑴ 業務要領は、本仕様書に記載してあるもののほか、細部については施設管理担当者の指示により実

施すること。 

⑵ 警備員の配置位置は【（2-3）別添1】「警備員配置図」のとおりとする。 

⑶ 門扉の開閉時刻は原則として次のとおりとする。 

場  所 開  扉 閉  扉 備  考 

B1階 

地下駐車場

進入口 
8：00 18：00 平 日 

南通用口 － － 電気錠によるシステム管理 

 

１階 

 

北 8：00 18：00 
平 日 

南 8：00 18：00 

夜間出入口 － － 電気錠によるシステム管理 
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屋外 

自動車 

出入口 

8：00 18：00 

チェーン等による施錠 

南側出入口 8：00 18：00 

⑷ 国旗の掲揚 

開庁日及び祝日の下記時間に国旗の掲揚、降下を行うこと。また、施設管理担当者の指示に従い、

半旗の掲揚を行うこと。 

・ 掲揚     7：00 

・ 降下    17：00 

⑸ 巡回警備 

① 基準巡回開始時刻 

ア． 9：00  イ．11：00  ウ．13：00  エ．15：00 

オ．18：00   カ．20：00    キ．22：00    ク． 6：00 

② 巡回経路は【（2-3）別添2】「巡回経路図」のとおりとする。 

⑹ 警備員は、庁舎の管理上不適当と認められる物の搬入、搬出が行われようとするときは、直ちに適

切な措置をとらなければならない。 

⑺ 警備員は異常を認めたとき、又は事故発生を予見したときは、直ちに適切な措置をとるとともに施

設管理担当者に報告し、その指示に基づき迅速に処理しなければならない。 

⑻ 警備員は、庁舎内及びその付近に非常事態の発生又は通報等を受けたときは、直ちに施設管理担当

者に連絡するとともに、警察署、消防署、その他関係機関に通報するなど、臨機応変に適切に対応す

ること。 

⑼ 鍵の受渡は、鍵預り簿に所要事項の記入を受け、受渡を行うこと。また、鍵は所定の場所に完全に

保管するとともに亡失することのないように注意し返却確認を行うこと。 

⑽ 駐車場の誘導及び整理は、構内及び車の状況を的確に把握し適切に処理すること。 

⑾ 警備員は次の帳簿を備え、所要事項を記入し、施設管理担当者の点検を受けなくてはならない。 

① 警備日誌 

② 入館者受付簿（「一時通行証」管理用）、外来入退庁者名簿（時間外来庁用） 

③ 休祭日(勤務時間外)入退庁者名簿 

④ 工事関係(腕章貸与)記録簿 

⑤ 鍵受渡簿 

⑥ 鍵（マスタ－キ－）預り簿 

 

３．その他 

⑴ 業務従事者は統一した制服を着用し、名札及び神戸財務事務所から貸与する「通行証（ICカード）」

を常時身に着けること。 

⑵ 警備員は、勤務中みだりに自己の責任区域を離れることなく、本業務に専念しなければならない。 

⑶ 警備員は、その職務上知り得た秘密を庁舎外に漏らしてはいけない。その職を退いた後も同様とす

る。 
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電気機械設備等更新等業務一覧 平成２８年度～３０年度 別紙2-4

(1)本表に計上する作業における資材等は、全て受託者において用意するものとする。

（2）実施年度は予定年度であり、実施にあたっては、別途、施設管理担当者と協議により決定するものとする。

項目 実施年度 設備場所 数量 単位 仕様書内容

天吊ファンコイル更新 Ｈ28 各階執務室等 松下電器産業㈱ BV-315CSK 30 台
各執務室等に設置しているファンコイルについて、おおむね２
０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるもの。

天吊ファンコイル更新 Ｈ29 各階執務室等 松下電器産業㈱ BV-315CSK 30 台
各執務室等に設置しているファンコイルについて、おおむね２
０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるもの。

天吊ファンコイル更新 Ｈ30 各階執務室等 松下電器産業㈱ BV-315CSK 22 台
各執務室等に設置しているファンコイルについて、おおむね２
０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるもの。

天吊ファンコイル電動弁更新 Ｈ28 各階執務室等 松下電器産業㈱ ＥＡＥ100-ＴＬＥ3/4 30 個
各執務室等に設置しているファンコイル電動弁について、おお
むね２０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるも
の。

天吊ファンコイル電動弁更新 Ｈ29 各階執務室等 松下電器産業㈱ ＥＡＥ100-ＴＬＥ3/4 30 個
各執務室等に設置しているファンコイル電動弁について、おお
むね２０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるも
の。

天吊ファンコイル電動弁更新 Ｈ30 各階執務室等 松下電器産業㈱ ＥＡＥ100-ＴＬＥ3/4 29 個
各執務室等に設置しているファンコイル電動弁について、おお
むね２０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるも
の。

床式ファンコイル更新 Ｈ28 各階執務室等 松下電器産業㈱ BV-315CSK 13 台
各執務室等に設置しているファンコイルについて、おおむね２
０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるもの。

床式ファンコイル更新 Ｈ29 各階執務室等 松下電器産業㈱ BV-315CSK 13 台
各執務室等に設置しているファンコイルについて、おおむね２
０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるもの。

床式ファンコイル更新 Ｈ30 各階執務室等 松下電器産業㈱ BV-315CSK 13 台
各執務室等に設置しているファンコイルについて、おおむね２
０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるもの。

床式ファンコイル電動弁更新 Ｈ28 各階執務室等 松下電器産業㈱ ＥＡＥ100-ＴＬＥ3/4 13 個
各執務室等に設置しているファンコイル電動弁について、おお
むね２０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるも
の。

床式ファンコイル電動弁更新 Ｈ29 各階執務室等 松下電器産業㈱ ＥＡＥ100-ＴＬＥ3/4 13 個
各執務室等に設置しているファンコイル電動弁について、おお
むね２０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるも
の。

床式ファンコイル電動弁更新 Ｈ30 各階執務室等 松下電器産業㈱ ＥＡＥ100-ＴＬＥ3/4 13 個
各執務室等に設置しているファンコイル電動弁について、おお
むね２０年以上経過し、経年劣化しているため、取替えるも
の。

5 天井ボード張替 Ｈ28 各階執務室等 5 箇所
ファンコイルから水漏れが発生したものにより、変色した個所
の天井ボードを張り替えるもの。

空調設備等

既存の機器等
（メーカー、型番）

1

2

3

4
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6
空調機ロールオトロン・ロールフィルタース
イッチ取替

Ｈ29 2F空調機械室
日本エアーフィルター㈱　進
和テック㈱

V-EⅡ 1 個
空調機ロールオトロン・ロールフィルタースイッチについては、
現在、故障していることから、取替えるもの。

7 空調機モーター取替 Ｈ29 3F空調機械室 ナショナル㈱
BM-DBH1
200V　5.5Kｗ

1 個
空調機モーターについては、現在、故障していることから、取
替えるもの。

8
車庫排気ファンのうち
モーター及びファンベアリング取替

Ｈ29 BF車庫ファン室 1 式
車庫排気ファンのうちモーター及びファンベアリングは、現在、
異音が発生していることから、取替えるもの。

9 外気処理ロールフィルター設備更新 Ｈ29 R2F機械室 1 式
外気処理ロールフィルター設備については、経年劣化により、
錆による設備の床面に穴が開くことなどが懸念されることから
更新するもの。

10 冷温水発生機自動真空装置設置 Ｈ29
BF機械室
冷温水発生機№1

1 式

冷温水発生機自動真空装置については、すでに冷温水発生
機№2において、熱効率が低下したことから設置しており、同時
期に設置した№1においても熱効率の低下が懸念されることか
ら設置するもの。

11
熱源制御盤
発生機台数制御部分のバッテリー取替

Ｈ29 ＢＦ機械室
バックアップ用リチウム
電池（83170623-010）

1 式
中央監視装置の部品であるが、設置しておおむね２０年が経
過し、経年劣化が懸念されることから、取替えるもの。

12
熱源制御盤
ポンプ台数制御部分のバッテリー取替

Ｈ29 ＢＦ機械室
バックアップ用リチウム
電池（83170623-011）

1 式
中央監視装置の部品であるが、設置しておおむね２０年が経
過し、経年劣化が懸念されることから、取替えるもの。

13
各リモートユニット
積算スロット部分のバッテリー取替

Ｈ29 ＢＦ機械室
バックアップ用リチウム
電池（83170623-012）

1 式
中央監視装置の部品であるが、設置しておおむね２０年が経
過し、経年劣化が懸念されることから、取替えるもの。

14
中央監視装置系統　SAVIC-net11
UPS無停電装置取替

Ｈ29 ＢＦコントロール
UPS無停電装置
（２ｋVA)

1 式
中央監視装置の部品であるが、設置しておおむね２０年が経
過し、経年劣化が懸念されることから、取替えるもの。

15 冷却塔加圧ポンプ接続部品取替 Ｈ30 塔屋 ㈱荏原製作所
フレッシャー1300　ＢＩ
ＢＩ-ＭＤ型

1 式
冷却塔加圧ポンプ接続部品については、経年劣化が懸念され
ることから、取替えるもの。

16
2F～8F系統外気処理空調機ドレン排水ト
ラップ補修及び9F天井ボート張替

Ｈ30 R2F機械室 1 式
空調機ドレン排水トラップについては、現在、水漏れが発生し
ていることから

17 各階トイレ手洗い排水管取替 Ｈ28 各階トイレ ＴＯＴＯ㈱
直管9Ｆ1002
Ｕトラップ管ＴＨＹ560

17 個
トイレ手洗い排水管は、腐食が進行していることから取替える
もの。

18 うがい器排水管トラップ取付 Ｈ28 1F～8F各うがい器 8 個
うがい器排水管については、下水の臭いが上がってくる状態で
あることから、排水管トラップを取付けるもの。

19 受水槽室排水管改修 Ｈ30 ＢＦ機械室 1 式

受水槽室排水管については、雑排水槽に繋がる排水口に近
いことから臭いが上がってくる状態であるため雑排水槽に繋が
る排水口から離れた場所で、排水できるよう、排水管を約７ｍ
程度追加するもの。

20
1F第4共用会議室東側ダウンライト用アン
ビエントコントローラー取替

Ｈ30 1F第4共用会議室 松下電工㈱ ＮＱ28061Ｔ 1 個
アンビエントコントローラーについては、操作が不安定なことか
ら、取替えるもの。

空調設備等

中央監視設備

給排水設備
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21 受電用デマンド監視・制御装置取替 Ｈ30 BF電気室 三菱電機㈱ DM-100CPS 1 個
受電用デマンド監視・制御装置取替については、現在故障して
いることから取替えるもの。

給排水設備 22 電力メーター取替 Ｈ28 庁舎内各場所 三菱電機㈱ 33 個
電力メーターについては、設置してからおおむね２０年が経過
しており、経年劣化が懸念されることから取替えるもの。

23
非常用発電機用№1空気槽圧力スイッチ取
替

Ｈ28 BF発電機室 ヤンマー㈱　6NHL-STP 1 個
非常用発電機用№1空気槽圧力スイッチについては、現在、故
障していることから、取替えるもの。

24 非常発電機接続部品等取替 Ｈ28 BF発電機室 ヤンマー㈱　6NHL-STP 1 式
非常発電機の接続部品については、設置後おおむね２０年が
経過し、経年劣化が懸念されることから、取替えるもの。

消防設備 25 泡消火液取替 Ｈ30 BFポンプ室 300 ℓ
消防法の改正により、現在庁舎にある泡消火液は、消防点検
の際には使用できないため、泡消火液を取替えるもの。なお、
既存の泡消火液は、適切に処分するもの。

26 ＢＦ機械室排煙ダクト周囲補修 Ｈ30 BF機械室 1 式
地階の機械室に設置している排煙ダクトについて、すきま等が
開いている部分を埋めるなどし、補修するもの。

27 ＢＦ駐車場東面雨水排水管取替 Ｈ30 ＢＦ駐車場 1 式
記か駐車場の天井に通している雨水排水管について、経年劣
化による水漏れがあることから、排水管を取替えるもの。

ゴンドラ 28 ゴンドラ昇降装置ブレーキ分解点検整備 Ｈ30 屋上 サンセイ㈱ Ｆ250 1 式
ゴンドラの昇降装置について、経年劣化が懸念されることか
ら、ブレーキ部分を分解したうえで交換が必要な部品を交換す
るもの。

防犯設備 29 防犯カメラ更新 Ｈ28
北玄関、南玄関
地上駐車場

竹中ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ（株）
VSC-890
ｶﾗーCCDｶﾒﾗ

3 台
防犯カメラは１台故障している。また２台についても設置後お
おむね１５年が経過し、経年劣化が懸念されることから更新す
るもの。

蓄電池 30 アルカリ蓄電池用触媒栓取替 Ｈ30 ＢＦ機械室 ＧＳユアサ 86 個
経年劣化による触媒栓の脱落等が一部見受けられることや、
メーカー推奨の交換時期を経過していることから取替えるも
の。

給湯器 31 電気温水器逃し弁取替 Ｈ28 各階雑用室 日本イトミック ES-20N3 6 個
各階雑用室にある電気温水器の逃し弁について、経年劣化が
懸念されることから、取替えるもの。

32 3号機　FTPマイコン電源装置取替 H28 塔屋階 日本エレベータ製造㈱ 1 台
他の１、２、４号機のマイコン電源装置が故障し、既に取替えて
おり、経年劣化が懸念されることから、取替えるもの。

33 3号機　FTPマイコン電源基板取替 H28 塔屋階 日本エレベータ製造㈱ 1 台
他の１、２、４号機のマイコン電源基盤が故障し、既に取替えて
おり、経年劣化が懸念されることから、取替えるもの。

外壁 34 外壁打診調査 H28 1 式
当庁舎の外壁をゴンドラを使用のうえ、全面打診により調査
し、修繕が必要な個所を特定するもの。

エレベーター

発電機設備

建築
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従来の実施状況に関する情報の開示
１ 従来の実施に要した経費 （単位：千円）

常勤職員

非常勤職員

委託費定額部分

成果報酬等

旅費その他

計（ａ）

（ａ）＋（ｂ）

（注記事項）

委託費の内容は以下のとおり。

平成25年度 平成26年度 平成27年度

55,009千円 42,055千円 55,728千円

4,486千円 3,456千円 4,355千円

462千円 386千円 440千円

21千円 22千円 24千円

420千円 278千円 386千円

2,772千円 2,851千円 3,703千円

1,617千円 1,663千円 2,160千円

477千円 482千円 655千円

160千円 164千円 184千円

265千円 272千円 300千円

554千円 570千円 741千円

167千円 172千円 222千円

80千円 64千円 81千円

554千円 503千円 553千円

289千円 297千円 329千円

8千円 9千円 10千円

152千円 157千円 174千円

206千円 212千円 236千円

- - 1,074千円

277千円 - -

460千円 456千円 500千円

1,670千円 1,907千円 2,453千円

- - 356千円

6,907千円 6,798千円 6,930千円

46,746千円 51,775千円 42,509千円

108,662千円 100,628千円 105,167千円

注1）増減の主要な要因は、一般競争入札及び見積合わせの結果によるほか、備考欄による。

注2）平成28～30年度は、※印の業務において修繕等業務（詳細は別紙2-1-2、2-1-3、2-1-5、2-1-8、2-1-11、2-1-17、2-1-18及び別紙2-4を参照）が含まれること

　　から、従来の委託費との比較においては留意する必要がある。

注3）①設備機器等運転監視及び点検保守業務の内訳は千円以下の端数を四捨五入により計上していることから、平成25、26年度は合計額と総額とが整合していない。

ガス吸収式冷温水機点検保守業務

※消防用設備点検保守業務

ばい煙測定業務

執務室空気環境測定業務

※ゴンドラ設備保守管理業務

自動扉設備点検保守業務

樹木管理等業務

※建築基準法第12条第2項に基づ
く建物点検業務

※建築基準法第12条第4項に基づ
く建築設備（昇降機を除く）点
検業務

入退館管理システム保守業務

免震部維持管理点検保守業務

合　計

②清掃業務

③警備業務

電動シャッター保守点検業務

※非常用自家発電設備点検保守業務

厨房排気設備点検清掃業務

屋内式ガス瞬間湯沸器点検業務

害虫等生息調査業務

害虫駆除業務

※エレベーター設備点検保守業務

※設備機器等日常点検保守業務

※設備機器等定期点検保守業務

水槽清掃業務

レジオネラ属菌検査業務

電気集塵機セル洗浄等業務

参
考
値
（

ｂ
）

減価償却費

退職給付費用

間接部門費

108,662

業務内容 備　　考

①設備機器等運転監視及び点検保守業務

105,167

-

-

100,628

-

- -

平成25年度、平成26年度は対象外。

平成26年度、平成27年度は対象外。

平成25年度、平成26年度は対象外。

※中央監視設備点検保守管理業務

人件費

物件費

委託費等

-

105,167

-

-

-

-

105,167

100,628

-

-

-

-

-

100,628

-

平成25年度 平成26年度 平成27年度

-

-

-

108,662

-

--

108,662

-

-

39,914千円 28,136千円 36,792千円

別紙３
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２ 従来の実施に要した人員 （単位：人）

（業務従事者に求められる知識・経験等）

入札実施要項及び各業務仕様書記載事項と同じ。

（業務の繁閑の状況とその対応）

該当なし。

（注記事項）

従来の実施においては、全業務を委託により実施。

過去における業務従事者数 （単位：人）

平成25年度 平成26年度 平成27年度

点検保守業務 4 4 4

日常清掃 4 4 4

定期清掃 9 8 8

警備業務 7（9） 7（9） 7（9）

注2）日常清掃においては、1日あたりの平均人数。

注3）定期清掃においては、定期清掃１日あたりの平均人数（１年あたり平均約８日間）。

３ 従来の実施に要した施設及び設備

入札実施要項及び各業務仕様書記載事項と同じ。

（注記事項）

入札実施要項及び各業務仕様書記載事項と同じ。

４ 従来の実施における目的の達成の程度

①確実性の確保

※執務及び営業の中断とは、執務及び営業が中断することにより著しく国民及びテナント営業者の利益を損なった場合をいう。

※老朽化を起因とするものは含めない。

②安全性の確保

管理・運営業務の不備に起因する職員及び利用者の災害又は事故の発生　0回

※災害又は事故とは、人事院規則10-4第35条に基づく年次災害報告の対象となる災害又は事故を言う。

③環境への配慮

常勤職員

非常勤職員

人　員

管理・運営業務の不備（空調停止・停電・断水・エレベータ停止等）に起因する神戸地方合同庁舎における
執務及び営業の中断　0回

エレベーターの間引き運転、照明の間引き点灯、冷暖房温度（機械室含む）の適切な管理等について、施設管理担当者が入居
官署との打合せにより取り決めた事項について、施設管理担当者の指示により委託業者が実施。
エネルギー起源CO2排出量において平成13年度比で、平成25年度:約13%削減、平成26年度:約19%削減（電気、冷水蒸気）

注1）点検保守業務においては、中央監視室等における開庁日昼間の常駐者数。

注4）警備業務においては、開庁日昼間の警備・駐車場勤務ポスト人数（カッコ内は開庁日昼間の交代要員を含めた常駐者総数）。

平成27年度

0 0 0

0 0 0

平成25年度 平成26年度
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５ 従来の実施方法等

①業務フロー：施設管理担当者が各業務を民間事業者へ委託し、各業務の受託者が業務責任者を立て業務を実施。

②従来業務の業務分担及び民間競争入札による業務分担の関係は下表のとおり。

神戸財務事務所 受託者 神戸財務事務所 受託者

○ ○

○ ○

○ ○

神戸地方合同庁舎の来庁者数

開庁日１日あたり：500～700人

※来庁者数には神戸地方合同庁舎に勤務する職員等の数（約500人）は含まない。

（注記事項）

　近畿財務局神戸財務事務所総務課組織図

神戸財務事務所長

次長

総務課長

　　　合同庁舎管理係長

　　　経理係長

：施設管理担当者

　従来業務の管理連絡体制

：業務委託単位（契約単位）

：１契約に複数業務が含まれる場合

：１契約に複数業務が含まれない場合

各業務責任者

施
設
管
理
担
当
者

統括業務責任者
各業務責任者

各業務責任者

業務責任者

業務内容

現状

②清掃業務

③警備業務

①設備機器等運転監視及び点検保守業務

民間競争入札

業務報告

業務報告

業務委託

業務指導、監督

・
・
・
・

業務報告

業務指導、監督

業務報告

業務指導、監督

・
・
・
・

業務報告

業務委託

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

業務従事者

・
・
・
・

A

B 

A
B
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【別紙４-１】 

管理・運営業務企画書 

１． 企業の代表責任者及び本業務担当者  

■入札参加グループの場合は、グループ構成企業名をすべて記載した上で、代表企業名を明記す

る。また、グループ構成企業ごとに担当する業務を明示し、その代表責任者及び本業務担当者

を記載する。その際には、グループ構成企業間の連絡体制が把握できるようにすること。 
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【別紙４-２】 

２.業務実績  

■本実施要項１.で示す業務ごとに過去３年以内の実績を記載すること。 

①電気・機械・設備制御設備点検等業務 

業務名  発注者  時期  業務内容  

   施設規模 

請負金額等 

    

    

②清掃業務 

業務名  発注者  時期  業務内容  

   施設規模 

請負金額等 

    

    

③警備業務 

業務名  発注者  時期  業務内容  

   施設規模 

請負金額等 

    

    

189 / 198



【別紙４-３】 

３. 本業務実施の考え方 

■本実施要項１.で示す業務ごとに年次計画を記載すること（引継ぎの期間を含む。）。本業務を

確実に実施するための基本的な方針、業務全般において特に重視するポイント等を具体的に記

載すること。 

 ①電気・機械・設備制御設備点検等業務 

 

 

 

 

 

 ②清掃業務 

 

 

 

 

 

③警備業務 

 

 

 

 

 

 

注１)用紙が不足する場合は適宜追加すること（A4 版）。 
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【別紙４-４】 

４. 業務ごとの実施体制及び業務全体の管理方法 

■本実施要領１．で示す業務ごとの実施体制及び実施全体の管理方法等を具体的に記載し、必要

とされる法的資格等を有する者及び条件を満たす者の配置を記載すること。業務ごとに実施す

る企業が異なる場合は、業務全体の管理方法に加え、業務ごとの実施体制及び管理体制を記載

すること。また、緊急時（管理・運営業務の実施に当たり通常の業務実施が困難になる事故・

事象が生じた場合）のバックアップ体制と対応方法を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１)用紙が不足する場合は適宜追加すること（A4 版）。 
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【別紙４-５】 

５. 管理・運営業務の全般に対する質の確保に関する提案  

■以下の項目について、３枚以内で具体的にかつ簡潔にまとめること。なお、必要に応じ、電気・

機械・設備制御設備点検等業務、清掃業務、警備業務ごとに提案書を作成（片面印刷のA4版で最

大３枚程度まで）することができる。 

 

（１）管理・運営業務の実施全般に対する質の確保についての考え方  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）質の確保に関する提案事項 
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【別紙４-６】 

６. 従来の実施方法に対する改善提案（総括表）  

■従来の実施方法に対し、改善提案を行う場合は、改善を行う業務の項目と提案の概略を整理す

ること。なお、下記に改善提案のない業務の項目については、神戸財務事務所が提示する最低

水準として従来の実施方法に基づいて業務を行うものとする。 

①電気・機械・設備制御設備点検等業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に

定める項目を明記 

提案の概略 

  

 

  

 

②清掃業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に

定める項目を明記 

提案の概略 

 

 

  

 

 

  

③警備業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に

定める項目を明記 

提案の概略 

 

 

  

 

 

  

④その他運営業務 提案の有無 有 無 

業務項目 

※既存の仕様書類に

定める項目を明記 

提案の概略 

   

   

 

注１)用紙が不足する場合は適宜追加すること（A4版）。 
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【別紙４-７】 

７. 従来の実施方法に対する改善提案 （各業務） 

■提案を行う各業務の１項目につき３枚以内とする。 

 

（１）改善提案を行う業務及び項目  

 

 

 

 

 

 

（２）改善提案の主旨 

 

 

 

 

 

 

（３）改善提案の内容 

 

 

 

 

 

（４）最低水準の確保に対する説明 
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【別紙４-８】 

８. 再委託に関する事項  

欄が不足する場合は適宜追加すること。 

再委託する業務 再委託先の名称 再委託先の住所 

1.再委託の合理性及び必要性 

2.再委託先の業務履行能力 

3.報告徴収その他業務管理の方法 

   1. 

2. 

3. 

    

    

    

    

    

    

    

    

注１)民間事業者は、本業務契約締結後やむを得ない事情により再委託先を変更する場合は、施設管理担当者の承認

を受けなければならない。 

注２)各再委託先との取引実績又は取引関係にあることを示す資料もしくは取引が可能であることを証する資料を添

付すること。 
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別紙５ 

評価表（企画書の適否） 

No 
審査項目（企画書要求事項） 主となる評価

対象資料 

評価結果 

（内容の適否） 大事項 小事項 

1 

基本事項 

【業務に対する認識】 

本業務の目的を理解し、計画的な業務の実施が

考えられているか。 

提出様式 

４－３ 
 

2 

【業務に対する認識】 

業務を確実に実施するための基本的な方針が

明確となっているか。 

提出様式 

４－３ 
 

3 

【実施体制】 

各業務水準が維持される体制であるか。 

（グループで参加する場合、代表企業とグルー

プ企業の連携が可能な体制であるか） 

提出様式 

４－４ 
 

4 

【実施体制】 

各業務で必要とする資格者が適切に配置され

ているか。 

提出様式 

４－４ 
 

5 

【実施体制】 

質の確保に寄与する資格・経験を有している

か。 

提出様式 

４－４ 
 

6 

管理業務全般に

係る業務に関す

る提案 

管理・運営業務の実施全般に対する質の確保に

関する提案がされているか。 

提出様式 

４－５ 
 

7 
従来の実施方法に対する改善提案がなされて

いるか。 

提出様式 

４－６、 

４－７ 

 

8 
（質の確保に関する具体的な提案については、

企画書の適否に関する評価対象としない。） 

提出様式 

４－５ 
 

9 
緊急時等への対

応について 

具体的な事態を想定し、円滑に対応し、かつ被

害を拡大させないための体制、対策が提案され

ているか。 

提出様式 

４－４ 
 

10 
業務を安定的に履行できる対策が講じられて

いるか。 

提出様式 

４－４ 
 

全体評価（企画書の適否）  
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                                                     別 紙 ６ 

 

 

施 設 環 境 に 関 す る ア ン ケ — ト (案) 

 
 
平成   年   月から平成   年   月までの神戸地方合同庁舎の施設環境について、ご感想

をお聞かせください。 

本アンケ—ト調査は、神戸地方合同庁舎について、入居されている方々の満足度を調査し、今

後の管理・運営業務の質の向上のために、参考にさせていただくものです。 

回答をいただいた内容等が外部に出ることは一切ございませんので、ご理解のうえ、ご協力を

お願いいたします。 

 
 

１．警備業務について、お聞きします。 

  （1）受付業務や入退館管理業務において、警備員の対応はいかがでしたか。 

        ① 満足      ・・・・  ４ 

        ② おおむね満足  ・・・・  ３ 

        ③ やや不満    ・・・・  ２ 

        ④ 不満      ・・・・  １ 

       具体的な理由がある場合は、ご記入ください。  

             

 

 

 

  （2）施設等の利用（鍵の受け渡し、庁舎内外の巡回、駐車場の管理等）において、警備

員の対応はいかがでしたか。 

        ① 満足      ・・・・  ４ 

        ② おおむね満足  ・・・・  ３ 

        ③ やや不満    ・・・・  ２ 

        ④ 不満      ・・・・  １ 

       具体的な理由がある場合は、ご記入ください。  

       

 

 

 

２．清掃業務について、お聞きします。 

   （１）共用部（廊下、階段、トイレ及び洗面所等）の清掃は、行き届いていたと感じま

すか。 

        ① 満足      ・・・・  ４ 

        ② おおむね満足  ・・・・  ３ 

        ③ やや不満    ・・・・  ２ 
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        ④ 不満      ・・・・  １ 

       具体的な理由がある場合は、ご記入ください。 

       

 

 

          

  （２）庁舎の消耗品（トイレットペーパー、石鹸等の消耗品）の補充は、十分であった

と感じますか。 

         ① 満足      ・・・・  ４ 

         ② おおむね満足  ・・・・  ３ 

         ③ やや不満    ・・・・  ２ 

         ④ 不満      ・・・・  １ 

        具体的な理由がある場合は、ご記入ください。 

       

       

 

       

  （３）事務室内の定期清掃は、行き届いていたと感じますか。 

        ① 満足      ・・・・  ４ 

        ② おおむね満足  ・・・・  ３ 

        ③ やや不満    ・・・・  ２ 

        ④ 不満      ・・・・  １ 

       具体的な理由がある場合は、ご記入ください。 

       

       

 

       

 ３．庁舎敷地における植栽について、お伺いします。 

    植栽の管理状態は、行き届いていたと感じますか。 

       ① 満足      ・・・・  ４ 

       ② おおむね満足  ・・・・  ３ 

       ③ やや不満    ・・・・  ２ 

       ④ 不満      ・・・・  １ 

     具体的な理由がある場合は、ご記入ください。 

       

       

       

   

  アンケートは以上となります。ご協力ありがとうございました。 
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